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16 令和３年度小学校水泳指導事業について 
教育振興課 

教育指導課 

17 学校開放施設等の再開について 教育振興課 

18 令和２年度多摩市教育委員会事務点検報告書について 教育振興課 

19 
「教育の情報化に向けた多摩市立小・中学校のＩＣＴ機器整備
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22 誤徴収した学校給食費（１０月分）の返金について 学校支援課 

23 多摩市「不登校総合対策」について 教育指導課 
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                  午前１０時００分 開会 

いいじま委員長 ただいまの出席委員は６名である。定足数に達しているので、これより

子ども教育常任委員会を開会する。 

 本日配付された協議会の資料は、行政資料室に所蔵している。 

 それでは、これより審査に入る。本日の審査は、お手元に配付した審査案

件の順序に沿って進めさせていただく。 

 日程第１、２陳情第２０号 関戸地域に児童館設置を求める陳情を議題

とする。 

 本件については、陳情者から発言の申出がある。多摩市議会基本条例第

６条第３項の規定により、これを許可することにご異議ないか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 ご異議なしと認める。よって発言を許可することに決した。 

 発言される方に申し上げる。議会で定める要領により発言は５分以内と

なっている。なお、１分前になったらその旨をお知らせするので、時間内で

発言をお願いする。また、本日の発言は要点記録に記載される。簡潔明瞭に、

陳情書に沿って発言してほしい。それでは、氏名を言ってからご発言願う。 

陳情者（吉井和夏子氏） 多摩市立多摩第一小学校ＰＴＡ会長、吉井和夏子。 

 このたびは、関戸地域に児童館設置を求める陳情書に関する発言の機会

をいただき、ありがとう。陳情書提出の際、藤原議長より、もっと議論を深

める必要があるとのご指摘をいただいたが、関戸地域の子どもたちの現状

や、放課後の子どもの居場所づくりについて大勢の方に考えていただける

またとない機会とも思い、この場に立つこととした。 

 放課後の子どもの居場所の確保については、以前より、多摩市立小学校Ｐ

ＴＡ連絡協議会でも重要なテーマとして話し合いがされており、小学校Ｐ

ＴＡ連絡協議会主催の市長教育長懇談会では、近隣他市のように、放課後子

ども教室を拡大拡充し、子どもたちが安心安全に放課後を過ごせる場所と

してほしいとの要望もいたしてきた。 

 その際、阿部市長からは、予算の面での難しさの話とともに、多摩市では、

児童館、学童に力を入れていて、スタッフの質が高いのが自慢だとのお話も

伺った。私自身も子育てをする中、子どもが赤ちゃんの頃から、子育て広場
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を通して児童館には大変お世話になっており、スタッフの皆さんの親しみ

やすさや細やかなサポートを含め、多摩市の児童館の質が高いことは身を

もって実感している。 

 しかしながら、関戸地域の子どもたちにとっては、一ノ宮児童館、桜ヶ丘

児童館ともに距離が遠く、大通りを挟むことなどから、特に低学年の児童が

１人で行き来するには危険が伴うと常々感じている。大栗橋公園拡張活用

に当たって、地域の方の中から関戸地域に児童館がほしいとの声が上がっ

ていると聞き、放課後の子どもの居場所として、関戸地域に児童館のような

施設があれば、こんなに適した場所はないと考えた。もちろん、この時代に

児童館という箱物をつくる難しさがあるのも重々承知している。しかしな

がら、単に広々とした公園だけあっても、子どもたちが安心安全に遊べるわ

けではない。何かあった時に駆け込める、そして、そこに信頼できる大人が

いるという場所こそが、子どもたちにとっての安心安全な場所となる。従来

どおりの児童館の形でなくても構わない。 

 しかし、私自身、子育てを通して児童館にお世話になってきたからこそ、

児童館の持つ力を実感してもいる。学校を超えた横のつながり、そして学年

を超えた縦のつながり、児童館を介して地域とのつながりも持てた。さら

に、児童館で育った子どもたちは、当事者としての児童館世代を卒業して

も、引き続き地域の目に見守られているとも感じている。 

 そういった意味で、これからの時代は、対象が児童だけに限らない様々な

世代とも交流できるニュータイプの児童館、世代間交流館のようなもので

もよいのかもしれない。 

 私自身も多摩市で生まれ育った。幼い頃は、家の近くの空き地で近所の友

達と遊び、特に何の不安を持つこともなく、公園などへ遊びに出かけてい

た。しかし、自分が子どもを産み、我が子が大きくなるにつれ、しみじみ感

じるようにもなった。自分が小さい頃に享受してきたあの環境は、決して当

たり前のことではなかったのだということである。地域や身近な大人たち

の温かでさりげない支えがあったからこそ、自由に伸び伸びと過ごせてき

たのだということである。 

 子どもたちにとって安心安全な地域であるということや、大人やシルバ
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ー世代含め、全ての人にとって住みやすいまちであるとも思う。未来の子ど

もたちが、関戸地域で安心安全に過ごせるように何ができるのか、ぜひ長い

目で、そして温かな目でご検討いただけたら幸いである。 

いいじま委員長 以上で、市民発言を終わる。 

 本件の陳情内容について、現在の市の状況や考え方など、市側から説明等

あればお願いする。 

本多子ども青少年部長 それではまず、資料に基づいて、現在の関戸地域と児童館の関係

についてご説明をしたい。お手元のタブレットの子ども教育常任委員会の

フォルダの中に、案件１ということで資料を置いているので、そちらをお開

き願う。 

 こちらの資料だが、関戸地域の近くにある児童館から半径１キロという

円を記載している。見ていただくと、例えば連光寺児童館から半径１キロの

エリアの中に大栗橋公園のエリアがある。また、桜ヶ丘児童館からも同じよ

うに円の中にあるというようなこと。また、一ノ宮児童館、東寺方児童館か

ら若干ちょっと外れるが、１キロを少し外れたところにあるという位置関

係である。この１キロという距離については、大体徒歩で１０分から１５分、

お子さんだともう少しかかるかもしれないというような位置にある。 

 また、この関戸地域以外のところに目を向けてみると、ほかの地域では、

これより遠くから児童館に通われるエリアもあるというのが、今の現状で

ある。 

 また、児童館については、ご承知のとおり、現在市内に１０館ある。２６市

の状況を見ると、子どもの人数からすると、大変施設の数は充実をしている

という現状である。さらに、施設を持つということは、先ほど陳情者もおっ

しゃっていたが、やはりそれなりの箱物をつくるということで、ランニング

コスト、また職員を配置するということになると、職員の人件費、あと今後、

子どもの数が確実に減っていくという中では、やはり慎重にならざるを得

ないのかという認識である。 

 ほかの自治体と比べても、施設数は非常に充実していて、これ以上施設を

つくるとなると非常に過剰になるというような今認識である。 

 それと、陳情書のある大栗橋公園のことについて触れられているが、土地
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の取得の経緯について若干申し上げたい。 

 こちらの大栗橋公園については、今年の２月であるが、大栗橋公園内、そ

れと隣接する生産緑地、この買取りの申出があった。そうしたことから、市

の中で、大栗橋公園の今後のあり方を含めて、本件土地の取得を検討したと

いう経緯がある。本市において、７月の庁内の経営会議において、こちらを

取得していくというような決定をしたが、そのときの考え方としては、大栗

橋公園では地域の盆踊りなどが毎年開催されているということで、地域の

コミュニティの醸成の場として活用されており、そうした機能を維持、向上

していくため、公園用地から必要との判断ということで取得をしていくと

いう方向性を確認している。したがって、市としては、公共施設を建設する

というための用地の取得ではなく、そうすると取得の目的が違ってくると

いう認識である。 

 また、拡張後の公園のあり方について、今年の８月、それと９月、地域と

の意見交換会を環境部が実施している。広場機能を拡張し多様な使い方を

可能とする広場をメインとした公園づくり、また、防災機能を備えた公園づ

くりへの意見が多くあったということであって、その方向で進めていくと

いうことで、今、所管部署では考えている。 

 それと、本件公園の今後の手続の流れであるが、令和２年１２月から、今

月から大栗橋公園拡張に係る都市計画変更のための手続に入る。具体的に

は、都市計画審議会、また協議会に説明等をしていくということ。また、そ

の後、都市計画原案の縦覧説明会などを経て、都市計画審議会で審議され、

都市計画決定後、東京都へ事業認可の申請を行うということで、事業認可取

得後土地を購入するというようなスケジュール感で進めている。 

 それともう一つ考えなければいけないのが、公共施設の見直し方針と行

動プログラムとの関係である。現在、子ども青少年部で持っている計画の中

では、新たな児童館の建設予定というのはない。また、行動プログラムの中

では、施設総量、それと経費の縮減を目指している。具体的な取り組みとし

ては、施設の集約化、それと重複する施設の統廃合など、機能を集約し、効

率的な施設管理運営を実施していくということ。また、稼働率の低い施設の

統廃合、それと施設管理運営に関わる職員の削減などを掲げているという
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状況である。こうした考えに基づいており、議会の皆さんとも共有している

ものと考えている。したがって、新たな施設をつくるということは非常に重

いことと認識をしている。 

 繰り返しになるが、児童館は市職員を置く直営を基本としている。現在

１０施設あるが、１施設当たり正規職員を４名ほど、また非常勤職員を３名

ほど配置している。職員数をふやすことにもつながる。人件費総体を削減し

ていく方向性とは逆の方向にいくのかという認識である。 

 したがって、現在、計画等にはないということであって、所管部としては、

児童館をつくる予定は今のところない。 

いいじま委員長 これをもって説明を終わる。 

 これより質疑に入る。質疑はあるか。 

本間委員    これ、児童館の配置図というのがあるが、児童館ごとの子どもの数、ま

た、将来、今後の子どもの数の予想というのは、数字としては出ているのか。 

植田児童青少年課長 児童館ごとの人数ということは、そういったものはないが、基本的

に児童館では、年度の利用者数というのをカウントして報告をしている。そ

ういった中では、１０館あって、全体では合計で約２５万人、令和元年度の

利用がある。 

 多いところでは、元年度の状況で、一ノ宮児童館が、合計で４万人の延べ

の利用がある。少ないところでも、例えば豊ヶ丘児童館で１万５,０００人

ぐらいの利用がある状況になっている。特別、推計ということで、将来的に

どれぐらいの人数が来るかというところまでは把握はしていない状況であ

る。 

本間委員    今の利用人数というのはもちろん大切だと思うが、その地域にどのぐら

いのお子さんがいるのかというのも、やはり判断の材料になるのかと思う

が、またその辺は調査してもらえば数字は出るものか。 

本多子ども青少年部長 我々も、保育園とか学童クラブとある中で、今後の児童の推計、子

どもの推計というのは出していかなければいけないということで、ここで

令和２年度から新しい計画、子ども・子育ての計画をつくった中で、やはり

ある程度大枠の児童数というのは把握しているが、エリアごとに詳細とい

うのは、もう少し研究しなければいけないかとは思っている。 
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本間委員    あと、児童館でなくても、子どもの安心して遊べる場所ということを先

ほどお聞きしたが、その世代間交流館みたいなものが可能なのかどうか。所

管が違ってくるのかというのもあるが、何か考えられることというのはあ

るのか。もしお答えいただければ。 

植田児童青少年課長 世代間交流というようなところでは、現状の児童館でも、例えば複

合施設になっていたりというようなところもあるので、世代間交流の事業

を行って、様々な年代の方と交流をしている事業は行っている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

しらた委員   この児童館配置地図だが、この大栗橋公園に、例えばここの近くにお住

まいの方は、桜ヶ丘児童館か一ノ宮か連光寺ということか。児童館を利用す

るとすれば。そうなると、桜ヶ丘児童会に行くのにも上り坂、一ノ宮に行く

にしても大変交通量の多いところ、連光寺行くとしても鎌倉街道を渡ると

か、大変この交通が、先ほど部長の１０分から１５分ぐらいという、もっと

かかるのではないのかとは思うが、私も子どもの頃、和田から行く選択肢は

一ノ宮児童館しかなかった。一ノ宮児童館まで行く、もう帰り真っ暗であ

る。踏切を渡らなくてはいけない、川崎街道を渡らなくてはいけない。すご

い遠いというイメージがあるが、その辺、市の考え方としては、ここら辺の

お子さんたちはどう安全を確保していかれるのか、またどのくらいの時間

帯を安全と見ているのか。そういう、ここにあったらいいなという市民の方

に対してどう考えているのかということをお聞きしたいと思う。 

植田児童青少年課長 もちろん、いろいろ居住の地域の方々いらっしゃると思うので、近

くにあるというのは便利だと思っている。ただ、やはり、そういった中でも、

ある程度多摩市の全域を見たときに、１０館というような館がある中では、

ここの場所においても、例えばここの場所というのは基本的には多摩第一

小学校の学区域になるので、多摩第一小学校の子どもたちがどこに行くの

かというところでいくと、基本的には一ノ宮児童館等に行っていただいた

り、あるいはお住まいの地域によっては桜ヶ丘児童館、そして、この絵にも

あるように、もちろん委員のおっしゃるとおり、坂があったりとかというと

ころがあるが、連光寺児童館に遊びに行ったりというようなところは、現在

でもなくはないと思っている。 
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しらた委員   現在では、今課長がおっしゃった３館を利用されているということで、

今後、お子さんがふえたりして、これはまだ調べてみないとわからないとい

うことだが、桜ヶ丘団地の１丁目、坂を下った関戸に近いほう、これから桜

ヶ丘団地の家を建てるにしても、少し小さくしてたくさん建つようになっ

ている。この先を長い目で見ると、桜ヶ丘団地の方々も人口がふえるのか

と、お子さんがふえるのかという思いがあるが、そのようなことを見ると、

１０館あるからということではなくて、数ではなくて、どこが一番利用しや

すいのかと。これから高齢化がどんどん進んで、児童館の利用率が少ないと

ころはほかのところに替えられるのかと。そのようなことも考えたら、ここ

にふやしたとしてもほかを減らすとか、そういう考え方はないのかと思う

が、いかがか。 

本多子ども青少年部長 利用の多い少ないということで、少ないところは淘汰していくの

かというようなことは、今のところ具体的には持ってない。ただ、今後、少

子高齢化が進んでいく中で、今、使われている児童館の機能というのをど

う、２０年後、３０年後に向けて維持していくのか、また新しい児童館の使

われ方というのはどのようなものなのかということは考えていかなければ

いけないということは認識している。 

 そうしたときに、箱物として児童館というような館が必要なのか、それと

も児童館の中で行われているような事業、ソフト的なものが必要なのかと

いうことを、今後検討していかなければいけないという認識でいる。エリア

的にどう配置が必要なのかというようなこと、また、アクセス的なものと

か、そういったものも含めて考えていかなければいけないが、やはり先ほど

陳情者がおっしゃったように、子どもの居場所をどう考えていかなければ

いけないのか、そこの居場所でどういうことを行っていくのかということ

を総合的に考えていかなければいけないという、現在の認識である。 

しらた委員   総合的にこれからを考えていっていただきたいと思うので、考えていく

ためにも、やはり子どもの推移とか、高齢化率を含めてどこが高くなるかと

か、そういうこともきちんとデータで出していくことが必要かと思うので、

その辺検討をお願いしたいと思う。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 
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大くま委員   陳情の中では、以前から要望が上がっていたということも言われている

が、この点について市はどのように受け止めているのかを確認したいと。 

植田児童青少年課長 児童館を所管する立場の者として、基本的にはこの関戸地域に、公

的に児童館を設置してほしいという要望は、これまで受けたということは

ない。 

大くま委員   公的に要望を受けたということはないというのは、こういった陳情とい

うような形とか、そういった形での要望ではなくて、懇談とかそういった中

であるといいというお話は受けているということなのか。 

植田児童青少年課長 日常的に業務をしている中でも、そういったお声が入ったりとか問

い合わせが入ったりというようなところもないと認識している。 

大くま委員   陳情も上がって、今こういった説明をいただいている中では、市の受け

止め方が軽いのかと私は思う。やはり近隣に子どもが安心していられる居

場所が欲しい、また０歳から、もっと言えば妊娠期から１８歳までを対象と

するような施設の中で、やはり今おっしゃられたが、高低差であるとか交通

量の多い道路であるとかというのは、検討して配置の中には一定配慮が必

要かというのは思う。 

 人口の推移についても、これからということだが、まず、高低差について

は、交通不便地域の検討の際に高低差の表なども、市としては調査をしてい

るはずなので、そういったものを生かしながら確認をしていただくことが

必要かと思っている。 

 あと、人口の推移についても、この地域、近隣には保育園などもふえてい

て、そういったことで言えば、子どもの人口自体がどうなるのかということ

とともに、親が共働きの世代の子どもたちがふえていくのかどうかという

ことも考えていかなければ、居場所を考えるときには、そういう考え方も必

要だと思う。そういったところも汲みながら検討することが必要だと思う

が、今後またそういった推移も見なければいけないという答弁も先ほどあ

ったので、それをしっかりとやってほしいということを申し上げて終わる。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

岩崎委員    出していただいたので、経緯として１つお聞きしたいのは、諏訪と永山

は結構近くにあるが、できたときは、人口が多かったのでつくったという経
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緯なのか、そこだけお聞きする。 

植田児童青少年課長 諏訪と永山の児童館では、できた当時の話だが、コミュニティエリ

アというようなところで児童館の配置場所を考えたという経緯があって、

諏訪地域のエリアと永山地域のエリア、確かに地図だけ見ると近くにある

と見えるが、そういったエリアごとに１館という構想の中でできたと認識

している。 

岩崎委員    そういうこともあると、必ず同じような、等間隔でつくったということ

でもないのかと思うところだが、今の時代になってきて、公共施設の見直し

もしなければいけないというミッションもある中で、どんどんつくること

ができないというのもある意味理解できるが、前の議論の中で、プレイパー

クという考え方もあったかというのをお伝えしたことが議場であったかと

思うが、多摩市は公園が結構あるが、こういうニュータウン地域と違って、

こちらのほうは、遊べる公園というのは少ないと認識しているのか、ちょこ

ちょこあるという感じで認識しているのかをお聞きしたい。 

長谷川公園緑地課長 公園の利用のところに関するお話なので、私のほうからお答えさせ

ていただく。ニュータウン、既存含めて、自由に使える公園はあるのかと思

っている。そうした中で、お話あったプレイパークについては、大谷戸公園

のほうで、国士舘大学さんと連携しながら、教育委員会が主体だが、やって

いただいているというところもある。そうした、主には使い手の方々と連携

しながら、いろいろな使い方はいろいろな公園で展開していけるのかと考

えている。 

岩崎委員    あともう一つ、多摩第一小学校に通っていらっしゃるお子さんが、遊ぶ

ために、１回家に帰らないといけないというのが児童館のスタイルかと思

うが、そうやって一緒に一度帰った後遊ぶところとして、児童館だったらど

こが多いということと、あと公園だったら幾つかあるのかというのをお聞

きする。 

植田児童青少年課長 まず、児童館というところでは、今、各児童館のほうに確認したとこ

ろ、多摩第一小学校の子どもたちは一ノ宮児童館を使っていることが多い

と認識している。 

長谷川公園緑地課長 多摩第一小学校の生徒さんが帰宅後どこの公園を使われるかという
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ところでは、正確な数等は把握していないが、多摩第一小学校の周り、例え

ばせいせき公園とか、あるいは九頭竜公園とか、いろいろ公園があるので、

近隣の公園で遊んでいただいているのかという認識をしている。 

岩崎委員    放課後子ども教室みたいな、学校を使ってやっているというのもあると

思うが、週何回ぐらい今はやっているのか。 

植田児童青少年課長 多摩第一小学校の放課後子ども教室ということでは、現在はコロナ

の関係で中止しているが、例年、通常であれば月に１回程度の実施というこ

とで今させていただいている。 

岩崎委員    今、ずっと遊びのことを大人が考えてきているが、子どもたち自身は、も

しかしたら児童館がどうしてもここにあったほうがいいと思っているのか、

あるいは、大人と同じ気持ちかどうかわからないと思うが、小学生１年生と

か３、４年生に聞くのは難しいかもしれないが、中学生ぐらいの方に、小学

校のときに一緒だったお子さんたちが遊びたかった場所、こういうところ

に児童館があったほうがよかったとか、あるいはこういうところで遊びた

かったというような調査をしたことがあるか、あるいは調査していただけ

るのかお聞きする。 

植田児童青少年課長 これまでに、今委員がおっしゃったような調査をしたということは

ない。これから、もしそういった調査をするということになると、学校との

関係もあるし、あるいは我々の所管だけでそういったことが可能なのかど

うなのかというところを確認した上で、検討が必要になるかと思う。 

岩崎委員    確かに、こちらの今の陳情が、これから今すぐにこれだけいろいろ考え

なければいけないことがあるのかと思うと、これですぐに採択とか不採択

とかしていいのかというところはすごく迷うところだが、もう少し私たち

も考える時間がいただけたほうがいいかと思う。 

いいじま委員長 今もう少し考えたいというお話があったが、ほかに質疑があればお聞き

しておきたいと思う。 

山崎委員    私も、今までの質疑を聞いていて、やはりもう少し審査に時間をかけた

ほうがよいのではないかと思って、岩崎委員と同じように継続審査を提案

したいと思う。 

 今、多摩市は全体的に少子高齢化の流れの中で、また新しい児童館をつ
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くるということは，もう少し慎重に進めるべきではないかと考える。 

 また、児童館をつくるとなると費用もそれなりにかかるので、もう少し時

間をかけて慎重に審査を行って、審査を行うに当たって、まず今後のこの地

域の新築マンションの予定、それによって、そのエリアの子どもの増減予

測、あとまた児童館を新しく建てる場合の費用、その辺りを市のほうで調査

していただいて、その結果を見て再度審査したほうがよろしいのではない

かと思って、今回は継続審査を提案したいと思う。 

いいじま委員長 暫時休憩する。 

                  午前１０時３６分 休憩 

                ─────────────── 

                  午前１０時３６分 再開 

いいじま委員長 会議を再開する。 

 ほかに質疑はないか。 

大くま委員   先ほどソフト的な対応も今後検討が必要かということは答弁もあったが、

今、児童館では出前でやっているような事業があると思うが、私思うに、大

体出前する先というのは公共施設なのかと思っている。この地域で例えば

出前児童館、今やっているのかということと、やるとしたらどういった施設

に、今後の検討も含めて、あり得るのかということを確認しておきたいと思

う。 

植田児童青少年課長 先ほど委員の質問の中で、多摩第一小学校の子どもたちの多くは一

ノ宮児童館を利用しているということでお話しした。一ノ宮児童館の移動

児童館ということでは、くるまぼり公園で実施をしている。ほかにも、館で

はなくて、そういった屋外の公園を利用して移動児童館を実施して、児童館

が近くにない子どもたちも、そういったところで遊べるような工夫を、他の

児童館、１０館全てで行っている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

しらた委員   先ほど人件費と予算のことだったが、どのくらいの予算かけられるのか

と、今どういう状況だと難しいのかと、建物に関してはどの程度の、今まで

と同じようなものは幾らかかってきたかということも教えていただきたい

と思う。 
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 それと、今、鎌倉街道や川崎街道とか、そういうところを横断しているお

子さんたちがどのぐらいいるのかということも、人数的なこと、今後調査の

中でも調べていただきたいかと思う。 

本多子ども青少年部長 まず、横断歩道を渡られるお子さんが何人いるのかということは、

私どもまだ十分把握できないので、ここは調べたいと思う。 

 また、児童館の建設費であるが、これまで１０館建設した資料が今手元に

あるが、例えば直近のところで、一番新しいのが唐木田児童館である。ここ

は複合施設ということなので、面積案分とかしなければいけないが、全体で

９億２,８００万円かかっている。このうち、児童館の部分というのは、全

体が２,６００平米だが、児童館部分が約８００平米ということで、単純に

面積案分すると２億８,０００万円ほどということになる。これ以外にも、

人件費とかランニングコストがかかってくる。 

植田児童青少年課長 人件費では、多摩市の施設白書のほうにも載せていて、例えば近く

の一ノ宮児童館でいうと、平成３０年度が、人件費として約４,７００万円

程度かかっている状況である。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

 では、ここで暫時休憩する。 

                  午前１０時４０分 休憩 

                ─────────────── 

                  午前１０時５２分 再開 

いいじま委員長 休憩前に引き続き会議を開く。 

 ただいま資料要求があった。①関戸地域の現在の児童数及び今後の児童

数の予測。②児童館に通っている児童の中で、鎌倉街道、川崎街道を渡って

いる児童がどのぐらいいるのか。③児童館の建設費及びランニングコスト、

人件費について。以上３点の資料を要求したいと思う。これにご異議ある

か。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 ご質疑なしと認める。 

 暫時休憩する。 

                  午前１０時５３分 休憩 
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                ─────────────── 

                  午前１０時５４分 再開 

いいじま委員長 休憩前に引き続き会議を開く。 

 資料については、１月末までに提出をお願いしたいと思う。 

 暫時休憩する。 

                  午前１０時５４分 休憩 

                ─────────────── 

                  午前１０時５５分 再開 

いいじま委員長 休憩前に引き続き会議を開く。 

 お諮りする。本件については、先ほど述べたような３件の資料要求の上、

継続審査としたいと思う。これにご異議あるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 ご質疑なしと認める。よって、本件は継続審査とする。 

 日程第２、第１２６号議案 多摩市立複合文化施設の指定管理者の指定

についてを議題とする。 

 これより市側の説明を求める。 

須田くらしと文化部長 ただいま議題となっている第１２６号議案については、令和３年

１２月、ちょうど１年後からの、多摩市立複合文化施設、パルテノン多摩に

ついて、指定管理者による管理運営を行うために、地方自治法第２４４条の

３第６項の規定により、パルテノン多摩共同事業体を指定管理者に指定す

るために提案するものである。 

 パルテノン多摩は現在、来年１２月中旬までの工期で大規模改修を進め

ているところだが、改修後の再開館に際しては、円滑かつ安定的に指定管理

業務を遂行できる必要があることから、これまでも議会にご説明をさせて

いただいてきたとおり、昭和６２年の開館以来、施設の管理運営を担ってき

た公益財団法人多摩市文化振興財団を代表団体とし、パルテノン多摩と同

種同規模の施設において一定の実績を有する民間事業者３者で構成をされ

たパルテノン多摩共同事業体を公募によらない形で選定した。 

 本件指定に当たっては、多摩市立複合文化施設等指定管理者候補者選定

委員会において、多摩市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条
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例第４条の基準に照らし審査をされ、その結果を踏まえて、同共同事業体を

指定管理者候補者として選定した。 

 なお、指定の期間は令和３年１２月１４日から令和９年３月３１日まで

である。 

 詳細については、宮﨑文化施策担当課長から説明をする。 

宮﨑文化施策担当課長 それでは、詳細についてご説明する。 

 まず、多摩市立複合文化施設の指定管理者の指定について、経過から説明

させていただく。 

 平成３１年１月の子ども教育常任委員会の勉強会で、パルテノン多摩の

リニューアル後の管理は、多摩市立文化振興財団と民間事業者の共同事業

体で担うものとした基本的な考え方を報告している。 

 これを前提として、まず、案件２、多摩市立複合文化施設の指定管理者の

指定についての資料１ページ目をご覧いただきたい。 

 パルテノン多摩共同事業体を特命団体として、本年９月１６日に、多摩市

立複合文化施設等指定管理者選定委員会を開催し審査を行ったところであ

る。市としては、９月２８日に報告書を受理し、翌２９日に指定管理候補者

として決定をした。その後、１１月３０日に仮契約の締結を行っている。こ

ちらは、これまでの経過に記載されている。 

 そして、今後についてだが、今議会で議決が得られたら、年が明けて１月

中旬に、市と共同事業体の間で基本協定を締結し、１年後の令和３年１２月

１４日から指定管理による業務が開始されることになる。 

 次に、審査の内容についてご説明させていただく。こちらは、審査結果、

報告書の２ページ目になる。全体で言うと６ページ目になっている。こちら

のほう、中段の中の総括というところをご覧いただきたい。 

 委員会からは、基本的な管理基準を満たしていると評価をされた。一方

で、大きく３点の指摘事項があった。 

 まず１点目、こちらは、共同事業体となった強みが十分に生かされた表現

がなかったということである。２点目が、収益性や経費節減等の方策に係る

具体的な提案が十分とは言えなかったということ、そして３点目が、目標数

値の根拠や達成に向けた具体的施策の提示が十分ではないということであ
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った。 

 今回、このような評価であった理由としては、まず、特命であるため、委

員の方には、事務局から、候補者としての適否ではなく、課題抽出や改善点

などを指摘することと説明をした。その結果、こういった評価が出てきたと

考えている。また、実際に共同事業体を組んだのが今年の４月ということ

で、コロナ禍もあり引っ越しなどもあって、提案書を作成する時間的な制約

があったところも、こういった評価になった理由と考えている。 

 市としても、指定管理候補者として決定した後、この委員会の評価を受け

て、共同事業体に対して、実現に向けた、より具体的なものを求めている。 

 そこで、共同事業体からは、今後３０年間継続して利用できる施設を実現

するためにとした追加の資料を、１１月２０日付で提出していただいてい

る。 

 資料２、１８ページ目をご覧いただきたい。 

 こちらでは、中段のところ、２と記してあって、財団単独から共同事業体

へとして、構成団体のそれぞれの強みに加えて、共同事業体として、組織と

組織が融合し掛け合わされた際のさらなる強みについても言及している。

例えば中段のところに吹き出しがあって、右側の上側の吹き出しだが、フラ

ットステージとＪＴＢコミュニケーションデザインの掛け合わせというこ

とで、フラットステージが大規模改修後のパルテノン多摩ならではの舞台

演出事例や特性をＪＴＢコミュニケーションデザインと共有する。そして

ＪＴＢコミュニケーションデザインがわかりやすくターゲットに向けた広

報、営業を行うことで、従来の利用者層を呼び戻すだけでなく、未利用者層

にも働きかけて獲得していくような取り組みが、こういった共同事業体を

組むことでできていくという例示を示させていただいている。 

 次のページ、全体の１９ページ、そちらのほうをご覧いただきたい。 

 こちらが、今後３０年間継続して利用できる施設になるための具体的な

提案をいただいている。こちらでは、組織体制面、営業・広報方面、事業面、

施設運営面の具体的な提案がなされている。例えば、営業・広報面、２つ目

のところ、こちらでは、例えば自主財源を高めるための広報収入や補助金の

獲得、そして貸館営業チーム設置による貸館営業の強化、またコミュニティ
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センターや商店街とのネットワークの構築などが挙げられている。 

 また、その下の事業面のところでは、例えばだが、地域と関係性を強める

取り組みとして、多摩センターにある民間企業の持つミュージアムやショ

ールームを巡るツアーの事業の実施であるとか、ＪＴＢコミュニケーショ

ンデザインのノウハウを活用し、伝統芸能や２.５次元ミュージカルなど、

これまで行っていなかった事業を幅広く実施する。また、多くの人が聞きな

れているポピュラーソングをベースに、クラシック音楽につなげていくよ

うな工夫をしたコンサートを行うことで、新たなクラシックファンを創造

していくといったこと。また、一番下の施設運営面では、若者世代が自由に

ダンスや音楽を楽しめるスペースを設置すると。 

 このようなことで、今いろいろ申し上げたのは例示として掲載されてい

るが、このような具体的な内容に取り組んでいくという共同事業体の意思

が記載されている提案書となっている。 

 この資料は、市と共同事業体でやり取りをしながら、共同事業体が作成し

たものとなっている。この追加でいただいた提案については、選定委員会の

委員の皆様にも配付をして、好印象の評価をいただいている。 

 説明は以上となる。 

いいじま委員長 これをもって説明を終わる。 

 これより質疑に入る。質疑はあるか。 

岩崎委員    １つ、この間、先日、多摩市オンライン文化祭というのがあったが、そう

いうときは、事業体の方たちは、連携というか、あるいは市のほうから何か

アクセスしたりしたのか。 

宮﨑文化施策担当課長 オンライン文化祭での関わりということであるが、こちらのほう

では、市内の小学校が、吹奏楽をやるというところで、そういうところのプ

ロデュースというかお手伝いをしたりしている。 

 こちらのほうは、休館中業務委託という中の事業の１つということであ

る。 

岩崎委員    この事業体の方たちに多摩市を知っていただくいい機会でもあったのか

と思うところだが、いろいろ多摩市を知っていただけるような機会だった

のではないかと思うが、この報告書を見せていただいたが、それぞれの課題
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として、やはり今ある財団と民間の共同体なんだと思うが、民間の方をもう

少し生かしてほしいというのが多く書かれていたかと思うところで、要す

るに、市がコーチングになるのかわからないが、財団と、新しく民間の事業

者を自由にやっていいと言っていくということが重要なのではないかと感

じたが、今後そういうところの視点というのは、どうやって伝えていくのか

をお聞きしたいと思う。 

宮﨑文化施策担当課長 今の質問だが、共同事業体の中の民間事業者、うまくそれが生き

るような取り組みというようなご質問であったかと思うが、こちらのほう

は、先ほどの１つ例示で申し上げたところだが、全体の１８ページのとこ

ろ、別紙２というところに、それぞれの事業者の強みが書いてある。それに

プラスして、共同事業体の中の構成員が掛け合わせることで、より強みが出

てくると、化学変化が起きるような、そういったことが例示として出てきて

いる。 

 先ほど１つ例示を申し上げたが、それ以外に、例えば野村不動産パートナ

ーズと財団が掛け合わせることによって、例えば財団が持つ小中学校、大学

との地域のネットワークと、不動産グループとして培ったまちづくりの視

点をつなげた産学連携によるワークショップを行うような、またシビック

プライドの醸成とつながるようなまちづくりを進める、にぎわい創出にで

きると。そういったものを目指していくというようなこともいろいろ考え

られると考えている。 

岩崎委員    もちろん、今おっしゃったようなことをやっていかれるんだろうと思う

が、やはり財団がどうしても、今まで３０年間ずっとつくってきているの

で、なかなか民間の方が、思ったとしても、あるいはやっていこうとしたと

しても、言いにくいということがないのかを懸念している。なので、この報

告書の中で、民間企業のノウハウの活用を取り入れていただきたいとか、ち

ょこちょこっとそのようなニュアンスのことが出ているんだろうと思うが、

その辺は、どんどん民間の方も対等だみたいに市が言っていかないといけ

ないのではないかと思うが、そういうことができる立場に市はあるのか。 

宮﨑文化施策担当課長 おっしゃっているところについては、確かに３０年間、財団のほ

うで運営してきた中で、そこに民間事業者３社が加わったというところの
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中では、おっしゃるところもあるかと思う。ただ、先ほども説明したとおり、

４月にまだ組んだばかりの共同事業体ということなので、これからやって

いく中でこなれていくところもあると思う。また、これまでの関係性という

ところで、財団については市の外郭団体というところで、財団に対しては理

事という形でも市のほうから行っているし、意見を言ったり指導する機会

がある。 

 ただ、あまり指定管理者の中のところまで踏み込むというところは、一定

の距離感も必要かと考えている。 

岩崎委員    そうなると、結論として、市は、一旦お願いしてしまった以上、なかなか

伝えられないかと感じるが、やはり公園もこれからＰＦＩとなっていくと

ころでは、やはりあそこの場所、もちろん利益も出さなければいけないとい

うことは重要だが、それだけではない意味で、民間がいろいろなノウハウと

かアイデアをお持ちなのを、財団の発言のみに左右されるようにならない

でいただきたいと強く思っている。 

 そこのところを、市はこれからどのように考えていくのかというのは、も

う一度お聞きする。 

宮﨑文化施策担当課長 先ほどの答弁の中で、全く言わないと言っているわけではない。

それと、共同事業体同士の関係をフラットに保つための工夫ということで、

共同事業体のほうから伺っているところの中では、運営協議会というもの

を共同事業体の意思決定機関として構築していくと。そして、各社代表者が

出席参画する組織として、合議制の形で共同事業体として物事の決定をし

ていくと、そういった組織をつくっていくという話も伺っているので、そう

いったところに期待していきたいと考えている。 

須田くらしと文化部長 ご質問者からのご指摘については、やはり民間と組んで一緒にや

ろうという新たな試みをやるわけだから、これまでのいろいろなやり方に

あまりこだわり過ぎずに、いろいろな発想の元で、よりよいパルテノンにつ

なげていく必要があるのではないか、そういったご指摘だと受け止めてい

る。それは、私も全くそのとおりだと思っている。やはり民間事業者が一緒

にやるという中で、民間の発想も含めた、いろいろな発想あるいはノウハ

ウ、そういうものが生かされやすいような環境、あるいはそういう関係づく
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りというようなことというのは、共同事業体を組むからには、やはり非常に

大切だと思う。 

 いずれにしても、よりよいパルテノン多摩の運営につながるためにはど

うしたらいいのかというのは、これは共同事業体も市も同じ目線で、同じ目

線というのか、同じ方向を目指すということになるので、そういう観点で、

市としても一定の関わりを持ちながら対応していきたいと思っている。 

岩崎委員    市が、特別委員会のところからずっとやってきたところで今ここまで来

ているわけだが、評価のところでも、創造や発信、鑑賞型から、市民協働、

社会包摂、まちづくりということも掲げてらっしゃる委員の方の意見もあ

ったので、市はやはり、税金も使っていくわけだから、どちらかというと財

団の方には今までやり取りしてきたかもしれないが、民間の方との関係性

というのは、やはり今両方が探っている状態だと思う。ぜひ、民間の方のい

ろいろな知見というかノウハウとか、多分相当持ってらっしゃる方が、この

共同体３社いらっしゃると思うので、あまりにも私たちが知らないことを

していらっしゃるが、これは言っていいのかと思っていらっしゃることも

あるのではないかと思うので、ぜひ平場になっていただいてやっていただ

きたいということは、これから長い年月の間、常にお願いしたいというとこ

ろで、よろしくお願いする。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

本間委員    ２つお伺いする。まず、今の件だが、共同事業体が今年４月にできて、選

定委員会の結果が出て、それを受けてという今のご説明だが、やっと具体的

なものが少し出てきてというところだが、今後、継続的にそういった、４社

がしっかりと話し合う場というのが定期的に行われるのかどうか伺う。 

宮﨑文化施策担当課長 その４社がというところで、話し合いがというところだが、今事

務所自体が一緒の中に入っているので、当然のことながら、ほぼ毎日のよう

にいろいろやっている。 

 先ほど岩崎委員のところで、私が言い忘れたところがあるが、指定管理と

しては、あまり独立しているので口出しはしづらいところがあるが、一方で

は今、休館中の業務委託というところで、共同事業体に対して委託先という

位置づけがある。その中では、市とかなり密にいろいろな形でやり取りをし
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ていて、財団ではなくて、例えば、直接ＪＴＢコミュニケーションデザイン

といろいろ調整をしたり、フラットステージといろいろ調整をしたりと、そ

ういったところもあるし、また、例えば工事の中でいろいろなものを決めて

いく、指標を決めていくというところの中では、フラットステージと、野村

不動産パートナーズだったりＪＴＢコミュニケーションデザインが入って

市の職員も入って、その中でいろいろ調整を進めていくことがある。 

 なので、日々、そういった関係性を、市の職員もそうであるし、共同事業

体の中でもそうであるし、コミュニケーションが深まっていくというとこ

ろの中で、どんどん、そういった関係性がよくなっていくというような形に

なっている。 

いいじま委員長 ほかに。 

本間委員    もう１点だが、４階の子育てエリアと指定管理者との関係についてお伺

いする。 

宮﨑文化施策担当課長 ４階の子どもエリア、子どもスペースというところであるが、指

定管理者と市との関わりということだが、指定管理者は、施設の管理のみ

で、運営については市が直営ということを、議会のほうからもお話があった

ところなので、子ども家庭支援センターから委託ということで、昨年の

１２月の子ども教育常任委員会でもお知らせしていると思うが、特定非営

利法人シーズネットワークと委託契約を結んでいて、委託期間は令和元年

の１１月１日から令和６年３月３１日までという形になっている。 

 なので、指定管理者のほうとしては、施設の管理ということで、定期清掃

であるとか備品が不具合があったときとか、また警備だったり、そういった

ことを共同事業体では担うと。実際の事業をやるとか、保育、育児をやると

か一時預かりとかというところについては、子ども家庭支援センターから

の委託のシーズネットワークが担うというような役割分担となっている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

しらた委員   この選定委員会審査結果を受けてということからまず質問させていただ

きたいが、まず、財団の強み、特徴ということだが、この多摩市の文化芸術、

歴史、自然を知る専門団体でシティセールスに優れているとあるが、この専

門団体はどのような団体なのだろうか。 
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宮﨑文化施策担当課長 文化振興財団は、パルテノンがオープンしてから３２年間担って

いくというところの中で、財団の強みとしては、多摩市の文化芸術、歴史、

自然を知る専門団体という形でシティセールスにも優れていると。 

 こちらは、これまでも新聞やメディアで特徴的な事業が掲載されてきた。

元年度は新聞掲載が１４件あって、今年も、学芸員の取り組み例として、ご

存じかと思うが、絵本の「やとのいえ」の監修等をやっていて、こちらのほ

うも新聞にも取り上げられている。ほかにも財団等の慈善事業については、

多くのメディアで掲載されている。 

 市としては、専門団体として専門知識、技術を有した人材を抱え、市民、

地域から頼られる団体であると受け止めている。 

しらた委員   少しわかりにくい。シティセールスに優れているということは、自然を

知る専門団体が、具体的ななにかをするとか、そういうことではないのか。

もう少し具体的なものを何か、あるのだろうか。 

宮﨑文化施策担当課長 こちらについては、主に学芸員の取り組みのほうを言っていると

いうところで、今までいろいろな企画展等もやっていて、それ以外に、その

企画展に連動した書籍等も発行している。書籍についても、ちょうどココリ

アの４階の書店のほうでも、そういう展示等、もしくは書籍も、コーナーを

つくって販売しておるが、例えば発行書籍トータルで８２件、これまで発行

している。歴史民族では４０件、自然科学で７件、美術で１２件等、全部で

８２件ある。特徴的なところでいうと、これまでのくらしの調査団であると

いうところで、地域の行事のことであるとか、航空写真で見る多摩ニュータ

ウンであるとか、多摩ニュータウンのこれまでの歴史の、多摩市で一番、そ

ういうところに対しての知見がある組織だと私は考えている。 

 それ以外に、アニメーションと多摩とか、そういった企画展もかなりの集

客をいただいているというところでもあるので、こちらのほうは自信を持

って言っていきたいところの１つであると考えている。 

しらた委員   あとまた、このＪＴＢコミュニケーションデザインは今までどこか実績

のあるところとやられてきたのかということと、また、どのくらいの数をこ

なしてきたのかということはあるか。 

宮﨑文化施策担当課長 ＪＴＢコミュニケーションデザイン、こちらの会社については、
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ＪＴＢの関連会社ということで、全国の数々のホールの管理運営をしてい

る。全国で５０前後のホールの管理運営を行っている。 

 １,０００席以上のホールを有する文化施設として、例えば板橋区立文化

会館であるとか北とぴあ、板橋区立文化会館は１,２６３席、北とぴあは

１,３００席、中野区のもみじ山文化センター、これはなかのＺＥＲＯとい

うところ、１,２９２席と、１,０００席以上のホールを有する文化施設につ

いて、７施設の管理運営を行っている実績を持った会社と、こちらのほうで

は把握をしている。 

しらた委員   今度そうすると、野村不動産パートナーズに、今後大規模改修が終わっ

てから、ここが建物の管理をということだが、大規模改修だから、元のベー

スというものは同じだと思う。その点について何か一工夫、二工夫、ここだ

からということが何かあるのだろうか。 

宮﨑文化施策担当課長 野村不動産パートナーズについては、こちらのほうは建物管理の

ほう、清掃であるとか機械警備であるとか、そういったところを担う会社で

あると。全国で３７のホールをやっている会社であって、例えば東京だと、

台東区立浅草公会堂等、あとは小金井の市民交流センター、宮地楽器ホール

というところ、そういったところをこの辺ではやっている。 

 野村不動産パートナーズの強みであるとか工夫であるというところでは、

例えば様々な施設の管理データや法改正、履行時情報を反映した管理計画

の策定や、施設長寿命化策などを実施するであるとか、あと社内の専門部署

のバックアップ体制があるとか、遠隔的に監視するというようなところが

あると伺っている。 

しらた委員   そういう具体的なのはこれからなのかと思うが、大規模改修をするまで

約三十一、二年たったパルテノンであるので、ビルを管理するにおいてもそ

れなりにいろいろな問題点とか課題があったのかと。そういう点で、３０年

経った建物をどのように見てきたのか、野村不動産パートナーズが、こうい

う建物はこういう特徴があるとか、上に池があって、これは水漏れとかしや

すくなったのかとか、そういう指摘をされたのかどうか。今後も、あれだけ

大雨が降って、これからの気候非常事態宣言を出しているような状況の中、

大雨がいつ降るかわからない、そういうことを含めて、今回、大規模改修を
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することによって、水漏れとか完璧には直すつもりかもしれないが、やはり

弱点として上に池があるというのは、土留め兼外壁みたいなところがある

建物である。その躯体に対して、管理を今後３０年間、そこは裏側から、物

自体は改修はできないかもしれないが、その間に何か工夫をされてきて、今

回、大規模改修がされたと思うが、その辺をどのようにメンテナンスしてい

くのかという話し合いがあったかどうか。こうしていく、ああしていくでは

なくて、話し合いをしたのか、これから本当にこの３０年間、どうしたらも

つのかと、そういう野村不動産パートナーズのほうからは何か提案があっ

たのかどうかということをお聞きしたい。 

宮﨑文化施策担当課長 提案という形ではないが、これまでハリマビステムという会社が

維持管理をやっていたというところの中では、当然のことだが、これまでの

課題等、しっかりハリマビステムのほうから引き継いで、先ほども申し上げ

たとおり３７の全国の展開しているというような会社であるので、その実

績であるとか経験をしっかりそこに反映させる、そういったような取り組

みをしていただけるとは伺っている。 

しらた委員   このフラットステージだが、これは今まであった、今まで一緒にお仕事

をされてきたところか。今回も、ここの方が一番、ここと公益財団が一番パ

ルテノン多摩に詳しいのかと思うが、今度この４つだが、横並びなのか、公

益財団が一番トップにいてピラミッドになっているのか、どのような仕組

みづくりになっているのか。 

宮﨑文化施策担当課長 組織の体系ということである。そちらのほうは、基本的には横並

びの関係性である。フラットステージについては、財団のほうと休館前から

ずっとパルテノンのホールの実際のステージ管理というか、そういったと

ころをやっていた市内の企業であって、市内の公民館のほうの、例えばコン

サートであるとか舞台演劇のそういった照明等をやっている会社である。 

しらた委員   こうやって共同体ということであるが、共同事業体、議会でもいろいろ

と課題になってきた自動演奏楽器の活用方法なども、このプランに、共同企

業体の中では考えていらっしゃるのかと。具体的な企画が、プランがあれば

お示ししていただきたいのと、また、今後この事業計画に基づいて備品の購

入も行われると思う。またその内容がある程度わかっていれば教えていた
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だきたいのと、この備品の購入に当たって共同体との費用分担などはどの

ように考えていくのか。それと、この計画に対して、事業計画、来年度予算

にまたどの程度加わってくるのかなど、わかる範囲でいいので教えていた

だきたいと思う。 

宮﨑文化施策担当課長 自動演奏楽器については、これまで議会のほうでもいろいろ陳情

等出てきて、趣旨採択というような経過がある。その中で市のほうで説明し

ているのは、１つは、２階のロビーに配置するというような基本的な考え方

を示していて、そこを基本として、保存と活用を両立するようなことで考え

ていて、どちらかというと、その共同事業体がというよりも、市の考え方の

中で共同事業体にその部分についてはお伝えをして、基本的な考え方はこ

うで、今後は保管していく、そして保管と活用を両立するというようなこと

でお伝えしている。 

 備品については、休館中業務委託の中で備品の選定をしてほしいという

ことでお願いをしていて、９月末の納品物の中に備品のリストという形で

共同事業体のほうからは出てきている。そのまま全て、それを購入するとい

うわけではなくて、当然その中で市としても精査をして、また共同事業体と

もやり取りをして、もしくは財政部門と予算の見合いというところもある。

そういったところで、やり取りをしながら、まだ精査を続けているという部

分がある。まだ詳細の詰め、最終的な詰めというような形をやっているとこ

ろである。 

 中身については、大量な備品であるので、ざっくり言うと、ジャンルとい

う形で言うと、例えば安全保護具であるとか、いわゆる什器の机椅子、それ

から映像機器、演出装置、音響周辺装置、空調機器、それから計測器だった

りケーブル類、それから収納の関連、照明の機材、あとは舞台備品、あとは

モニター、音響機器、ロッカー収納、造作区画等、あれだけの大きさの施設

なので、大量に購入するような形になる予定である。 

しらた委員   そうしたものを、まだ精査中ということであるので、途中経過などをお

知らせしていただきたいということと、最後になるが、全体的に横並びの共

同事業体の方々で、最後だが、コロナに対しては、どのようなことを考えた

かというような、コロナ対策、これから大変厳しくなると思う。まだまだ。
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それに対して、事業体の皆さん方と市も含めて対策をしていく、これから市

民がここを利用するという形の中で、以前のパルテノンだと、中学校の音楽

発表会なども、せっかく多摩市に立派なものがあるのに、南大沢へ行って音

楽発表して、ご父兄の方々も、多摩市にあるものをわざわざ使えなかった

と。やはり市民の方が利用していただいて、すごいものがあるという実感も

していただくことも含めて、このコロナもあり、いろいろなこれからの対策

というか課題がまだまだ見えないものがあると思うが、そういうことを、こ

れからもまだまだ話し合っていくというか、そういう時間もあるのかとい

うことも伺いながら、よりいいものにできていくことを望んで、最後に、コ

ロナ対策と、市民の方が活用しやすいようにしていただきたいという目標

みたいなのがあるのかお聞きしたい。 

宮﨑文化施策担当課長 最初に、備品のことの途中経過というお話だったかと思う。 

 こちらのほうは、昨年の議会の中で答弁をしているというところでは、

３億円前後という形で答弁していると記憶している。その中で、精査をして

いって、大体１割ぐらいは削減するような形で今精査中である。また、その

備品を買うに当たっても、できる限り、例えば、１つは補助金の活用、造作

家具は、多摩産材を使った造作家具で補助金等を活用できればということ

をもくろんでいる。また、備品とは少しずれるかもしれないが、オリンピッ

ク・パラリンピックが終わった後に備品の払下げみたいなものもある。そう

いったものも今手を挙げて活用したいというところも考えている。 

 コロナの話だが、休館中ということで、先ほどおっしゃられた南大沢でと

いう話の中では、多摩シネマフォーラムを、この間、本来パルテノンでやる

べきところが、残念ながら府中のほうで開催したと、今回の多摩シネマフォ

ーラムはかなり有名な方もいらっしゃっていて、オンラインで配信された

りというところで、パルテノン多摩の名前がなかなか表に出なかったのは

非常に残念に私は思っている。 

 というところで、コロナの対策というところでは、一般質問の答弁でも市

長のほうから申し上げたところだが、公共ホールの感染症対策という形で

全国公立文化施設協会というところで、劇場、音楽堂等感染症基本対応チェ

ックブックという本がある。こちらを基本に、平常時、感染拡大時、感染者
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発生時のフェーズごとの対策を整理して、パルテノン多摩に対応した、チェ

ックブックをそのまま持ってくるのではなくて、それをパルテノン多摩用

に改造したものとしてマニュアルの整備の準備をしている。 

 中身だが、具体的な対策としては、平常時としては、感染症による公演の

延期、中止の場合の契約の取り決め、それから感染症の発症者が発生した場

合の連絡体制の構築など、また、感染拡大時は不特定多数が触れる場所の消

毒や３密を防ぐ施設管理対策、ほか、公演に関して、公演関係者、来館者、

貸館事業の主催者、それぞれに向けた対策を講じるなどの準備をマニュア

ルとして整備をしている。また、パルテノン多摩で感染者が発生した場合

は、従業員、公演関係者、主催者のケースに応じた対応もある。 

 こういうことでマニュアルの整備をして、感染症が、パルテノンオープン

まで１年以上あるが、まだ続いていた場合については、迅速かつ適切な対応

を取っていくというような形の準備を進められると聞いている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

大くま委員   まず、前提として、このパルテノン多摩の改修、これまで議会でもハード

面の改修についても特別委員会などをつくられて検討が進められてきた。

これまで愛されてきた市民の晴れの場として、また多くの市民を包摂する

施設として、この大規模改修を機に発展していくものだと期待をしている

し、それを実際に運営していくのは、この指定管理者だと感じている。 

 今回、選定委員会の審査結果を受けてという、出していただいて、審査委

員の方からも好評だということはひとつ安心をした。 

 そういった中で少し確認をしておきたいと思うのが、今、収益性を上げて

いくということも提案されているが、収益性というところを突き詰めてい

くと、必ずしも市民の利用とか、例えば市民の皆さんが活用していくという

こと、あと市の事業、成人式も、今休館中は違う場所で行われるが、これま

でずっとパルテノンで行われてきたような経過もあって、また様々なシン

ポジウムの場などでも利用していくというようなこともある。そういった

ものをどうやって保障していくことになるのかと。収益性も高めて、運営に

係る経費などを抑えていくこともあるし、これまで愛されてきた市の施設

としての役割というところをどのように担保していくのか、お考えを伺い
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たいと思う。 

宮﨑文化施策担当課長 収益性という部分と社会包摂的な部分、その両立ということだと

思うが、こちらについては、所管課としての考え方という形で述べさせてい

ただくが、基本的にはやはり、１つは収益性は大事にしていかないといけな

いというところ、あと効率化、しっかり期待されるようなイベント、事業を

やって、それに見合った料金を取って、そうしたことで収益性をしっかり上

げていくというところ、それで収益性を上げた部分をしっかり逆に今度社

会包摂的なところに充てていくというのが本来の形であるかと自分は思っ

ている。なので、全て税金で賄ってというところは、考え方がずれてしまう

ようなところもあるので、あれだけの立派な施設であるので、すばらしいコ

ンサートなり演劇なりをやっていけば、それなりの金を取ることはできる

と思うので、そうした中でしっかり集客をして満席にして収益を上げて、そ

れをいろいろな形で還元をしていく。社会包摂だったり、障がい者の方だっ

たり、成人式だったり、そういったところにしっかり還元していく。そうい

った循環をきちんとつくっていくことが、これからのパルテノン多摩に求

められている役割ではないかと私は考えている。 

大くま委員   効率化をしていただいて、その収益などをまさにその社会包摂に充てて

いくというのは、私たちもそれをきちんと担保して進めていただきたいと

いう立場なので、そのことは申し上げておきたい。 

 もう一つだけ確認をさせていただきたいのが、緊急時の利用、震災のとき

などには、あそこは帰宅困難者の方にパルテノン多摩に行っていただいた

ような経過もあるかと思うが、そういったところの面でも、やはり市の施設

としての役割として今後果たしていただかなければ、多摩センターの駅前

というところではなかなかほかに場所もない部分もあるので、その点は、今

どう考えているのか。 

宮﨑文化施策担当課長 緊急時、例えば震災があったときの帰宅困難者であるとかという

ところだと思うが、そういったところでは、１０年前の東日本大震災のとき

にも活用していただいたように、その後、そういった帰宅困難者が一晩過ご

せるような、そういったものを、その後、東日本大震災の後に用意していて、

そういったものも、今後も、当然のことながら対応できるような施設にして
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いく予定である。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

山崎委員    それでは、１点だけ。 

 共同事業体、この４団体が、先ほど並列の立場であるとおっしゃっていた

が、普通、民間の企業だと、社長みたいなリーダーシップを取るような人が

いて、その人がうまく運営するように、赤字にならないようにというような

リーダーシップを発揮してうまくいくようなイメージがあるが、この共同

団体には、そのようなリーダーシップを取るような立場の人はいるのか。 

宮﨑文化施策担当課長 リーダーシップを取るような人間ということだが、当然組織とし

てはフラットだが、４社の関係性はフラットだが、やはり序列がある。今の

段階では、財団の館長が一番トップと、実質的なやる現場の方のトップとい

う形になっている。その下に、ＪＴＢコミュニケーションデザインの方がナ

ンバーツーとしているという組織の形態となっている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

岩崎委員    駐車場のことをお聞きするが、このパルテノンの駐車場というのは、今

は普通にお買物したときも駐車券が出たりすると思うが、これから先、公園

の中の駐車場であると同時に、パルテノンの駐車場、そして図書館の方も使

う駐車場となっていくのではないかと思うと、駐車場を利用するのは誰が

利用してもいいんだと思うが、結局管理は今やっている野村不動産パート

ナーズになるのかわからないが、そこに属するのは変わらないのか。この駐

車場管理というのは、パルテノン事業体がするという考え方か。 

宮﨑文化施策担当課長 多摩中央公園内の駐車場の話である。 

 こちらは、昨日の生活環境常任委員会のほうでもお話しさせていただい

たところだが、駐車場の管理という部分では、パルテノン多摩共同事業体が

指定管理者として担うということであるが、そこから、これまでと同様なの

だが、休館前は財団という形だったが、そこから再委託という形で、民間の

事業者に運営をお願いし料金の徴収であるとか営業活動、周知のことにつ

いては、多摩センター地区の共同利用駐車場という形になっているので、そ

こを管理している会社のほうにお願いしているという形である。清掃だっ

たり、そういった建物自体の管理自体は、共同事業体のほうが担うという役
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割分担となっている。 

 もう１回整理すると、役割分担として共同事業体のほうは、駐車場の建物

の維持管理、それから消防及び電気設備の管理、清掃、それから警備、駐車

場の閉じたり開けたりするというところ、というところで、その再委託先の

ところでは、利用案内であるとか問い合わせ対応、利用料金の徴収業務とい

うところ、こちらのほうは多摩センター地区の共同事業者駐車場を担って

いる委託会社が請け負うというような形になっている。 

岩崎委員    そうすると、今までと建てつけは変わらないが、パルテノンの建物の一

部だという考え方で、こういう状況が生まれているのか。公園の駐車場であ

るが、建物の駐車場だと。 

宮﨑文化施策担当課長 ２つ理由があって、１つは、建物が一体的なものであるというと

ころで、そちらのほうで駐車場の、先ほど申した消防の設備のコントロール

ルするところが、中央監視室というのがパルテノン多摩の事務室の隣にあ

って、そういった関係がある。 

 それから、あと指定管理という形でいくと、地域の指定管理者というの

は、今の段階ではパルテノン多摩共同事業体しかいないというところがあ

る。その２つの理由から、駐車場の管理についてはパルテノン多摩共同事業

体が担っているという現状である。 

岩崎委員    今の状況はわかった。多摩市全体の駐車場に関して、これからいろいろ

考えていく時があるかと思ったときは、この多摩センター地域の駐車場と、

桜ヶ丘とかあるいはほかの陸上競技場とか、全く違った場所だが、駐車場に

対してどう考えていくのかというのは、これから度々出てくるのかと思っ

ている。なので、そういうときに、パルテノン多摩のこの駐車場も、何かの

ときにはそういう考え方が出てくるのではないかと思ったのでお聞きした

が、一応施設の建物の駐車場だということが制約されているというところ

で今すみ分けているというところだというのでよろしいか。 

宮﨑文化施策担当課長 今の段階では、そういった形である。ただ、将来的には設備的な部

分を、例えば別に改修をしていって、例えばこれから図書館ができたり公園

を改修したりという、いろいろ動いている状況なので、今の段階ではこれが

ベストと考えているが、今後、いろいろ出来上がったときには、また検討す
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る必要もあるかと思っている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 これをもって質疑を終了する。 

 暫時休憩する。 

                  午前１１時５７分 休憩 

                ─────────────── 

                  午前１１時５７分 再開 

いいじま委員長 休憩前に引き続き会議を再開する。 

 これより討論に入る。意見・討論はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 意見・討論なしと認める。これをもって討論を終了する。 

 これより、第１２６号議案 多摩市立複合文化施設の指定管理者の指定

についてを、挙手により採決する。本案は可決すべきものとすることに賛成

の諸君の挙手を求める。 

（賛成者挙手） 

いいじま委員長 挙手全員である。よって本案は可決すべきものと決した。 

 この際暫時休憩する。 

 ただいま、この１２６号議案において市立多摩複合文化施設の指定管理

者の指定についていろいろとご質問があって、市長部局のほうからお答え

いただいたが、本件は指定管理者の指定について、指定管理者が妥当かどう

かということについてここで議論するものであって、本来内容までここで

聞くところでは、必要があればそれは妥当かと思うが、あくまでも指定管理

者の指定についてをここで議論する場だということはわきまえて、あとの

休憩後も温水プールの指定管理者の指定についてもあるので、そのときは

その点ご留意いただいて、皆さんご質問いただけたらと思う。 

 この際暫時休憩する。再開は午後１時とする。 

                  午前１１時５８分 休憩 

                ──────────────― 

                  午後 １時００分 再開 
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いいじま委員長 休憩前に引き続き会議を開く。 

 日程第３、第１２７号議案 多摩市立温水プールの指定管理者の指定に

ついてを議題とする。 

 これより、市側の説明を求める。 

小林オリンピック・パラリンピック（兼）スポーツ振興担当部長 ただいま議題となってい

る第１２７号議案 多摩市立温水プールの指定管理者の指定について説明

する。 

 本案は、令和３年４月からの多摩市立温水プールの管理運営について、指

定管理者制度を継続するに当たり、地方自治法第２４４条の２第６項の規

定により、二幸産業・ＮＳＰグループを指定管理者に指定するため提案する

ものである。 

 多摩市立温水プールは、平成２０年度から指定管理者制度を導入し、今年

度末をもって第３期５年の指定期間が終了することから、令和３年度以降

も指定管理者制度を継続し、次期指定管理期間を令和３年度からの５年間

とすることで準備を進めてきた。 

 しかしながら、昨年２月末以降、新型コロナウイルス感染症の感染防止対

策として実施した臨時休館や利用制限、また、利用者の減少などにより、施

設の収支状況等に大きな影響が生じている。 

 このため、数年先の管理運営の方法のあり方や、利用料金収入等の予測は

非常に困難な状況となっており、今後の管理運営方法の見直し、検討が必要

なことから、今回の指定期間については、令和３年４月１日から令和４年

３月３１日までの１年間とした。 

 今回の指定管理者制度の継続に当たっては指定期間が１年であること、

新型コロナウイルス感染症対策で柔軟な対応が求められること、新たな管

理運営方法を検討する必要があることなどから、当該施設を平成２０年

４月から指定管理者として管理運営し、施設の状況や特性を熟知している

現指定管理者の二幸産業・ＮＳＰグループに特命で指定することとする。 

 この指定に当たっては、関係所管の部課長で構成する多摩市立温水プー

ル及び多摩市総合福祉センター指定管理者候補者選定審査会の意見を踏ま

え、候補者を選定した。 
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 また、当施設は、多摩市総合福祉センターと施設や設備を共有する一体施

設であり、維持管理業務などの共通業務を一元的に行っているため、効率性

及び利用者サービス向上の観点から、これまでと同様、同一の指定管理者が

管理することとした。 

 これまでの経緯等の詳細については、森合スポーツ振興課長が説明する。 

森合スポーツ振興課長 それでは説明する。議案審査に当たって資料をつけているので、

それをもとに説明する。 

 まず、１番の候補者の選定に至るこれまでの経過についてである。当初の

予定では、今年度５年間の指定管理期間満了に伴い、改めて令和３年度から

５年間の指定管理を公募により指定する予定であった。 

 しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響で、緊急事態宣言解除後

の施設再開以降、利用者が大きく減っており、それに伴って利用料も大きく

減収している状況であり、今後の収入状況も予測が立てづらいことや、ウィ

ズコロナ・アフターコロナを見据えた、新たな管理運営方法の検討が必要で

ある。 

 このことから、次期指定期間を１年間とし、新たな管理運営方法の検討・

検証期間とする。 

 また、次期指定期間が１年間という短期間であること、さらに、今後の収

支状況の予測が立てづらいことから、指定管理に向けた公募を実施したと

しても、応募していただける事業者があるかどうか非常に不透明な状況で

ある。 

 また、新たな管理運営方法の検討・検証には、現在の施設の状況、特性を

熟知している現指定管理者へ特命することが望ましいことから、現指定管

理者を特命で１年間の延長することを７月２２日に決定させていただいて

いる。 

 その後、特命団体、現指定管理者である二幸産業・ＮＳＰグループより提

案書の提出があった。 

 ９月には、その提案書をもとに、内部の指定管理者候補者選定審査会を開

催し、次期指定管理者の候補者として決定している。 

 その後、所定の手続を経て、１１月２６日に候補者と仮協定書を締結して
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いる。 

 続いて、２番の指定管理者候補者については、現指定管理者の二幸産業・

ＮＳＰグループとなる。 

 ３番、４番の特命理由及び指定期間については、これまでも説明させてい

ただいているとおり、コロナ禍の影響から、新たな管理運営方法の検討・検

証する期間として、１年間の特命延長による更新とする。 

 ５番の今後のスケジュールになる。今議会で指定管理者の指定をご承認

いただいた後、１月に本協定を締結し、４月からの運営に向けて準備をして

いきたいと考えている。 

 なお、９月の内部の審査会の結果であるが、提出された提案書をもとに管

理運営の基本方針、組織、事業サービス、コスト、地域貢献等を市が示した

管理基準を満たしているかどうかを審査し、総合評価として３段階評価で

最上位の評価となり、二幸産業・ＮＳＰグループを候補者として選定してい

る。 

 特に、高く評価されたのが、事業サービス面の提案であった。これまでの

指定管理者として、施設を管理してきた経験を踏まえた事業方針、利用者増

加策、満足度向上の提案をしているとの評価結果であった。 

 具体的には、アクアビクス、水中ウオーク、ウオーターフィットネスなど、

初心者や高齢者にも参加しやすい水中運動系の教室を施設の利用料のみで

実施している点があった。 

 また、地域貢献の点においても、団体の中には市内団体はいないものの、

委託により多くの市内事業者の活用連携が図られている点が評価されてい

る。 

 具体的には、清掃や修繕、観葉植物のレンタルなど、積極的に市内事業者

に依頼していること、また、イベントの開催チラシの各戸配布等において

も、障がい者団体に依頼している点が高く評価されている。 

 説明としては、以上となる。 

いいじま委員長 これをもって説明を終わる。 

 これより質疑に入る。質疑はないか。 

大くま委員   今回コロナ禍で状況が変わって、今後の状況を見ていくと、この１年間
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という時間を使って検討していくということになると思うが、どういった

要素、利用者数なのか感染症対策なのか、そういったことを入れて見直して

いくのかということが１点と、もう１点、今年度に関しては、想定利用者数

に届かない部分など減ってしまった部分について補填をしたという経緯も

あるが、来年度、この部分についてはどう考えているのかということ。 

森合スポーツ振興課長 まず１点目だが、今回コロナの影響で、一番どこに大きな課題が

あるかというところになるが、一番大きな影響としては、収支状況に大きく

影響を来しているというところになる。 

今年度もその影響によって、収入減の補填額を９月議会で計上させていた

だいている。来年度も、通常時の約６割の利用料と想定しているので、そう

いった利用実態やコストの負担軽減を見据えた新たな管理運営方法という

ものが、早急に検討また実施していかなければいけないのではないかと考

えているところである。 

大くま委員   そういった見直しをしていくということで、補填を行うかどうかという

ことは今どう考えているか。 

森合スポーツ振興課長 来年度の指定管理料についても、先ほど説明させていただいたと

おり、約６割という形で利用料を想定しているので、４割程度は補填額とい

う形の中で指定管理料として計上させていただいているというところであ

る。 

大くま委員   指定管理料の中にも載せてあるというわけである。コロナ禍の状況とい

うこともあり、もう１年間こういった形というのは致し方ないかなと思う

が、本当にこの温水プールを生かしていけるような形で進めていただきた

いと申し上げて終わる。 

岩崎委員    今回は不可抗力というか、コロナのせいでどうしようもなかったのかと

いうところで、こういうことが起こったということだと思うが、今度の１年

間をオープンしてから、利用料についてはどう考えているのかをお聞きす

る。 

森合スポーツ振興課長 利用料金については、今回若干だが、値上げというか新しい料金

設定にさせていただいているところがあるので、基本的に利用料金につい

ては、来年度も今年度と同じような料金設定になろうかと思う。 
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 ただ、かなり利用者が減っている、その分利用料も減っているという形に

なるので、指定管理者と連携しながら、何かより多く来ていただけるような

新たな取り組みというものも必要になってくると。そういったところで、少

しでも利用料金をふやしていけるような取り組みを今後考えていきたいと

考えている。 

岩崎委員    収入は欲しいが、たくさんは入れられないというジレンマがあるかと思

うが、収支の点では、例えば１日の時間を延ばすと、それだけやはりランニ

ングコストがかかっていくということはあるのか。 

森合スポーツ振興課長 温水プールについては、ライフセーバーというか監視員が多く張

りついているという状況があるので、その分、営業時間を長くすれば長くす

るほど人件費、あるいは光熱水費というものはもちろん費用としては大き

くなってくるというところがある。 

岩崎委員    温水プールは陳情も出たぐらい市民から愛されている施設だと認識して

いるので、今回このやり方で１年間、コロナの状況も見つつ、そして今まで

やってきてくださったこの事業者との関係を保ちつつというのは、一定の

理解をできるところだが、市としてもまたいろいろな考え方で考えていた

だくことも望んでいる。よろしくお願いする。 

しらた委員   コロナ禍において感染拡大を踏まえた新たな管理運営。その管理運営方

法の検討・検証とあるが、コロナ禍でもプールの活用ができるとか、何か具

体的な案というのは提案されているのか。 

森合スポーツ振興課長 具体的に今どういうものがあるかといったところについては、こ

れから指定管理者と連携しながら、より安全に安心に使っていただけるよ

うな取り組みについては考えていきたいと考えている。 

 ただ、来年１年間、新たな管理運営方法として、現在、本常任委員会のこ

の後の協議会にもご報告させていただきたいと思っているが、幾つか新た

な管理運営方法について今検討しているものがあるので、改めてご報告を

させていただければと考えている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。これをもって質疑を終了する。 
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 これより討論に入る。意見・討論はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 意見・討論なしと認める。これをもって討論を終了する。 

 これより第１２７号議案 多摩市立温水プールの指定管理者の指定につ

いてを挙手により採決する。 

 本案は可決すべきものとすることに賛成の諸君の挙手を求める。 

（賛成者挙手） 

いいじま委員長 挙手全員である。よって本案は可決すべきものと決した。 

 日程第４、第１３６号議案 社会福祉法人の保育所に対する補助金の交

付に関する条例の一部を改正する条例の制定についてを議題とする。 

 これより市側の説明を求める。 

本多子ども青少年部長 それでは、第１３６号議案 社会福祉法人の保育所に対する補助

金の交付に関する条例の一部を改正する条例の制定についてご説明する。 

 本件については、令和２年４月から６月にかけ、認可保育所に通う保護者

に対して、保育園への登園の自粛の要請を行った。 

 それに伴って、その期間における一時的保育事業、これは保護者が就労な

どにより、家庭での保育が一時的に困難となった場合などに利用するサー

ビスである。それと定期利用保育事業、こちらは保育所の入所が待機になっ

たお子さんが複数月保育を利用するサービスになる。それらの利用者につ

いても登園自粛の影響から、利用者が大幅に減少したという状況になった。

この事業については、各事業の利用人数の実績に応じて、市や東京都から補

助金が支給される仕組みとなっている。 

 そのため、事業者の負担が増した４月から６月の間の保育園側の負担を

軽減するための必要な条例改正を行うものである。 

 詳細については、松崎子育て支援課長のほうからご説明させていただく。 

松崎子育て支援課長 それでは、本件の説明をさせていただく。皆様の資料として、掲載

させていただいた案件４の資料をご確認いただければと思う。そちらに今

回の改正に当たって、補助金の仕組みがどういうふうになっているのかと

いうことで、イメージ図を作らせていただいているところである。 

 今回先ほど運営費の部分が、登園自粛要請に伴って４月、５月、６月減少
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しているという状況になるが、そちらを図で表させていただいた。 

 こちらの通常時はＡと示している市の補助、Ｂの都のサービス推進、Ｃの

利用料という３つで構成されているものになる。こちらが登園自粛によっ

て、自粛時のほうをご覧いただくと、それぞれ縮小したという形になる。 

 今回補填として条例の改正を目指しているところは、破線部分のＡの箇

所になる。市の補助については、前年度実績等をみなし適用させていただい

て、それに伴って補助を行っていきたいという改正の趣旨になる。 

 ４月、５月、６月、利用実態がどうであったかというところだが、５月が

一番利用が下がって、前年度対比して９割減ということで、１割の利用状況

という状況であった。４月、５月、６月平均して、約７割の利用減という形

になったところである。 

 そのため今回条例改正を行って、Ａの破線の部分のところ、前年度実績等

をみなし適用させていただいて、補助を実施させていただければというと

ころで、条例の改正を上げさせていただいているところである。 

いいじま委員長 これをもって説明を終わる。 

 これより質疑に入る。質疑はないか。 

大くま委員   それでは、幾つかお聞きする。この補助金の仕組みなのだが、今年度限

りのものになるのかどうか。 

松崎子育て支援課長 今回の条例改正については、このたびの４月から６月の登園自粛要

請期間のための部分的な適用ということで考えている。 

大くま委員   まだまだコロナが終息したとは言い切れない状況の中で、今、本当に年

末において大変な状況は続いているが、今後同様の事態が起きれば、また、

同じように条例改正をして対応するというおつもりなのか。もう一ついた

だいた資料の中では、Ａ、Ｂ、Ｃという形で、市の補助、都のサービス推進

費、利用料というのがある。 

 市の部分については、みなし適用するということが明確になっているが、

Ｂの都のサービス推進費の部分が、同じような形でみなし適用となってく

るのかどうか、今、どういった連絡があるのか。こういった形でＣの利用料

は７割減になっている。それで運営費を賄うことができるのか、それで大丈

夫かどうか、市のお考えを伺いたいと。 
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松崎子育て支援課長 まず１点目、また同様なことが起きたらというところであるが、今

回、コロナ禍に対応する緊急対応ということで、初めての登園自粛要請とい

うことをかけさせていただいた。この先、同様のことが起きてほしくないと

願うところであるが、また、同様な状況になったら、やはりそのときの利用

実態を精査した上で、同じような対応になるようなこともあるやと思って

いる。 

 あと２点目の、Ｂのサービス推進費であるが、認可保育所においては、東

京都に直接申請をして、東京都の補助を受けるという仕組みになっている

が、市の今回適用するとみなした条件を、保育所のほうが付して都に申請す

るという形になって、市の今回の対応を受けた上での東京都の補助を受け

るという形で、やや仕組みが連動するという状況になっている。 

 Ｃの利用料に関しては、施設側には非常に恐縮のところではあるが、ここ

の部分については、今回一時保育の利用に関しては、補填という考えは持っ

てないところであるが、この辺りは園長会とも協議をさせていただいてい

て、ご理解を得ているところではある。ただ、定期利用保育に関しては、本

来、月で利用契約を結んでいるというところであって、定期利用保育につい

ては、月契約という考え方において、登園自粛によって、利用者の方から利

用料を得ることができなかった部分に関しては、市のほうで補助を行うと

いう状況になっている。 

大くま委員   この仕組みとしては、利用決定など市のほうで把握している情報がなけ

れば都のほうにはわからない部分もあるということで、こういった仕組み

になっているのだということは理解するが、東京都のことなので、なかなか

言いづらいこと、わからないところがあるかもしれないが、市としてはみな

し適用するという形で、東京都にも最低限その部分は保障してもらえるよ

うな仕組みになっているのか。また、都がどういう形でそれを補填するのか

ということをお聞きしたかったということだった。 

 利用料の部分などの減収分については、園長会と協議してご理解いただ

いているということなので、その点については安心をした。 

岩崎委員    １つ確認だが、４月から６月という３か月間だと思うが、その後の減り

具合というのは大分落ち着いているということか。 
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松崎子育て支援課長 登園自粛解除後ということで、７月以降とこれまでの利用状況であ

るが、一時保育については、階段式に徐々に伸びてきているというところ

で、現在利用状況が前年度比７割分まで伸びているような状況である。定期

利用保育についても同様で、４月、５月、６月の利用料、利用状況が大きく

下がったが、現在８割まで利用状況が戻ってきているということで、今後通

常に戻ってくるのではないかと考えている。 

岩崎委員    ただ、階段式ということだと条例を改正して、またある期間が終わった

らそれは改正がなくなるというか、戻ると思うが、この３か月だけでならし

て、それでよいのかというところは、このような制度の中で６月まででなけ

ればだめだったのか、あるいは７月、８月ぐらいまでの５か月ということは

できたのかお聞きする。 

松崎子育て支援課長 今回３か月間、４月、５月、６月としたところであるが、市のほう

で登園自粛要請をかけて、行動の抑制をしたというところで、その部分は補

助していくという考えに立っている。 

 それ以降の７月以降であるが、コロナ禍において、皆様の行動がどう変わ

ってきているのか、なかなか分析が難しいところではあるが、生活様式が変

わってニーズも変わってきているという背景も踏まえると、どこまで市で

判断して補助していくのかという難しいところもあったので、まずは私ど

もが自粛要請をかけた部分は責任を持って対応していきたいというところ

で、今回３か月間とさせていただいている。 

本多子ども青少年部長 補足の説明をさせていただけたらと思う。 

 多摩市の私立保育園の園長会のほうから、１０月に要望書というのをい

ただいて、その中で今回の一時的保育事業と定期利用保育事業について、今

ご説明あったように自粛期間の登園児の数が減少したということで、その

期間におけるみなし実績で、補助金を支給というようなご要望をいただい

ているので、ある程度の園長会のご意向に沿った形に見直しをしたかとは

認識している。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。これをもって質疑を終了する。 
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 これより討論に入る。意見・討論はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 意見・討論なしと認める。これをもって討論を終了する。 

 これより第１３６号議案 社会福祉法人の保育所に対する補助金の交付

に関する条例の一部を改正する条例の制定についてを挙手により採決する。 

 本案は可決すべきものとすることに賛成の諸君の挙手を求める。 

（賛成者挙手） 

いいじま委員長 挙手全員である。よって本案は可決すべきものと決した。 

 日程第５、第１３７号議案 多摩市学童クラブ条例の一部を改正する条

例の制定についてを議題とする。 

 これより市側の説明を求める。 

本多子ども青少年部長 それでは、第１３７号議案 多摩市学童クラブ条例の一部を改正

する条例の制定についてご説明をする。 

 この学童クラブについては、児童福祉法第６条の３第２項の規定に基づ

いて、放課後児童健全育成事業として実施しているところである。 

 この事業について、令和３年度に新たに東寺方小学童クラブ第三を開所

することに伴って、多摩市学童クラブ条例の別表にある名称と、１に新た

に、この東寺方小学童クラブ第三を追加するものである。 

 説明については、以上である。 

いいじま委員長 これをもって説明を終わる。 

 これより質疑に入る。質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。これをもって質疑を終了する。 

 これより討論に入る。意見・討論はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 意見・討論なしと認める。これをもって討論を終了する。 

 これより第１３７号議案 多摩市学童クラブ条例の一部を改正する条例

の制定についてを挙手により採決する。 

 本案は可決すべきものとすることに賛成の諸君の挙手を求める。 

（賛成者挙手） 
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いいじま委員長 挙手全員である。よって本案は可決すべきものと決した。 

 この際暫時休憩する。 

                  午後 １時２９分 休憩 

                ──────────────― 

                  午後 １時３２分 再開 

いいじま委員長 休憩前に引き続き会議を開く。 

 日程第６、第１４６号議案 多摩市古民家の管理運営に関する条例の一

部を改正する条例の制定についてを議題とする。 

 これより、市側の説明を求める。なお、本件に関する案件として協議会

２０番、多摩中央公園改修整備・運営事業（Ｐ－ＰＦＩ）の公募についてが

あるので、合わせて報告をお願いしたいと思う。それでは、市側の説明をお

願いする。 

鈴木教育部長  よろしくお願いする。第１４６号議案 多摩市古民家の管理運営に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について、ご審議をお願いする。 

 古民家の管理運営は、教育委員会の直営による運営としてこれまで行っ

てきたが、多摩中央公園の改修工事に伴って、パークＰＦＩ制度と合わせて

指定管理者制度を導入するに当たり、旧富澤家住宅についても指定管理を

導入した管理を行うため、古民家の管理運営に関する条例のうち、該当部分

の条文を改正する提案をさせていただいたものである。 

 また、ただいま委員長からあった本日の協議会案件２０番、多摩中央公園

改修整備・運営事業（Ｐ－ＰＦＩ）の公募について、内容が関連しているこ

とから、まずパークＰＦＩの公募について、公園緑地課長のほうから説明を

させていただいた後、文化財担当課長より、条例の内容についてご説明申し

上げる。 

長谷川公園緑地課長 それでは、多摩中央公園のパークＰＦＩ制度の公募についてという

ところで、公園緑地課の私からご説明申し上げる。 

 それでは、資料をご覧いただければと思う。 

 パークＰＦＩ制度の導入に向けては、来年度令和３年１月の公募開始に

向けて現在準備を進めているところである。それに当たって１０月に公募

資料の案を公表して、事業者の反応等も出てきているので、まずはその辺の
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ご報告をさせていただく。 

 １番、公募資料（案）の公表の状況である。１０月１２日に案を公表させ

ていただいて、（３）に記載のとおり詳細資料の請求が８社からあり、また、

個別対話の参加が１０社からあった。 

 これを踏まえて２番のところである。事業範囲と内容（対象施設等）のと

ころである。事業者等の意見も伺う中で、新型コロナウイルス感染症の影響

や、公募参加をより一層促すために、公募条件を一部変更することとした。

それが表の記載の５項目になる。上から順に、まずは案内や窓口の業務等を

行うパークセンターを公園に設置することとする。 

 また、２段目の旧富澤家については、火気の使用等の条件が希望ある場合

は、関係の建築事務所等の関係官庁との協議を行っていただくこととする。 

 ３番目のパルテノン多摩４階、５階のカフェとレストランの部分につい

ては、任意提案を求めて、やりたいというところがあれば、こちらも含めて

やっていただくというところで思っている。 

 ４番目のグリーンライブセンターについては、当初パークＰＦＩの対象

である特定公園施設というところに含めて検討していたが、事業者の意向

もある中でなかなか難しいというところがあった。また、社会資本整備総合

交付金の国費の対象にもならないということが判明して、特定公園施設か

ら除外し、別契約とするが、同一事業者がスケールメリットを生かして実施

していくというところを進めてまいりたいと思っている。 

 最後に５点目の民間収益施設であるが、コロナの影響で、事業者のほうが

大変厳しい状況になっているということを、サウンディング調査からも伺

っていて、事業化が安定するまでの間、例えば使用料の減免等を可能にして

いく仕組みと考えていきたいと思っている。 

 次のページをお開きいただければと思う。上の図のほうは、これまでの内

容を図示したものなので省略させていただく。 

 今後のスケジュールのところである。現在１２月の段階であるが、今、選

定委員会を既に開催していて、選定基準案の検討を行っているところであ

る。こちらのほうを年内に決定して、来年年明け１月１４日に公募開始を予

定している。 
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 その後７月中旬から下旬には候補者を選定していきたいと考えている。

その後、１２月の市議会定例会で指定管理者の決定、その後、工事含めて供

用開始というスケジュールで進めていきたいと思っている。 

 説明は以上になる。 

藤田文化財担当課長 案件６、多摩市古民家の管理運営に関する条例の一部を改正する条

例の制定についてである。委員会資料の案件６、多摩市古民家の管理運営に

関する条例の一部を改正する条例の制定についてをご覧いただきたい。 

 まず、１、議案案件の内容であるが、多摩中央公園の改修とその後の管理

運営手法について、庁内内部で調査検討を行った結果、公園管理の手法とし

て、改修工事を含めた管理運営に関してパークＰＦＩ制度と呼ばれる公募

型設置管理許可制度を導入することに最適と確認され、合わせて指定管理

者を導入することとした。 

 これにより民間の持つノウハウを取り入れ、活用の自由度を拡大するこ

とで、公園の魅力向上によるにぎわい創出を図ることとなった。 

 また、これに併せて、中央公園内の富澤家住宅についても、同様に指定管

理者制度を導入して、公園と一体的な活用の可能性を図ることとして、古民

家の管理運営に関する条例のうち、旧富澤家住宅に関する部分、指定管理者

が管理運営を行うための内容を盛り込んだ改正を行うものである。 

 次に、２の主な改正点であるが、大きく４点ある。 

 （１）指定管理者の業務に関する事項、（２）指定管理者の管理に関する

事項、（３）使用料金に関する事項、（４）休館日に関する事項となっている。

それぞれの条文については、後ほど新旧対照表によりご説明申し上げる。 

 ３、旧富澤家住宅であるが、現在の管理運営については、こちらの表にお

示ししたとおりである。延べ床面積は施設候補者のところでお示ししたと

おりである。見学ができる母屋部分のほか、管理棟と入口門の合計となって

いるところである。 

 次に、４、業務内容をご覧いただきたい。管理運営主体は業務委託による

直営となっており、業務内容については、現在行っている業務はこの表の既

存業務のところにお示しした施設管理、見学者対応、展示補助、施設内部の

清掃警備や保守点検、また、団体利用や見学などへの使用許可といった業務
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となっており、指定管理者の導入後は、利用促進を目的とした野点などの茶

菓の提供や展示会などの新規業務を提案により、担っていただくことなど

を想定している。 

 次のページである。５、指定期間をご覧いただきたい。１１月１２日の勉

強会では、令和６年７月からとご報告させていただいたが、その後、図書館

本館の建設工期の見直し等により、現在は令和７年１月以降という形で、現

在調整を進めているところである。また、これに伴って、指定期間の終了時

期も現在調整を進めているところである。 

 次に、６のこれまでの経過のところをご覧いただきたい。７月２１日の庁

内会議において、指定管理者制度導入について協議を行い、８月４日に決定

した。８月２７日と９月２９日の庁内での会議では、指定管理者の公募条件

についての協議を行った。その後１１月９日に、教育委員会にて条例の改正

案について審議決定を行い、１２日の本常任委員会勉強会にてご報告させ

ていただいた。また、その後、文化財保護審議会、学びあい育ちあい審議会

で、それぞれ改正案について報告を行ってきたところである。 

 それでは、ファイルが変わるが、第４回定例会の市長提出議案の第４回多

摩市議会定例会議案の５５ページのところをご覧いただけるか。 

 今回改正する条文については、第４条、第５条第２項、第６条、第８条第

３項、第１０条、第１４条、第１５条のほか、別表２、別表３というところ

である。また、条例改正に当たり指定管理者の管理に関する事項として、第

１４条、また、利用料金の取扱いに関して、第１５条を新たに設けた。 

 それでは、本会議の市長提出議案の新旧対照表をご覧いただけるだろう

か。先ほど説明申し上げた、第１４条に関連して改正した条文は第４条のと

ころ、休館日及び開館時間。第５条第２号第２項、施設使用の手続。 

 第６条の使用できない日及び使用時間、第８条の使用料、第１０条の設備

の変更禁止及び別表２のうち旧富澤家建物の休館日のところ、また、別表

３について改正をしたところである。 

 第４条の休館日及び開館時間では、休館日と開館時間について、それぞれ

変更や臨時に休館日を設ける際には、教育委員会の承認のもと、指定管理者

が必要により設定できるようにとしたものである。 
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 第５条の施設の使用の手続は、第２項で指定管理者が施設管理をする場

合、団体利用の許可について担うことができるとしたものである。 

 第６条の使用できない日及び使用時間は、第４条と同様に指定管理者が

教育委員会の承認をもとに使用できない日及び使用時間について変更設定

ができるとするものである。 

 第１０条の施設の変更禁止は第４条と同様に指定管理者が教育委員会の

承認をもとに変更できるとするものである。 

 次に５９ページをご覧いただきたい。別表第２、旧富澤家（建物）の２の

休館日の決定について、指定管理者が教育委員会の承認を得ることを示す

とともに、次項にも引用するためここに括弧書きで入れたものである。 

 第１５条に関連して改正した条文は、第８条第３号の使用料の返還と、別

表第３を改正した。 

 第８条第３項の使用料は、第１５条第６項に合わせて追加したものであ

る。 

 別表３は、第１５条に関連してくるため、第１５条という文言を加えたも

のである。 

 説明は以上である。よろしくご審議賜るようお願い申し上げる。 

いいじま委員長 これをもって説明を終わる。 

 これより質疑に入る。質疑はないか。 

大くま委員   何点か確認をさせていただきたいと思う。 

 この旧富澤家では、これまで教育委員会の場として様々な文化事業が行

われてきた背景があるが、そういったものは今後も継続性を持って担保さ

れていくのかどうか、市の考えを伺う。 

藤田文化財担当課長 現在も教育委員会が主催する事業を行っているが、今後も引き続き

指定管理者と協議を行いながら、スケジュールをしっかり確保しながら、教

育委員会の行う事業は継続して行ってまいりたいと考えている。 

大くま委員   そういった点はきちんと担保しながら進めていただきたいということを

申し上げる。 

 あと委員長、申しわけない、今、合わせて説明いただいたその協議会の部

分の質疑もここで行うことになるのか。 
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いいじま委員長 では、協議会２０についての質問もこちらでお願いする。 

大くま委員   それでは、パークＰＦＩ関連のほうで少し質疑を交わしたいと思う。 

 今、コロナの状況でカフェやレストランという部分が任意のものに変わ

るということがあったが、一体で提案されてくればそういった形になるの

かもしれないが、もしそれが外れて提案されてきた場合は、今、そこの部分

が空いてしまうということになると思う。そこはどのように考えているの

か。 

長谷川公園緑地課長 協議会の資料のちょうどパルテノン多摩の４階カフェ、５階レスト

ラン部分のところの質問かなと思う。こちらに記載のとおり任意提案で求

めて、提案がなかった場合については、市が単独で再公募したいと考えてい

る。 

大くま委員   個別にその空いた場所、レストランやカフェの部分をやる可能性がある

ということでわかった。 

 あとこのパークＰＦＩ、所管から少し外れてくる部分もあるので簡単に

とどめるが、今いろいろなところで行われている、例え渋谷区のミヤシタパ

ークなどではショッピングモールの屋上が公園になるということがあった

と思うが、多摩市ではどういった形のものを、あれを全部建物にして屋上を

というところまではないと思うが、どのように想定しているのかお聞きし

たい。 

長谷川公園緑地課長 パークＰＦＩ制度のほうは、平成２９年度の都市公園法改正により

出てきたまだ若い制度だが、そういった意味で事例もまだ少ないような状

況であるが、ちょうど昨年度あたりから取り入れる自治体が多く出ている

ところである。 

 概して見ると収益施設、レストラン、カフェが大半で、中にはアスレチッ

ク的な遊び場でやっているようなところも、状況としては見受けられた。今

までサウンディング調査とかを行ってきた中では、やはりカフェ、レストラ

ンという想定が多かったように思う。いずれにせよ今後募集を受けた中で、

どれが一番ふさわしいかというところも含めて、審査をして決定していき

たいと思っている。 

大くま委員   もちろんこれから提案ということなので具体的なところはこれからとい
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うことだと思うが、１つ意見を申し上げておきたいと思うが、先ほどのミヤ

シタパークなどでは、一定の人をそこから排除するような動きもあって問

題にもなっている。公園という公共の広場としての役割をしっかりと担保

していかなければいけないと。パークＰＦＩにおいてはそういった公共性、

公園としての機能をどう両立させていくのかというところが課題だと私は

思っているが、その点の市の認識を確認させていただいて終わりたい。 

長谷川公園緑地課長 宮下公園の利用者を排除されているという感じで、ちょっと詳しく

事情を知らないで恐縮であるが、公園ということは公共のオープンスペー

スであるということが大前提であるので、当然そのようなことがないよう

に、しっかりと審査もしつつ、その後の指定管理に移っていくが、そこもし

っかり市と連携しながらやっていきたいと思う。 

しらた委員   指定期間なのだが、１７年と３か月ということであるが、なぜこれだけ

長いのか、何か理由があるのか。 

長谷川公園緑地課長 今回旧富澤家も含めて、パークＰＦＩ制度で実施するわけだが、こ

のパークＰＦＩ制度、簡単に言うと事業者が収益施設を建てて、そこの収益

をもって公園、旧富澤家も含めて整備するという仕組みになっている。 

 なので、収益施設を建てたらできるだけ長くそこに設置しておいてもら

って、最初の投資を回収していくことが必要であるということで、法律の制

度上は２０年間の設置管理許可を規定しているような制度である。 

 そうした中で今回、公園、旧富澤家も含めて、改修については全面閉鎖を

しないで、部分閉鎖をしながら開園できるところは一部先行して開園して

いってもらいたい。これはパルテノン多摩が先にリニューアルオープンす

る関係もあって、それ以外の公園が使えないということをなるべくしない

ようにというところで思っている。 

 そうしたところの関係性を踏まえて、今のところ１７年数か月という予

定をしているところである。 

しらた委員   収益施設を建てるということなのだが、何か新たに建てるのではなく、

今ある旧富澤家を使わないといけないのではないか。 

鈴木教育部長  旧富澤家について、例えば今回指定管理者が決まったときに、何か改築

してとかそういうことではない。１１月にもお話しさせていただいたが、今
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長谷川公園緑地課長のほうからあったが、公園施設、例えば児童等が遊ぶよ

うな遊具やベンチのリニューアル、一定程度、事業者が投資したものを回収

してもらわないと、民間は手が挙がらないので、回収期間を見込んで１７年

ということである。ちなみに今ある古民家については、基本現状の形を維持

しつつ、経年劣化等で手を加える必要があったときには、先ほど文化財担当

課長からあったように、教育委員会に協議があって、文化財の価値が維持で

きると判断すれば許可する可能性はあるが、ここで何か手を加えるという

ものでない。 

しらた委員   ということはパークＰＦＩだから、古民家だけではなくほかの施設を何

か造るということで、１７年という回収期間としているという理解でよろ

しいか。 

鈴木教育部長  委員のおっしゃるとおりである。古民家だけで１７年という意味ではな

くて、公園全体を指定管理に出すので、古民家だけであったら、もしかした

ら４年や５年でも全然問題ないのかもしれない。ただ、公園全体で古民家も

含んであそこのエリアを出すので、１７年１か月という形になる。 

しらた委員   あとグリーンライブセンターはスケールメリットということで、市側か

ら提案するということはひっくるめて、指定管理とすると思うが、ただ、こ

こは建物の改修は、指定管理者がやるということなのか。 

長谷川公園緑地課長 グリーンライブセンターについては、当初グリーンライブセンター

もひっくるめてパークＰＦＩでやろうという検討をしていたが、先ほどご

説明させていただいたとおり、国費の対象にならないといったところと、あ

と事業者さんがやはりここの建物改修まで担うのは、事業計画上厳しいと

いうお声が多くあった。そうした中で、パークＰＦＩとは別契約にするが、

一緒に発注することでスケールメリットを目指すというところと、あとそ

の後の運営については、これまでどおり３者連携でそこは続けていくとい

うところを予定している。 

しらた委員   別発注ということは、グリーンライブセンターだけは市が改修をすると。

その見立てや見積り、今後どういう使い方をするかはパークＰＦＩで、建物

はそのパークＰＦＩの管理者がこういうものを建ててくれといったら、今

度は市が建てるということなのか。 
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長谷川公園緑地課長 形の上はパークＰＦＩから切り離すので、市から発注という形にな

るが、今回のパークＰＦＩの公園改修と一緒に、ある程度の要求水準はこち

らで示すが、場合によっては自発的な提案も含めながら改修をいただくの

かと思っている。その事業費のほうはこちらからお支払いするというとこ

ろで予定している。 

しらた委員   事業費は市側からだったと、そこで入札とかしてグリーンライブセンタ

ーの改修をするのか、もうそのままスケールメリットで、指定管理を受けた

ところが請求書だけ多摩市に出すという形を取るのか。 

長谷川公園緑地課長 説明が足りず申しわけない。後者のスケールメリットを生かして、

発注としてはパークＰＦＩと合わせて発注をさせていただく予定である。 

しらた委員   だから、発注をパークＰＦＩにかけて、パークＰＦＩのこの指定管理者

は、そこに関しては市が全てお金を出すということ、建物の改修はお金を請

求された分だけ市が出すということなのか。 

長谷川公園緑地課長 基本精査した中で十分検討してやっていくが、現在予定していると

ころでは、パークＰＦＩの中には入れられないが、工事の発注としては中央

公園と合わせて一体で行うということで、スケールメリットを生かして、改

修工事を行っていただくという考えでいる。 

鈴木教育部長  委員がお聞きになりたいところは、指定管理者、決まったところが公園

の改修に着手するときに、そこを今、長谷川公園緑地課長のほうが指し示し

ていると思うが、確定的なことは現時点で申し上げられないが、現時点での

市の考えとしては、指定管理を受けたところが公園全体の改修をするとき

に、その発注事業者が一緒にグリーンライブセンターの改修をしていただ

いたほうがスケールメリット、工事の囲いや養生のいろいろな事務経費が

浮くのではないか。そういうことも考えて特命を想定をしているが、それは

より精査をした上で、契約をしていくことになるということをお伝えした

かったということである。 

しらた委員   曖昧になってはいけないと思う。そこはきちんとしておかないと、こち

らではパークＰＦＩの中でやるかもしれないが、そこはお金が別というこ

とである。きっちりとそこら辺は市民の方たちや私たちにも示していただ

けるように、はっきりしていただきたいなと思う。お願いする。 
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いいじま委員長 現在、協議会２０番についても質疑いただいているが、協議会２０番に

ついては、昨日の生活環境常任委員会でもご報告があった。ということで、

この場での質疑は、子ども教育常任委員会の所管事項の範囲内にとどめて

いただくようにお願いをしたいと思う。 

 それでは、ほかに質疑はないか。 

岩崎委員    １つ、この旧富澤家が歴史的文化財であるということは、公園緑地課さ

んのこの公募ですごく反響が８社とか１０社とかあったわけだが、きちん

とお伝えはされているのかを確認したい。 

長谷川公園緑地課長 もちろんきちんとお伝えはしている。これまでのサウンディング調

査からも何かしらここを生かして、事業展開を検討したいというところも

半数ぐらいは出ているので、そこは十分に伝わった中で、今後応募していた

だけるのかと思う。 

岩崎委員    それはもちろんそうだと思うが、この旧富澤家が教育部の所管というか、

教育委員会の持ち物と言ったら変だが、市民のものだが、教育委員会が常に

関わっていく形に今後もなるのかだけお聞きする。 

藤田文化財担当課長 今回の条例改正の肝もまさにそこであって、指定管理者が何事も勝

手に決められることではなくて、教育委員会の承認なので教育委員会、ま

た、その下にある文化財保護審議会の意見をきちんと聞いて、その辺の意見

をいただきながら、指定管理者と協議して、管理を進めていくということに

なっていく。 

岩崎委員    ぜひそこが公園の中にあるものではあるが、そして、よい活用の仕方を

するというので、今まで教育委員会も生け花とかやっていらっしゃったと

思うが、発展する中でもやはり文化施設なのだということを常々考えてい

きながらやっていただきたいというところをお願いする。 

長谷川公園緑地課長 補足で先ほどの私の答弁のほうを修正させていただきたいが、事業

者にはきちんと文化財的施設であるということは十分伝えている。その上

で、母屋もそういう歴史的背景がある中で、そのままの形を基本的に活用し

ながらというところは十分に伝えているので、その辺もご了承いただけた

らと思う。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。これをもって質疑を終了する。 

 これより討論に入る。意見・討論はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 意見・討論なしと認める。これをもって討論を終了する。 

 これより第１４６号議案 多摩市古民家の管理運営に関する条例の一部

を改正する条例の制定についてを挙手により採決する。 

 本案は可決すべきものとすることに賛成の諸君の挙手を求める。 

（賛成者挙手） 

いいじま委員長 挙手全員である。よって本案は可決すべきものと決した。 

 日程第７、特定事件継続調査の申し出についてを議題とする。 

 本件は別紙のとおり申し出ることにしたいと思う。これにご異議ないか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 ご異議なしと認める。では、そのようにさせていただく。 

 この際暫時休憩する。ここで協議会に切り替える。 

                  午後 ２時０３分 休憩 

                ──────────────― 

（協 議 会） 

いいじま委員長 それでは、協議会１番、旧北貝取小学校跡地整備事業の進捗状況と今後

の予定についてと、２番、第４次多摩市生涯学習推進計画策定の進捗状況に

ついて市側の説明を求める。 

須田くらしと文化部長 それでは、改めてよろしくお願いする。 

 協議会の１件目である。旧北貝取小学校跡地施設整備事業の進捗状況と

今後の予定についてである。本件については９月の議会で、市民活動交流セ

ンター条例及び多摩ふるさと資料館条例の両条例をお認めいただいたが、

その後の進捗状況と、今後の予定についてご説明するものである。なお、本

件については今議会の最終日１２月２１日に、本体工事の契約議案を上程

するので、併せてよろしくお願い申し上げる。 

 それから協議会の２件目、第４次多摩市生涯学習推進計画策定の進捗状

況についてであるが、これについては昨年度から本年度にかけて、策定を進
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めている本計画について、その進捗状況をご説明するものである。 

 この１件目、２件目については、詳細を古谷文化・生涯学習推進課長から

説明する。 

古谷文化・生涯学習推進課長 それでは、お手元の協議会資料の１、旧北貝取小学校跡地整

備事業の進捗状況と今後の予定について、ご説明をさせていただく。前回

９月１５日の子ども教育常任委員会では、市民活動交流センターの条例と

多摩ふるさと資料館の条例の議決をお認めいただいた。また、工事予算を

９月の補正予算で上程させていただき、そちらの予算もお認めをいただい

たところである。 

 まず、ハード面とソフト面の２点にわたって、その後の進捗状況をご報告

する。項番の１の進捗状況の（１）整備工事である。こちらについては、先

ほどくらしと文化部長からご説明をさせていただいたとおり、最終日の

１２月２１日に建築工事の契約議案の上程をさせていただく。 

 続いて、ソフト面のところである。本施設については、旧北貝取小学校に

市民活動交流センターと多摩ふるさと資料館の２つの施設の整備をしてい

く。この２つの施設の維持管理、そして、市民活動交流センターの事業運営

をしていただく指定管理者の指定をするために、現在、候補者について

１２月末までを目途に、選定の審査をしているところである。 

 これまでの経緯は、その下に書かせていただいているとおりである。

１０月１日に条例が公布された後、１０月５日から指定管理候補者の公募

の開始をさせていただいた。公募に関しては施設の説明会と施設見学をし

ていただくことを申請の条件とさせていただいている。１０月１４日から

１６日にかけて行った施設の説明会と見学会には１０社の事業者の方にご

参加をいただいた。そのうちご申請は、２６日から３０日の公募の受付の間

に、２団体からいただいたところである。 

 この２団体の申請について、指定管理者候補者として１１月６日から

１２月８日にかけて、指定管理者候補者選定委員会を３回開催をさせてい

ただいたところである。 

 今後の予定としては、１２月の末までの間に予定候補者の選定を行い、選

定の結果を申請団体にお送りさせていただく。その中から、指定管理予定候
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補者の上位から市と予定候補者とで協議と合意をいただいた後、候補者の

選定をし、１２月の末までに、指定管理候補者を決定していきたいと考えて

いる。 

 その後、１月からは改修の工事、工事期間は来年、再来年の１月末までを

予定をしている。 

 次は、３月の議会の際には、指定管理者の指定議案の上程をしていきたい

と思うので、その間の１月から２月にかけて、議会への情報提供をしていき

たいと思っている。２月に仮協定の締結を行い、３月の指定管理者指定議案

の上程の後、議案のお認めがいただけたら、４月から６月の間に、指定管理

者となった事業団体と本協定の締結をし、７月から指定管理者業務を開始

をしていただくということで、開館前の準備をしていただきたいと考えて

いる。 

 予定としては、再来年の４月に、旧北貝取小学校跡地施設に、市民活動交

流センターと多摩ふるさと資料館の２つの施設の開館をしていきたいと考

えている。 

 続いて、協議会案件の２、第４次多摩生涯学習推進計画策定の進捗の状況

についてである。資料としては、資料１と素案の資料２があるが、本日は資

料１に基づいて、ご説明のほうをさせていただきたいと思う。協議会資料

１をご覧いただきたい。 

 現在策定を進めている第４次多摩市生涯学習推進計画は昨年度から着手

をして、今年度中に完成をさせられるように進めているところである。 

 経緯をご覧いただきたい。昨年の５月に策定に着手をしていて、今年の

３月に骨子案の決定をしたところである。本来であれば、今年の１０月に策

定が完了する予定であったが、一旦半年間の延期をさせていただきたいと

いうことで、７月から策定の骨子から今度は素案の部分の検討していたと

ころである。７月から８月にかけて、専門委員会と策定委員会で素案の検討

をしてきたその経過については、９月１５日の子ども教育常任委員会でも

ご報告をさせていただいたところである。 

 １０月に生涯学習推進本部の中でその素案の決定を行い、１１月から

１２月２日までパブリックコメントの実施をしたところである。主な素案
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の検討内容、２の（１）と（２）の部分については、既に９月１５日の子ど

も教育常任委員会でご報告をさせていただいたとおりであるので、ここで

説明は割愛をさせていただいたが、工夫をした点として、後ほど素案の目次

のところをご覧いただければと思うが、学習の主体者である市民にわかり

やすく伝えられる工夫として、コラムを設けたり、図を示したりというよう

な形の工夫、肉づけをしてきたところである。 

 ９月のときにはまだ決定をしていなかった（３）の成果目標と（４）の計

画の進行管理について、少し詳しくご説明をさせていただく。 

 まず、（３）の成果目標のところである。表をご覧いただきたい。右側に

第３次のときの成果目標の設定が書いている。第３次のときは、目指す方向

３つについて、目標値の設定をしていた。 

 ただ、これについて課題があった。右下のところをご覧いただきたい。目

指す方向ごとの３つの成果目標では、目標として捉える範囲が広過ぎて、各

個別施策の進捗状況や市民ニーズと成果の達成度の比較評価が困難である

という課題があった。この点について、第４次については見直しを行い、

１つ下にブレークダウンをして、１１の推進項目ごとに成果目標の設定を

していくということにしたところである。 

 また、成果目標の設定の際は現状値のみを記載し、その全体の向上を図る

ということにさせていただくこととした。 

 これらの今後の計画の進捗を的確に図ることについては、２ページ目を

ご覧いただきたい。計画の進行管理である。 

 今申し上げた１１の推進項目ごとの成果目標については、毎年度その下

にひもづけられる個別施策の事業例の進捗実施状況を毎年度、推進本部会

議等で、確認をしていきたいと思っている。そしてまたこの成果目標は、主

に世論調査の中での項目を引用しているので、世論調査を２年ごとに行っ

ているが、この推進項目ごとの成果目標の向上が図られたかどうかは、２年

ごとに確認をしていきたいと思っている。 

 これらの総合的な評価や改善に向けた協議を行うために、市長を本部長

とする生涯学習推進本部会議を毎年度開催するとともに、定期的に第三者

的な評価ということで学識者を招き、個別施策の進捗実施状況と成果目標
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の現状値等からご意見をいただき、評価をしていきたいと考えている。 

 また、個別具体の事業の進捗については、関係課長で組織をした専門委員

会において、具体的な施策の協議、調整を行い、この計画の着実な推進を図

ってまいりたいと考えている。また、１０年間の計画ということなので、中

間年の５年をめどに中間見直しを行っていきたいと考えている。 

 今後のスケジュールについては、下に書かせていただいたとおりである。 

 以上、ご説明させていただく。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。質疑はないか。 

岩崎委員    今ご説明いただいた生涯学習推進本部だが、今コロナ禍によるものだけ

ではないと思うが、学生さんが、大学を諦めなければいけないとかいろいろ

事情があるというところもこれから出てくると思う。そのような意味では、

リカレント教育だったり学び直しというのが、生涯学習というととかく年

齢の上がった方という考え方も出てきそうだが、そうではなく若い方にも

いつでも学べるという機会があるのだという形で推進していくことが重要

だという認識を持っていただきたいが、その辺のところをお聞きする。 

古谷文化・生涯学習推進課長 素案のほうにも施策の体系のところに書かせていただいて

いるが、今、委員からご指摘いただいた、いつでも誰もが学ぶことができる

環境づくりということは非常に大事だと考えている。そうした中では、リカ

レント教育の視点も外せないと考えている。 

 誰もが学べる環境づくりという推進項目があるので、この中で下支えが

できるようになっていければよいかと考えている。また、人生１００年時代

という観点もあるので、若い方だけを問わず、どういった世代の方々でも学

びたいと思ったときに学べるような環境づくりということが大事だという

ことは、課題認識としてこの計画の中で書かせていただいている。 

しらた委員   旧北貝取小学校の跡地整備事業の進捗状況だが、指定管理者の指定につ

いてというところで、施設見学は、今の状況の施設を見学してもらったとい

うことか。そして指定管理者は、今後この工事をどのようにするかとか、そ

ういう質疑とかいろいろ、指定管理者がわかるようなものを何かをお示し

されたのか。 

古谷文化・生涯学習推進課長 １点目の現地見学会は、実際に旧北貝取小学校を会場とし、
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敷地の中、施設の中を見ていただいた。またご案内のように、工事の仮契約

を締結できていない段階であった。公募に関しては１０月５日、施設見学は

１０月１４日から１６日ということで、まだこの段階では入札もできてい

ないという中では、設計図等は見せられないということで、事業者の方々に

は大変申しわけなかったが、基本方針と管理運営方針で、どのような改修が

加えられるのかという簡単なご説明の程度にとどめさせていただいたとこ

ろで、ご理解いただいたところである。 

しらた委員   そんな簡単というか、わからないままで、指定管理者の候補が１０社い

て、１０社の方が、今の状況で何もわからないまま、それで２団体が残った

ということだが、団体の方が見たから、それで口頭だけでこういうをする、

ああいうことをするということだけだったか。 

古谷文化・生涯学習推進課長 公募は３日間に分けて行ったので、全ての方々に情報が行

き渡るように、口頭でいただいた質問にはその場でお答えいたしたが、全て

ご質問と回答については記録し、公開という形で公式ホームページ上で、

１０社の方々の皆さんが、ご質問した内容についての回答も再確認ができ

るようにしたし、ほかのその場に居合わせなかった事業者の方も、ご自分が

ご質問しなかった内容で、他社さんがご質問されたものについて、回答が確

認できるようにということで、公式ホームページ上で公開をした。 

しらた委員   それである程度皆さんが納得されたと思う。そういうものを想像で、ラ

ンニングコストとか今後そういうことも見学者の団体の方々は、そういう

質問もあったのか。 

古谷文化・生涯学習推進課長 ランニングコストに関しての、ここの施設は新たな施設で

あるので、今、学校跡地でどのぐらいかかっているかということについての

ご質問に関してはお答えをしたが、旧北貝取小学校に関してのランニング

コストというのは、これはデータとしては無いのでお答えはしていない。た

だ、先ほど、工事のときのまだ工事業者も決まってない中で、設計図面は見

せられないということで、ご理解いただいたとは申し上げたが、設備の部分

に関しては来ていただいて、見ていただくことはできるということでご案

内はさせていただいた。 

しらた委員   それはいつの話か。いつ来ていただいて、いつそれがわかるのか。 
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古谷文化・生涯学習推進課長 施設見学が終わった１０月１６日から１０月３０日の申請

の締切りまでの間に来ていただいて、ご覧いただいている。 

しらた委員   その間しか見られなかったということか。その前に１４日から１６日の

施設見学のときと何かが変わったということなのか。 

古谷文化・生涯学習推進課長 申しわけない、訂正をさせていただく。１０月２３日から

３０日の間に、設計の図面を必要であれば、見ていただくことができるとい

うことでご案内をして、希望がある団体さんには来ていただいて、見ていた

だいたということである。 

須田くらしと文化部長 今回事業者に応募していただく前提として、基本計画、基本方針

と管理運営方針、これは市民参画含めて策定したもの、これがまずこの運営

の一番の大本になるというようなことで、これがまずベースになっている。 

 その上で、施設的にどうなのかというようなことで、今お尋ねの中で申し

上げるならば、いわゆる詳細設計表というのか、図面ではないが、どういう

設備が扱われるかといったようなことなどについてご覧いただけるように

ということで、先ほど古谷課長が申した期間でご覧いただけるような格好

でご案内をして、必要に応じて事業者のほうで確認に来られると。そんなこ

ともかませて応募をいただくという形を行ったということである。 

しらた委員   それは私たちもそれを今というか、見ることはまだできるのか。 

古谷文化・生涯学習推進課長 契約議決後となるので１２月２１日の工事契約議案の議決

をいただいた後であれば、ご覧いただくことが可能である。 

しらた委員   業者の方々はもう見られて、全員１０団体見たかもしれないけれども、

２団体残った。だから私たちがなぜ見られないかというのと、先ほどから古

谷課長の答弁が二転三転しているところから、ちょっと不安があるなとい

うのを申し上げたいと思う。 

古谷文化・生涯学習推進課長 設計の図面を見せることは、建築工事の事業者が決まって

ない中では、見せることはできないけれども、ただ、設備に関しては保守点

検がその設備の内容に応じて変わってくるということがあるので、ここに

ついては必要だろうということで、その設備の部分のものは見せてもよい

ということで協議をして、公開というのも来ていただいて、カウンターのと

ころでご覧いただくということでやったということである。 
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須田くらしと文化部長 先ほど詳細設計表といったようなことを申し上げた。これについ

ては、この時点では中身が全て確定したものではないということのようだ

が、実際に指定管理者の募集と、それから、工事契約の入札の関係といった

ようなことがある意味並行して走っていた部分がある。 

 そういう中で、工事契約の入札を行う際にはそういった設備等含めた詳

細設計表といったようなものをお示しをして、それで金額をはじいていた

だくというようなことである。 

 それから、ご心配のように、指定管理者が請け負うには、これはどれぐら

いの設備なのか、どういった規模なのか、そういったことがわからなけれ

ば、やはり手も挙げられないということだから、その時点での同じ内容につ

いて、工事関係で示したものと同じ内容について、指定管理者の候補に手を

挙げるかどうかということを検討していただいている事業者には、個別に

お見せをするといったような形で対応させていただいたということであっ

て、これを広く公表するといった類いの時点でもなかったし、そういう内容

のものでもないと判断した。 

 先ほど古谷課長が答弁したとおり、契約議決をいただいた後、その後にこ

の内容については、外向けにも公に出せるといったような契約上のルール、

そういった制約があるということで、ご説明とさせていただきたいと思う。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 ３番、パルテノン多摩大規模改修事業等の進捗について、市側の説明を求

める。 

須田くらしと文化部長 それでは、協議会３件目である。パルテノン多摩大規模改修事業

等の進捗についてということである。本件は、現在進めている大規模改修事

業、これについてその進捗状況をご説明するものである。 

 詳細は、宮﨑文化施策担当課長から説明する。 

宮﨑文化施策担当課長 それでは、ご説明する。協議会３の資料、パルテノン多摩大規模改

修事業等の進捗についての資料をご覧いただきたい。 
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 まず、上から設計・工事関係ということである。こちらのほうは６月に契

約の議決をいただいて、工事が始まっている。現在の進捗の状況ということ

だが、今は１２月ということで６か月たった状況で、工期は令和３年１２月

１０日という形になっているので、およそ１年を切ったという段階である。 

 現在、解体工事を進めている状況であって、床、壁、天井、その他の設備

関係などを撤去しており、大ホールについては椅子が撤去され、壁だけでは

なくて全面に足場が組まれているような状況となっている。先週には

１６０トンのレッカー車が来て、キュービクル等の電気設備を館外に搬出

したような状況である。今月には大ホールの天井塗装や、増築するエレベー

ターの基礎工事等を行っていくというような状況で、工事のほうは順調に

進んでいる状況である。 

 続いて、文化方針の見直し・条例制定検討ということについてご説明す

る。こちらのほうも９月の協議会のほうで詳しくご説明させていただいた

ところだが、改めてご説明をする。 

 こちらは今年度、文化芸術方針検討委員会を設置して、１０月から検討が

開始されている。現在まで２回の委員会を開催していて、その中で１回目に

条例にするのか、方針にするのかというところで、条例にするということが

決まって、今週金曜日に、第３回の文化方針検討委員会を開催するというよ

うな形になっていて、今後３月までに骨子案を取りまとめて、また、議会の

ほうにも報告するような形になっている。その後６月をめどに素案を作成

し、パブリックコメントを経て、８月には原案を作成し、来年の９月の議会

のほうで、また議案として上程させていただく予定で、今進めているところ

である。 

 次に、指定管理者の選定、こちらは先ほど審議をいただいたところで、今

月最終日に議決をいただくというような形で、議決をいただいた後には、

１月に本協定を締結すると。そして、来年１２月１４日から指定管理期間が

始まるというような形である。 

 次に、休館中の業務委託ということである。こちらのほうは本日だが、サ

イドブックスのほうに、こちらのチラシのほうを上げさせていただいてい

る。各課からの情報提供ということで、パルテノン多摩ニュースという形
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で、こちらのほうも休館中業務委託の中の仕様の１つである。こちらのほう

にも載っているが、例えば１月２８日に落語会であるとか、２月２１日に

「わが町、たま～月の光～」とか、様々な事業を実施していくという形にな

っている。前半はコロナで事業系等、延期、中止となっていたが、ここで

様々な事業を行い始めているというところである。それ以外にも午前中に

もご説明したところだが、備品決めであるとか工事の中の資料等の検討と

か引っ越しとか、そういったところも休館中業務委託でやっているところ

である。 

 最後になるが、運営への市民参画という形で、こちらのほうは市民舞台芸

術学校という事業があって、こちらのほうで舞台朗読講座の基礎や舞台ス

タッフ講座といった、舞台の裏方やおもてなしのレセプショニスト講座、市

民プロデューサー講座等、そういった講座を今年度実施して、そういった

方々が将来的に市民参画という形態で、パルテノン多摩の運営にもボラン

ティアという形で参画していただくということで今進めているところであ

る。また、学芸員のほうも学園養成講座を実施していて、こちらの学芸員の

ほうも市民参画を進めているという形である。 

 説明は以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 それでは４番、多摩市体育施設に係る個別施設計画策定に向けた検討状

況について及び５番、多摩市立温水プールにおける事業縮小の検討につい

て、市側の説明を求める。 

小林オリンピック・パラリンピック（兼）スポーツ振興担当部長 それでは、協議会案件の

４番と５番について、説明させていただく。まず、案件４番目だが、多摩市

体育施設に係る個別施設計画の策定についてである。 

 こちらの計画の策定については、昨年１２月の本委員会の協議会に報告

をさせていただいているところであるが、その後の進捗状況について報告

するものである。 
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 また、５番目の温水プールにおける事業縮小の検討についてということ

についても併せて説明させていただく。温水プールではコロナ禍の影響に

伴い、今後、利用料金収入の大幅な減少が見込まれており、収支状況に大き

な影響が生じている。施設運営に係る費用の抑制が課題になっており、そこ

で新たな管理運営として、令和３年４月から温水プールの営業時間の短縮

等について試行することを検討しているので、その内容について報告する

ものである。 

 以上の２点について、森合スポーツ振興課長より説明する。 

森合スポーツ振興課長 それでは資料に基づき、まず体育施設の個別施設計画のほうから

説明をさせていただきたいと思う。 

 まず、１番になるが、本計画の対象施設は屋外のスポーツ施設となってい

るので、野球場、球技場、庭球場、キャンプ練習場、陸上競技場が対象であ

る。 

 ２つ目としては、これまでの検討結果であるが、本年１月から計画策定を

始めている。まず、庁内関係課長で構成された検討委員会で、計画策定の手

法や現状の施設の課題、今後の進め方などを検討している。 

 次に、屋外スポーツ競技を行う市内スポーツ競技団体、１２団体を対象

に、施設利用の現状についてヒアリングを４月から６月にかけて実施して

いる。８月から９月には、スポーツ施設利用者と無作為抽出の市民アンケー

トを実施している。９月からは課題となっている施設について、民間活力の

導入の可能性について、事業者ヒアリングを実施している。１０月からはス

ポーツ推進審議会に、体育施設に関わる個別施設計画策定に向けた基本的

な考え方について諮問している。 

 具体的には、屋外体育施設の現状課題、スポーツ施設全体の更新における

基本方針、個別の施設の方向性について諮問し、現在議論をいただいている

ところである。 

 それから障がい者の方へのアンケートとして、市内の１０団体の協力を

得て、障がい者の皆さんに対するスポーツのニーズ調査を行った。それから

１１月には、屋外スポーツ施設の今後のあり方についてのワークショップ

を行い、屋外スポーツ施設のよい点や悪い点、また、目指すべきあり方につ
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いて意見を伺った。 

 いずれにしても、多方面から様々な意見をいただき、それらを踏まえて、

検討を進めていきたいと考えている。 

 ３番についてになる。本計画の策定時期は当初の予定では、令和３年３月

までとしていたが、コロナ禍の影響により、競技団体へのヒアリングや市民

ワークショップの開催が遅れ、それに伴って最大半年程度延ばし、来年９月

までに策定できるよう現在進めている。 

 次に、４番目になる。これまでの検討状況というところであるが、大きく

３つに分けてご報告させていただく。まず稼働率、それから収支状況につい

てである。平成３０年度に実施した各スポーツ施設の健全度調査の結果で

は、直近で改修している施設を除いて、各施設、老朽化が進んでいるような

状況である。稼働率では、テニスコートは全ての曜日で、稼働率が高いとい

う状況だが、野球場、それから球技場については、平日の稼働率が低い状況

がある。収支状況では、施設規模の大きい一本杉公園野球場や陸上競技場に

ついては、レベルの高い設備や環境整備の維持費などから、他の施設と比べ

てコスト効率が低い状況になっている。 

 次に、自治体間の施設数比較、民間スポーツ施設の設置状況になる。自治

体間の比較で、２６市の人口１０万人当たりのスポーツ施設比較では、庭球

場については、多摩市は他市に比べて設置数が多く、野球場、それから球技

場は他市と同水準となっている状況がある。一方で、他自治体では、幅広い

種目に対応できるような多目的運動場の設置があるが、多摩市では、今のと

ころ設置がないという状況になっている。市内の民間施設の比較になるが、

民間では、屋外スポーツ施設の設置はほとんどなく、あってもテニススクー

ルのような教室でのサービス提供に限られているような状況がある。貸し

出しをメインとするフットサルコートなど、そういったところが一部ある

というような状況になっている。 

 続いてスポーツ需要分析になる。全国的に野球、テニスの競技実施率は減

少傾向というところになるが、サッカーの実施率は、全国的にはふえてきて

いるという状況になっている。また、多摩市の状況であるが、全国に比べて、

テニスの競技実施率は高い状況になっている。 
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 市内の潜在的なスポーツ需要の分析になる。１８歳以上ではテニスが高

く、小・中学生についても、テニスとサッカーの需要が高いような状況があ

る。こういった分析や各利用者団体、市民ワークショップ、各種アンケート、

民間ヒアリング、審議会の答申など幅広い意見を踏まえながら、今後の屋外

スポーツ施設の更新内容を落とし込んだ個別施設計画を策定している状況

である。 

 最後に今後の予定であるが、来年の４月には、審議会から答申をいただ

き、計画素案を５月の行革本部会議で審議し、６月の子ども教育常任委員会

で、報告させていただきたいと考えている。その後、パブリックコメントを

経て、８月から９月を目途に、最終的に計画決定をしていきたいと考えてい

る。 

 説明としては、以上となる。 

 続いて、温水プールのほうの資料に基づいて説明する。 

 コロナ禍の影響に伴い、収支状況に大きく変化が生じている。利用者の実

態なども踏まえて、ウイズコロナ、アフターコロナを見据えた、新たな管理

運営方法が求められている。 

 そこで来年度の温水プールにおける新たな管理運営方法として２つ検討

している。１つ目としては、毎日の営業時間の２時間短縮である。現在の営

業時間は、９時から２２時となっているが、２時間前倒しで営業終了時間を

２０時としたいと考えている。２つ目としては、休館日の増設である。現在、

第２・第４火曜日を休館日としているが、毎週火曜日を休館日と設定したい

と考えている。この２つを来年４月から試行的に実施していきたいと考え

ている。 

 次に項番１、現在の施設の状況というところになる。緊急事態宣言解除後

の６月１日からプールは再開しており、６月の利用者は、前年度比で２８％、

収入は２６％となっていた。徐々に利用者が戻ってきているが、利用者及び

収入ともに、５割から６割程度にとどまっているというような状況がある。

それからトレーニングジムは７月から再開し、当初は前年度比で２０％に

満たない利用者と収入だったが、温水プールと同様に徐々に利用者は戻っ

てきたものの、やはり６割程度にとどまっているというような状況である。
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いずれにしても、かなり厳しい運営状況というところになっている。 

 次に、項番２の施設の利用傾向である。これは平成３０年度の入場者数を

もとに算出した時間帯別の入場者数の表である。温水プール及びトレーニ

ングジムともに、開館直後の９時から１０時が１日のピークとなり、その後

減少傾向で２０時以降入場される利用者はかなり少ないような状況となっ

ている。なお、現在はコロナの影響もあって、さらに夜間の利用が少ないと

いうような状況がある。 

 あと表にはしていないが、曜日別の稼働率については、現在、隔週で火曜

日を休館日としている状況もあり、火曜日が一番少ないというような状況

になっている。 

 これらのことを踏まえて、項番３になるが、営業時間短縮と休館日の増設

の具体的な内容である。館の営業時間終了時間を現在の２２時から２０時

に前倒しをし、それに伴ってプールの利用時間も２１時３０分から１９時

３０分に、トレーニングジムも２１時４５分から１９時４５分に短縮した

いと考えている。休館日については、プールは繁忙期の７月、８月を除いて

毎週火曜日休場日なので変更はないが、トレーニングジムは隔週で運営し

ているので、それが毎週火曜日になることから、館全体として毎週火曜日が

休館日という形になる。 

 次に、これらに伴う効果額というところになるが、年間でランニングコス

トとして約１,２００万円から１,５００万円のコスト減というところを試

算している。 

 最後に今後のスケジュールだが、本日ご報告している内容を軸に検討を

進めさせていただいて、２月中旬頃までには決定をさせていただき、改めて

３月議会の子ども教育常任委員会にてご報告をさせていただくが、利用者

の皆さんへの周知も早期にしていただきたいところを考えているので、決

定し次第、その内容をまずサイドブックスのほうに上げさせていただき、利

用者の皆さんにも、早期に周知していきたいと考えている。 

 ４月からは、実際に新たな管理運営を試行的に開始し、利用者アンケート

も実施しながら、繁忙期が過ぎた１０月から試行的運営の検証、スポーツ推

進審議会の意見を踏まえながら、一定の方向性を出し、その結果を令和４年
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の子ども教育常任委員会で報告し、６月議会にて所定の手続を進めていき

たいと考えている。 

 説明としては、以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。では、まず４番について質疑はないか。 

岩崎委員    テニスコートが多摩東公園で新しくなって、すごくよく利用されている

ということを聞くが、あのときトイレの改修もあったと思うが、あそこはテ

ニスをやるということで、成人の方が多いと思うが、チャイルドシート的な

ものがついてないというのをちょっと聞いたが、それは本当なのかと、そう

いう判断というのはあったのかをお聞きする。 

森合スポーツ振興課長 多目的トイレのことかと思う。多目的トイレについては、多摩東

公園を新しくしたので、もちろんリニューアルという形の中で、洋式化であ

ったりとか、ちょっとした着替えられるようなところも含めて、基本的には

そういう仕様になっていると考えているので、確実に今オムツ交換ができ

るような仕様になっているかどうかは、手元にデータがないが、基本的には

そういう仕様になっているものだと思っている。 

岩崎委員    あそこはテニスコートの一部でもあるが、公園の一部でもあるので、そ

この確認と、そういうことは配慮いただきたいなと思う。 

しらた委員   先ほどの温水プールのところだったが、コロナ禍においてどういう対策

を取るか。営業時間を短くするとかそういうことではなくて、コロナに対し

てどういう環境を整えてやっていくのかということを私はお聞きしたい。 

森合スポーツ振興課長 コロナ禍に伴っては、今年度も７月１日からプールを再開させて

いただいていて、まず、入場制限をかけさせていただいていたりとか、あと

入場する際に、もし感染した場合に連絡ができるようにということで、個人

情報を収集させていただいたりとか、あとロッカー、更衣室のほうも、なる

べく密というか、近くにならないようにということで、ある程度ロッカーを

強制的に間引かせていただいて、着替える際も人と人との距離を十分に取

れるような配慮というか、対策を取らせていただきながら、今現在も運営し

ている。 

しらた委員   スポーツジムなんかに行くと、ロッカーなんかも１回使った後、消毒を

したりとか、そういう細かいこともされているので、やはりそういうところ
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も長く使っていただくためには、安全に保つことが大切だと思うので、そう

いう点もやってあればよいが、そう辺もどうなのかということをお聞きし

たいと思う。 

森合スポーツ振興課長 更衣室のロッカーについては、鍵を１回使った後に全て回収をさ

せていただいて、ちょっと時間を開けさせていただいて、なるべく使わない

ような形で、その間に消毒をさせていただいて使っていただいているとい

うところである。 

いいじま委員長 まず４番の個別施設計画策定についてほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 ５番、温水プールについて質疑はないか。 

岩崎委員    その温水プールが今休館中かなと思うが、始まったときに多少エコにな

ってランニングコストは下がるということは考えているのか。 

森合スポーツ振興課長 今、温水プールについては、２０年の老朽化に伴う設備の改修と

いうことで、例えば、照明器具については、一部ＬＥＤ化ということで、も

ちろん省エネに向けての改修というのもさせていただいているところであ

る。 

岩崎委員    そういう中でコストが削減されるのはもう織り込み済みだったというこ

とか。 

森合スポーツ振興課長 省エネ化に伴う施設のランニングコストというところとは別に、

今回ご提案させていただいているのは、先ほども私のほうで説明させてい

ただいたとおり、来年の利用料が約６割というところで想定させていただ

いていると。その分、いろいろ市の負担も大きくなってくるところで、少し

でも市の負担を軽減できるような、あるいはその利用実態も含めた、なるべ

く影響が少ないところで、新しい管理運営方法というところで時間短縮と、

休館日の増設というものを設定させていただいているというところである。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 ４番、５番については、これで終わる。 
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 それでは、６番、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の

準備状況について、市側の説明を求める。 

小林オリンピック・パラリンピック（兼）スポーツ振興担当部長 それでは、案件６件目に

なる。東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の準備状況につ

いてである。 

 本来だったら今年行われていたところだが、ご承知のように新型コロナ

ウイルス感染症の世界的な感染拡大により、１年延期となったところであ

る。本日はその開催に向けた準備状況について報告する。 

 １つは、政府、大会組織委員会、東京都がアスリート、観客等にとって安

全・安心な大会運営の実現に向け、実効的な新型コロナウイルス対策の検

討、それから提示をするために、東京大会における新型コロナウイルス感染

症対策調整会議を設置している。９月４日の第１回会議以降、１２月２日ま

でに６回の会議を開催し、このほど中間整理というものを取りまとめたと

ころである。こちらについての概要を説明するものである。 

 この中間整理については、多摩市にとっても聖火リレーの観覧や自転車

競技ロードの観戦のあり方、それから、アイスランド共和国の選手団の受入

れ、台湾バドミントンチームの総合体育館での事前練習、また、コミュニテ

ィライブサイト運営において、よりどころとなるというものになるので、ご

説明するものである。 

 ２点目については、多摩市におけるオリンピック・パラリンピックの聖火

リレーの準備状況について説明する。詳しくは齊藤オリンピック・パラリン

ピック推進室長が行う。 

齊藤オリンピック・パラリンピック推進室長 それでは、東京２０２０オリンピック・パラ

リンピック競技大会の準備状況について資料に基づき説明をさせていただ

く。資料のほうを開いてほしい。協議会６、東京２０２０オリンピック・パ

ラリンピック競技大会の準備状況である。 

 まず最初に、東京２０２０オリンピック聖火リレーについて説明をさせ

ていただく。まず最初に、大会延期決定後、日程及び市内のルートについて

である。こちらについては９月２８日に組織委員会より、聖火リレー実施概

要ということで、本来、延期される前の実施日を１年延期の１年前倒し、曜
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日を合わせてということでの実施、また、聖火リレーを実施する市区町村に

関しては原則変更しない。また、従来の走行ルート・セレブレーション等の

会場を維持するということで公表がされていて、多摩市のほうには変更と

いう連絡が現時点で来ていない。 

 これをもとにすると、来年７月１０日土曜日の第１次指定になるのだろ

うということを想定して、今準備を進めておるという状況である。 

 続いて聖火リレーのサポーターの一般公募を、年が明けたら実施してい

きたいと考えている。募集の人数は資料にあるとおり１６０名を考えてい

る。活動日は、聖火リレーの多摩市実施日と、その前に活動説明会をさせて

いただきたいと思っているので、この２日間ということである。 

 実際に聖火リレーが開催される際には、朝のミーティング等休憩時間な

ども含めて４時間を今想定しているというものである。応募要件について

は、記載のとおり２００６年、平成１８年４月１日以前にお生まれの方、た

だし、未成年の方に関しては親権者からの同意をいただこうと考えている。

多摩市民、また、聖火リレー前の活動説明会に参加できる方ということで、

こちらはロードレース、ロードサポーターの募集の要件と同じ内容になっ

ている。活動場所は市内のリレーコースと、出発式会場及び会場周辺という

ことを想定している。 

 活動内容、資機材の設置、撤去等のご支援、サポート、コース沿道観戦者、

一般歩行者等の整理・案内、また信号の交差点・歩道橋・陸橋などの通過制

限のご案内をしていただこうかと考えている。 

 この聖火リレーのサポーターの一般公募であるが、公募の時期に関して

は、組織委員会の資料に基づいて、走行ルート公表後にしてもらいたいとい

うところがあるので、今の走行ルートの公表が来年の２月ぐらいというこ

とで、報告を頂戴している。この公表がされたらすぐに市民の方々にお声を

かけていきたいと思っている。 

 また、市民の一般公募枠のほかに、市内６大学さんとこの２０２０の協定

を結ばせていただいている。こちらは６大学さんとの協定に基づいて別枠

で学生枠ということで、こちらもロードレースのコースサポーターと同様

に、学生さんにお力添えをいただくということを前提で進めてまいりたい
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と考えているものである。 

 続いて、２ページを開いてほしい。先ほど冒頭、小林部長のほうからもお

話しさせていただいた東京オリンピック・パラリンピック競技大会におけ

る新型コロナ感染症対策調整会議、こちらの第６回の会議が１２月２日に

開催されて、この場で新型コロナウイルス感染症対策の中間整理の概要と

いうものが発表された。その内容について、３ページに概要を掲載させてい

ただいている。 

 中間整理の概要ということで、まず１つ目、大きいところでは、アスリー

トについてというところがある。この中で多摩市に該当するところを黄色

い網かけをさせていただいた。まず、基本的な考え方で申し上げると、アス

リートについてホストタウンでの環境整備・ルールづくりを実施していく。

また、１のアスリートについての④である。検査のところで、入国後もホス

トタウンを安全・安心な環境とするため、スクリーニング検査や必要な検査

を実施する。また、最後⑥のところである。パラアスリートという項目があ

って、こちらに関してはパラアスリートの方、基礎疾患等を有している方も

いらっしゃるので、パラアスリートに関しては感染防止の支援の際のガイ

ドライン策定を今後していくという整理がされている。 

 多摩市については、アイスランドのパラリンピックチームの事前キャン

プの受入れ、また、ホストタウンというところもあるので、こちらのほうも

準備を進めていかなければならないと考えている。 

 続いて、２の大会関係者、観客についてというところに関しては、観客に

ついてのガイドラインの策定・周知、また、体調不良者が発生した場合の対

応、入院・治療する医療機関の確保等の対策を今後定めていくというところ

が、今回の中で整理されているというものである。 

 続いて、３番の聖火リレー、ライブサイト、こちらは先ほど小林部長から

も申し上げたとおり、聖火リレー、ライブサイトを多摩市で実施の予定であ

る。こちらについては、感染予防策について組織委員会において年内に作成

するものと、ライブサイトについては実施予定自治体、多摩市である。こち

らで感染対策に係る計画を練って、今後、年明け示される時期をめどに、提

出をしていくというところである。 
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 最後の４番のホストタウン・事前キャンプについては、自治体などに受入

れマニュアルの作成を求め、感染防止対策を実施していくというところを

示されている。この受入れ自治体、多摩市であるので、多摩市のほうで受入

れマニュアルを今後定まってくる指針をもとに、つくり上げていくという

作業が出てまいるものである。 

 最後、今後の対応についてということで、今後以下の課題について取扱い

の詳細を定めるというところで申し上げると、一番最初、アスリート等に係

る検査の実施方法、実施方針。下のほうに移って、網かけさせていただいて

いる公道などで行われる競技における観客の感染症対策、また、聖火リレ

ー・ライブサイトにおいて混雑・密集を避けるための対策、こうしたものが

今後この中間整理を踏まえつつ、具体的なところが示されていく。その示さ

れた内容をもとに、多摩市のほうでも対策を立てていくという状況である。 

 雑駁だが、説明は以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。質疑はないか。 

岩崎委員    今、新しく感染対策的なものが出てきているが、こういう費用というの

はどこが持つとかも出てきているのか。 

齊藤オリンピック・パラリンピック推進室長 報道などでは、事前キャンプ等に関わるも

のについて、国が第３次の補正予算に盛り込んで、今日閣議決定とかという

ところを聞いているが、例えば全ての沿道の感染者の方や事前キャンプを

受け入れたときに対応する市の職員を当てにする方、そうしたものについ

ては今後示されるということで、具体的に示されているものはない。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件については、これで終わる。 

 この際協議会を休憩する。 

                  午後 ３時０３分 休憩 

                ──────────────― 

                  午後 ３時２０分 再開 

いいじま委員長 それでは協議会を再開する。 
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 協議会７番、令和２年度第３回多摩市子ども・子育て会議の概要について

及び８番、（仮称）子ども・若者総合支援条例の進捗について、市側の説明

を求める。 

本多子ども青少年部長 それでは、協議会案件７番、８番を一括でご説明させていただく。 

 まず、協議会案件の７番の資料を開いていただけるだろうか。まず７番に

ついては、１１月９日に開かれた第３回多摩市子ども・子育て会議について

のご報告になる。 

 当日の会議については、資料の１ページ目にあるように、１番の報告とい

うことで、報告事項の①から⑤までを報告させていただいた。①の（仮称）

子ども・若者総合支援条例の進捗については、この後の協議会案件の８番と

して、別立てでご説明させていただくので、まずは②から⑤までの案件につ

いてのご報告をさせていただけたらと考えている。続けて①の条例の進捗

状況の詳細な内容についてのご説明をさせていただく。それぞれの担当課

長から説明をさせていただく。 

松崎子育て支援課長 それでは、子ども・子育て会議、報告させていただいた報告資料２に

ついて、説明させていただく。こちらの新型コロナウイルス感染症に係る保

育所等の対応についてということで、報告をさせていただいたところであ

る。 

 ３つの項目を設定させていただいて、まず１つ目、登園自粛要請における

登園率ということで、各施設類型ごとで、３月２日から６月５日まで、定点

で登園率を確認をしてきたところである。そちらを表に記させていただい

たところである。顕著なところで日付を申し上げると４月１３日、こちら緊

急事態宣言が出された後ということになっているが、その期間から緊急事

態宣言が明けるまでの５月２５日までが、登園自粛要請に伴い各施設登園

率が２０％から３０％、なおかつもっと低いところでは１０％前後まで下

がったというような状況である。まさしく保護者の皆様、多大なるご協力を

いただいたというような状況である。参考に通知の出された日付等も記載

させていただいた。 

 ２番目、保育所等における利用者負担額の日割り計算等の実施について

ということで、実施の報告をこちら表のほうに記させていただいている。内
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容のほうはご確認いただければと思う。こちらの特定教育・保育施設並びに

認可外保育施設に向けた対応ということを取らせていただいたところであ

る。 

 ３番目、令和２年度新型コロナウイルス感染症に係る幼稚園及び保育施

設に対する通知一覧ということで、こちらはページが３ページ目までわた

っているが、市のほうから発出させていただいた通知のほうを一覧として

記載させていただいたところである。こういったコロナ禍における取り組

みということで、委員の皆様方に報告をさせていただいたところである。 

 以上である。 

植田児童青少年課長 続いて、新型コロナウイルス感染症に係る学童クラブの対応につい

てということで資料をご覧いただきたい。 

 １番目に、学童クラブの出席数の推移についてということで記載してい

る。こちらのほうが緊急事態宣言を受けて４月８日より６月末までの登所

の自粛をお願いしたものである。こちらのほうが４月、全体の中では２４％

という出席率で５月が全体で１５.５％という出席率、６月が４４.０％、

７月が６０.５％という出席率であった。 

 次に、２番目の学童クラブ費等の減免件数についてということで、学童ク

ラブ費と、あと延長育成料として分けている。月ごとの減免した件数という

ことで記載していて、学童クラブ費が全体で３,９０１件、延長育成料のほ

うが全体で３１３件という内容であった。 

 ３番目は、市のほうから発出した文書ということで日付とお知らせ文面

というところで一覧にして記載しているので、こちらのほうはご確認いた

だければと思う。 

 続いて、児童館直接来館の実施についてである。こちらのほうは、保護者

のニーズや小学生の放課後の居場所に対応するため、児童館の直接来館を

実施するものである。 

 児童館の利用は放課後、自宅に一旦帰宅して、基本的には通学上の荷物、

ランドセル等を置いて来館することが原則なのだが、保護者の了解のもと、

事前に児童館直接来館登録票を提出した児童に限って、学校から直接、児童

館を利用できることとするものである。 
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 これまでの経緯というところでは、平成３０年の１２月にプロジェクト

チームを設置し検討を開始した。連光寺小学校の学区における児童の放課

後の居場所に関する要望書、こちらのほうが議会採択されて、令和元年９月

から試行実施ということで、東寺方と連光寺の児童館で始めた。 

 その翌年令和２年の９月に、プロジェクトチームによって実施に向けて

の答申を決定し、１０月には、本格実施の方針を決定したところである。 

 ２番の実施児童館についてというところでは、試行を行ってきた２館と

合わせて全ての児童館で実施をしていくという予定になっている。 

 ３番の対象等というところでは、基本的には全ての小学生を対象にして

いるということでご理解してほしい。 

 ４番の定員ということでは、各児童館登録者を２０名までということで

受付順とする。そして、単年度ごとの登録ということで考えている。 

 ５番の保護者への周知というところでは、児童館だよりや市役所のホー

ムページのほうで周知するとともに、利用者や保護者に趣旨等を説明して

いくという考えである。 

 ６番の利用上のルールというところでは、事前にまず直接来館の登録票

というのを児童館に提出していただく。そして、来館するときに、直接来館

利用届を児童が提出すると。児童館で登録状況表を作成し、小学校のほうに

情報を提供する。下校時間までの緊急時及び災害時等の対応は小学校の対

応に準じる。児童館では一般来館児と同様のルールで過ごしていただく。途

中外出等は自己管理で行っていただく。児童館からの帰路については、原則

として、保護者等のお迎えをお願いしていきたいと考えている。 

 ７番の保険の適用ということでは、小学校の直接来館の利用を伝えるこ

とにより、学校保険（日本スポーツ振興センター給付金）のほうの適用を受

けるとしている。そして児童課内及び、児童館主催事業でのけがというの

は、児童館の保険で適用と考えている。 

 今後のスケジュールというところでは、今回子ども教育常任委員会のほ

うに報告させていただいて、年が明けてから利用者への周知、そして４月に

は、全学年の給食が始まった時期からの実施ということで考えている。 

 参考資料ということで、直接来館の試行実施をした２館のこれまでの実
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績、人数、件数等を載せているので、ご確認いただきたい。 

 続いて、子ども未来応援支給事業についてである。こちらはご案内のとお

りかと思うが、この１１月の子ども・子育て会議の中で、概要、対象者、支

給方法等を説明し、スケジュール、そして、対象の人数等をこちらの表に取

って説明をさせていただいたというところで、詳しくは割愛していきたい

と思う。 

水野子育て・若者政策担当課長 では、引き続いて、協議会資料の８について、ご説明をさ

せていただく。協議会資料８をお開けください。（仮称）子ども・若者総合

支援条例の進捗についてである。 

 （仮称）子ども・若者総合支援条例の進捗についてご説明する。前回の委

員会では、条例検討委員会のメンバーとスケジュールをご報告したところ

だが、今回は、それから４回にわたり条例検討委員会を開催したので、そち

らの状況をご報告する。 

 まず第１回は９月２４日に開催をした。内容としては初回であったので、

委員長、副委員長の選出、決定を行った。委員長には松下啓一氏、副委員長

には木下勇氏が選出されたところである。委員長の松下啓一氏については、

前相模女子大夢をかなえるセンターエグゼクティブアドバイザーという経

歴とともに、元横浜市役所の職員で、他の自治体でも多くのまちづくり条例

の策定に携わり、条例づくりに造詣の深い方である。 

 副委員長の木下勇氏については、現在、大妻女子大学社会情報学部教授、

千葉大学名誉教授であられるとともに、令和元年度に報告書を発行した多

摩市子ども・若者に関する施策検討懇談会の会長を務めていただいた。 

 次に②として、これまでの経緯と条例の趣旨についてご説明をした。次に

３番として、子ども・若者アンケートについて協議を行ったが、このアンケ

ートについては委員会でも意見が出され、アンケート以外の手法に変更す

ることになった。詳細については、後ほど次ページにてご説明をする。 

 第２回については１０月１４日に開催した。内容については市民意見収

集方法、先ほどのアンケートの状況報告と、本条例の意義・位置づけについ

ての説明を行った後、本条例に期待することについての意見交換を行った。

ここでは委員お一人に２分程度で、全員の発言をお願いをしたところであ
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る。 

 第３回については１１月１２日に開催した。内容については、条例に盛り

込むべき文言についての意見交換ということで、４グループに分かれてグ

ループワークを行っていただいた。続いて、市民意見収集方法の状況報告を

行った。 

 第４回については１２月２日に開催をした。内容については、条例が目指

す内容及び対象となる子ども・若者の範囲についての意見交換ということ

で、議論をしていただいた。当初、事務局からは若者の年齢の定義を３９歳

と具体的に年齢をお示しをしていたが、こちらについて、委員の方から違和

感があるということで意見が出されて、そこで、おおむね３０代ということ

で、意見をいただいたところである。 

 次に、これまでの意見の整理とさらに盛り込むべき要素についての意見

交換をしていただいた。第３回のグループワークでは、子どもに対する意見

は多く出たが、若者に対する意見が少なかったので、第４回のところでは若

者についての議論を深めていただいたところである。続いて、市民意見収集

方法の状況報告をしたところである。 

 今後の会議日程については、第５回については令和３年１月２７日、第

６回については令和３年３月２２日を予定をしている。 

 令和３年度も引き続き会議を開催し、６月に検討委員会から市へ条例素

案についての検討結果を報告をしていただく予定となっている。 

 では、次のページをお開きください。子ども・若者への市民参画手法とい

うところである。こちら先ほど申し上げたアンケートで当初実施をしよう

と思っていたところである。こちらは計画の当初では人を集めて、ワークシ

ョップ形式で行おうと思っていたが、コロナの関係で人が集められなくな

ったということで、アンケートというご提案をしたが、また、委員会のほう

からはアンケートではなく、直接意見を聞く手法はできないかということ

で検討したものである。 

 検討の結果（１）から（３）の方法で行うこととした。（１）は、児童館

における子どもヒアリングである。こちらについては、もう既に１２月４日

からスタートをしていて、対象を小学校５、６年生から高校生ということ
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で、お知らせのチラシを配布して希望者を募ったのと同時に、児童館でも声

かけをしていただいたところである。 

 １２月４日は連光寺児童館でまず第１回を開催させていただいて、小学

校５年生が５名参加していただいたところである。１２月９日には、桜ヶ丘

児童館で実施をさせていただいて、中学校１年生３人、中学校２年生が４人

の合計７人参加していただいた。 

 今後については１２月１６日に落合児童館、１２月２１日に一ノ宮児童

館、そして１２月２２日にまた再び連光寺児童館で行う予定となっていて、

児童館での子どもヒアリングの合計としては小学生８名、中学生１３名、高

校生４名の合計２５名から意見をいただくこととしている。 

 続いて（２）の高校生ヒアリングである。こちらはちょうど昨日１２月

１４日、都立永山高校にて行わせていただいた。条例の検討委員会の中に副

校長先生が委員として入っていただいているので、そちらからご協力をい

ただいたものである。参加者としては、高校２年生で４名、高校３年生で

３名の７名から意見を伺ったところである。 

 （３）の若者オンラインワークショップについては、今週の金曜日１２月

１８日に行う予定となっている。こちらについてはまず無作為抽出をした

２,０００名にご案内の通知をしたところ、現在のところ２１名のご応募が

ある。その中でもまたプラス６名の進行役ということで、この条例検討委員

会の中からメンバーも参加をしていただいて、今のところ現在２７名のメ

ンバーで行う予定となっている。 

 テーマはそれぞれ記載しているとおりで、この条例の趣旨と方向性が合

うかどうかの確認をしながら、また、子ども・若者の意見をいただきながら、

今後の条例策定に生かしていきたいと思う。 

 説明は以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。まず７番について質疑はないか。 

大くま委員   ７番の児童館直接来館についてお伺いしたいと思う。直接来館を大きく

広げていくということになると思うが、保険の適用についてたしか課題が

あったかと認識をしている。今小学校に直接来館を伝えることで、学校保険

の適用を受ける。児童館の中であれば児童館の保険を使える。児童館から企
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画する際にもその学校の保険が使える形になるのか。 

植田児童青少年課長 こちらを適用しての児童館からの帰宅というところでは、学校の保

険で対応できると認識している。ただ、やはり例えばその時期によっては暗

くなったりというところもあるので、ここにも書いてあるとおり原則保護

者の方のお迎えを基本としているということはご理解いただきたいと思う。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 続いて８番について、質疑はないか。 

岩崎委員    幾つかお聞きしたいと思うが、今まさに続いているというところで何度

か見させていただいているが、５回と６回で３月２２日となって終わる感

じだが、続くと書いてあって、６月に検討委員会から市への条例素案となっ

ているので、中２か月ぐらいかなと思うと、プラスされた後、６回プラス何

回ぐらいを考えているのかお聞きする。 

水野子育て・若者政策担当課長 今後の回数であるが、今年度６回まで開催して、新年度入

ったら２回ほど開催をさせていただいて、素案のほうを決定していきたい

と思う。 

岩崎委員    そうするともう最後のところはこういう形でとなるのかと思うと、ここ

に入る数としては、１回ぐらいかなと思うが、何度か見させていただいてい

るところで、委員の方たちが大変いい方たちなのでありがたいと思ってい

るが、どうしても皆さん年齢のところで３９歳までというと、１つの家族に

親も３０代、子どももいるというような、みんなのための条例なのかなと思

われてしまうぐらい幅が広いので、困惑されているというのがいつも見受

けられるが、やはり前に私が思っていたのは、子ども時代というのはみんな

に権利があるからということで、みんなのために権利を持っているという

ことが周知されるような条例であってほしいが、ある年齢になると、一定の

人たちは自分たち、自分の力でいろいろ活動されたり活躍されたりしてい

る中で、どうしても支援がいる方もいるということで、若者という言い方が

よいかどうかわからないが、あるところからは支援する側と支援される側

に分かれるのではないかと思うところで、これが難しいところだというの
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が多分委員の皆さんなのだが、条例の立てつけみたいなを今ここでどうの

こうのというのは難しいと思うが、でもやはりそこの矛盾というのは、市と

してはどう理解しているのかをお聞きする。 

水野子育て・若者政策担当課長 今回の条例は全国でも例がない、子どもと若者一体とし

た総合支援条例の策定に取り組んでいるところだが、子どもを対象とした

条例だと１８歳までが通例となるが、今回はその先の年代まで考え、例えば

不登校からひきこもりと、困難が継続している方への支援や、子ども時代に

培った経験を生かして、さらに地域で活躍することを応援することなど、切

れ目ない総合協力・総合支援、また、まちづくりへの参画や意見表明の機会

の保障をこの条例に盛り込めるように整理していきたいと思う。 

岩崎委員    ある意味全国に例がないというお言葉は意外と聞いたが、他の自治体も

全国に例がない条例を、アピールしたくてつくるというよりは課題がある

からつくるというのがそもそも条例かと思うところだが、全国に例がない

ものを、ちょっと１つつくってみようというような考え方の意味というの

をお聞きする。 

本多子ども青少年部長 結果的に今、前例がないという状態になっているが、これまでも

私ども多摩市の計画と国や都の計画も見ても、やはり子どもだけではどう

しても解決できない課題というのがあるかと思っている。したがって、多摩

市以外の国都についても子ども・若者ということで、非常に長い期間、切れ

目のない支援をしていくということが今求められているというような現状

である。 

 私ども多摩市のほうを見ても、子どもから引き続き青年期に入っても、や

はり困難を抱えているという方が非常に多くいるのではないかということ

を考えている。不登校とひきこもりなど、あとニートという課題、これはい

ろいろな講演会をやる中で、やはりアンケートなんかを見ると、非常に潜在

的な方や、もう現実に悩んでいる方がいるということで、年齢ですっぱりと

切ることによってその後の支援が届かないというようなことを避けるため

に、引き続き支援をしていくことが必要かということで、今回私どもとして

は、子どもから若者までとした。 

 先日は委員も傍聴にいらっしゃっていただいたということで、やはり議
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論の中で子どもと若者というところの整理というのは、非常に皆さん悩ん

でいらっしゃったということで、ここは我々も非常に悩ましいところで、子

どもの支援というのは、皆さんやはりどういう支援が必要かというのはご

理解されたが、若者の支援となると本当に支援が必要なのか、自立や若者の

自立はどうなのかといういろいろな意見が出て、私の印象としてはもう試

行錯誤という状態だったかと思っている。 

 だから、今後も非常に議論をまとめていくというのは難しいが、やはり切

れ目のない支援ということで、今多摩市も取り組んでいる中では、こういっ

た若者と子どもという一連の支援が必要かとは考えている。 

岩崎委員    確かにおっしゃるように支援という考え方は、不登校からひきこもりに

なる、予備軍的なこともあると委員の方もおっしゃっていたので、そうだな

とも理解するし、切れ目ないというのももちろんそうなのだが、ただ１点、

ここだけはお伝えしたいのは、やはり支援条例に本当にするのであれば、子

ども・若者総合支援条例、全然よいが、もし子どもの権利という条約に基づ

くものを念頭に置いてくださるのであれば、そこのところは一定の子ども

にあまねく権利があるということをしっかり明記されていただけるような

条例になるような、立てつけの二本立て、１つの大きな枠の中に２つのライ

ンができるのかわからないが、やはり子どもにはまず誰でも権利があるよ

ということがまだまだ子ども自身も保護者にも支援する存在だと思いがち

なので、そこのところをまず条例としてつくっていただいて、その上で切れ

目ない支援、もちろん若者もすごい８０５０の問題もあるぐらい、ずっと支

援していかなければいけない存在になっているので、そこのところは重々

ご理解いただいているかと思うが、重ねてお願い申し上げる。 

本多子ども青少年部長 今の子どもの権利というようなことでご意見いただいたと認識し

ている。やはりベースには、子どもの最善の利益というのがまずあるだろう

と考えている。その意識や、またこれを現実にどう条例の中に盛り込んでい

くのかということは今後の議論になっていくが、やはり私ども考えなけれ

ばいけないのは、そういった子どもの権利条約というのがまずあって、子ど

もの権利というのを大切にしていかなければいけない。 

 その中では、やはり子どもの支援や子どもの意見表明をいかに現実に日
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常生活の中で具体化していくのかということを念頭に置いて、条例をつく

っていかなければいけないのかと考えている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 ７番、８番については、これで終わる。 

 それでは９番、新型コロナウイルス感染症対策に係る給付事業等の進捗

状況について、１０番、令和３年度保育所等入所申請について、１１番、子

育てセンター事業の終了について市側の説明を求める。 

松崎子育て支援課長 それでは、協議会案件９番の説明をさせていただく。新型コロナウ

イルス感染症対策に係る給付事業等の進捗状況についてご報告申し上げる。 

 こちら、項目１番に書かせていただいたが、各給付金事業等の支給人数・

支給額について、令和２年１１月３０日現在をまとめさせていただいたも

のになる。 

 今回５月補正にて表にある（１）番の子育て世帯への臨時特別給付金、

（２）の市の独自支援策ということで、ひとり親家庭等への臨時特別給付金

をお認めいただき、給付を実施している。おおむねご申請いただいた方々に

ついては、もう支給が完了しているというところであるが、（１）番につい

ては、２番の今後の予定のところにも書かせていただいているが、公務員の

受給者の方々の申請の受付について、１２月１日に勧奨通知を発送させて

いただいているというようなところである。市の独自支援策については、申

請の受付が終了しているという状況である。 

 （３）番の国制度、ひとり親世帯臨時特別給付金。こちらは７月補正にて

お認めいただいた内容になるが、こちらも基本の対象の方々に対しては、一

定の支給が実施されているところであるが、まだこの先受付期間があるの

で、引き続き受付を行っていくというような状況である。 

 （４）番、市の独自支援策、新生児応援臨時特別給付金、こちらについて

も、基本的には申請いただいた方、支給が滞りなく実施できているところで

あるが、こちらも２月１９日まで申請を受け付けているので、今後まだまだ

申請を受け付けているような状況である。 
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 ５番目、都制度の新型コロナウイルス感染症緊急対策に係るひとり親家

庭支援事業ということで、こちらはカタログを対象者の皆様方に送付する

という内容になっているが、主たる対象の方々には既に送付を終えている

ところであるが、来年３月末まで対象となる方々にカタログを送付という

ことを継続していくので、引き続きこちらの事業も実施していく状況であ

る。 

 １点、この場を借りてのご報告という状況になるが、（３）番のひとり親

世帯臨時特別給付金、委員の皆様、ニュース等で既にご承知かと思うが、こ

ちら再支給ということで年内に一度支給の取り組みをする、国の報道等も

なされているところで、正式に閣議決定もされているようなところである。

私たち所管のほうでも追加の補正を上げさせていただいて、こちら再支給

のほうにも改めて取り組んでいくような状況になっていくところである。

また、詳しくは補正のところでご説明できればと考えている。 

 協議資料９については、以上となる。 

 続いて、協議資料１０番になるが、そちらをお開きいただければと思う。

令和３年度保育所等の入所申請について、受付状況を報告させていただく。 

 こちらは令和２年１０月２６日から１１月１３日まで受付を実施したと

ころである。例年にない取り組みとしては、今回コロナ禍の感染防止対策と

いうことで、郵送での受付を原則とさせていただいたところである。窓口で

のご申請もあったところであるが、全体の申請について６割を超える方々

が、郵送での申請という取り組みをご協力いただいたところである。 

 実際の申請者数であるが、表の真ん中を見ていただくと令和３年度の欄

がある。各年齢ごとで数字を記載させていただいているが、まず一番右端で

合計数をお知らせする。申請数については５７３名の方々のご申請があっ

たところである。こちらの前年度比の数字を書かせていただいているが、前

年度比マイナス１３６人というような状況になっている。 

 各年齢ごとで見ていくと、０歳児が１７９名で前年度比マイナス７８人、

１歳児が２４２人、前年度比マイナス４人、２歳児７８人、前年度比マイナ

ス５０人、３歳児５９人、前年度比マイナス６人、４歳児１０人、前年プラ

ス１、５歳児５名、前年プラス１というような状況で、合わせて５７３人の
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ご申請をいただいたところである。 

 参考で、一番下の令和３年度募集人数をご覧いただければと思うが、全体

で申請者数が前年度比よりも減少しているというところでは、０歳児、それ

から２歳児に大きくまだ空き定員が発生しているような状況となっている

ところである。こちらはあくまでも新規入所１次申請受付の状況というこ

とでご理解いただければと思う。 

 ２番目、令和３年度入所の今後のスケジュールというところであるが、令

和３年１月２９日に第１次申請利用調整結果の通知を皆様方に郵送する予

定で、今現在事務を進めているところである。２次の申請については、受付

を令和３年１月６日から令和３年２月１９日の期間で実施する予定である。 

 こちらの資料の説明は以上になる。 

 続いて協議資料１１をご覧いただきたい。子育てセンター事業の終了に

ついてご報告をさせていただく。 

 本事業は、市内認可保育所及び認定こども園において、相談事業や啓発事

業を行っていただき、地域の子育て家庭に対する総合的な子育て支援策を

推進してきていただいたものになる。 

 こちらの本事業であるが、平成２７年度から開始した地域子育て支援拠

点と同機能を持ち備えているというところであって、地域子育て支援拠点

が充実したことに伴って、今年度末をもって子育てセンター事業の補助事

業について、終了をさせていただきたいと思う。事業終了後については、ま

ずは地域子育て支援拠点において乳幼児期のお子さん、それから、保護者の

皆様方への支援、地域の子育て家庭に対する総合的な子育て支援策を推進

していくことで、子育てセンター事業で担っていた事業を滞りなく引き継

いでいくという形に取り組んでいきたいと思う。 

 また併せて保育園では、それぞれ保育園ならではの独自の子育て支援策

というのは、本事業が終了しても継続して実施していくというところであ

るので、保育園施設とも連携しながら引き続き子育て支援に取り組んでい

きたいと考えているところである。 

 ３番の今後についてというところで書かせていただいているが、子育て

センター事業の終了に伴って、令和３年３月議会のほうへ条例改正の上程
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させていただく予定であるので、その際はご審議のほどよろしくお願いす

る。加えて多摩保育園で実施している子育てセンター事業についても、本事

業の終了に伴って終了となるので、要綱を令和２年度末をもって廃止する

という手続も併せて実施させていただく予定である。 

 説明は以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 まず、９番について質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 続いて１０番について質疑はないか。 

大くま委員   それでは、１０番の保育所の入所申請について伺いたいと思う。やはり

コロナ禍ということもあって大きく落ち込んでいるのだなと私自身は受け

止めているが、この状況を市としてはどのように受け止めているのか、確認

したい。 

松崎子育て支援課長 今回５７３名ということで、前年度比１３６名マイナスというよう

な状況であった。まだ十分な分析はできていないところであるが、少なから

ず委員のおっしゃるとおり、コロナ禍という影響が出ているのではないか

と考えているところである。 

 ただ１点、お子さん、未就学児の児童数というところで、経年で児童数の

定点で確認をしているところであるが、令和２年１０月、令和元年１０月、

０歳児の人数を比較すると約１００名ほど児童数が減少しているというよ

うな数字も出ているところである。加えて１歳児も児童数が令和元年

１０月に関しては９７１名いたところが、令和２年１０月だと９３７名、

２歳児についても、令和元年１０月１,０９３人だったところが、令和２年

１０月で９９１人ということで、令和２年度になって児童数の減少という

ところも少し顕著になってきている。その辺の児童数の推移かつコロナ禍、

今後その辺を丁寧に分析はしていきたいというところで考えている。 

大くま委員   児童数が減っているというところもあるということだが、この間の待機

児の状況は児童数が減っても働く世帯がふえていくということの中で、な

かなか解消しないということもあったと思うので、丁寧に分析をしていた
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だきたいということと、やはり様子見ということで言えば、例年よりも途中

から入所すると、入園するという方がふえることも想定されるし、定員の見

込みであるとかそういったものを経過を追いながら丁寧にやっていただき

たいと思う。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 続いて１１番について質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 ９番、１０番、１１番については、これで終わる。 

 １２番、児童虐待防止啓発活動について、市側の説明を求める。 

角谷子ども家庭支援センター長 協議案件１２番になる。１１月は、児童虐待防止推進月

間だったので、啓発活動についてご報告させていただく。 

 今年度も児童虐待防止の啓発の講演会を１１月６日、ベルブホールのほ

うで実施をした。「怒りたくないのに怒ってしまう、親子が笑顔に変わるた

めに」ということで、虐待防止センターのほうから豊田先生にお越しいただ

いた。 

 それから、養育家庭の体験発表会というものも１１月４日に、多摩児童相

談所との共催事業ということで、今年度も実施している。 

 ２つとも児童虐待の啓発講演会と体験発表会は、今年度はやはり新型コ

ロナの影響ということがあって、定員等も例年の半分以下ということで実

施をした。そのため、かなり啓発活動に今年度制約があったので、今年度新

たな取り組みとしては、多摩市のユーチューブに動画のほうを作成した。

「児童虐待ってなに？～子ども家庭支援センターからのメッセージ～」と

いうことで、紙芝居形式でナレーションの解説で約６分程度の動画となっ

ている。 

 それから啓発については、例年同様に市役所の本館や地域子育て支援拠

点、児童館、ベルブホール等で今年度も行っている。今年度のテーマは、「み

んなかけがえのないたいせつなひと」ということで、子どもたち、大人から
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メッセージを寄せていただいて、パネル等の啓発配布物を行っている。 

 今年度も図書館との連携企画展示ということで、図書館のほうで今年度

のテーマにあった推薦図書の提示、ブックリストの作成配布をしていただ

いて、啓発の展示場所にもブックリスト等も置いている。今年度は子どもが

読める「じぶんをまもる本」というようなお子さん向けのものも作成いただ

いているという形になっている。 

 あとはリーフレットの作成と、あらゆる広報です。「たま広報」やわくわ

く通信・児童館だより等、いろいろな形で児童虐待防止の周知という形で活

動してきた。 

 報告は以上になる。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。質疑はないか。 

岩崎委員    この図書館との連携したリーフレットがすごくよくて、私もこの２つの

リーフレットを見させていただいて、本の選定もよいなというか、すごくあ

りがたいなと思ったが、このコロナ禍でなかなか配る、手に取りに来るとい

うことが難しかったのではないかなと思うと、子どもさんにも読んでほし

い本が選ばれていたので、せっかく図書館との連携でおつくりになったと

いうか、いろいろやったのだと思うので、これでこのリーフレットもないの

かわからないが、学校でお配りするとかはできないものなのか。 

角谷子ども家庭支援センター長 子どもが見てもわかりやすい本だったので、リストだっ

たので、小・中学校のほうにリストを配布させていただいている。 

岩崎委員    多分置いてくださっているのだとしたら、それはすごくありがたいが、

結構このコロナ禍でなかなか本を借りるとか本を見るということに今集中

できないかと思うので、時間を急ぐことはないので今年度無理だとしても

また来年度に向けて活用していただきたいというところをお願いしたいな

と思うし、すごくよい本が選ばれてありがたかったので、保護者の方にも見

ていただきたいし、子どもたち自身も読んでいただきたいので図書館司書

さんとも連携していただくとか、いろいろな形で活用していただきたいと

いうことをお願いする。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 
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いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 １３番、令和３年度学童クラブ入所申請について、１４番、学童クラブ

費・学童クラブ延長育成料の債権の分類等の変更について及び１５番、学童

クラブでの医療的ケア児の受け入れについて、市側の説明を求める。 

植田児童青少年課長 まず、令和３年度学童クラブの入所申請についてご説明する。 

 １番、入所申請受付状況の第１期ということで、速報値ということで、今

回ご報告させていただく。申請期間は１０月２９日から１１月６日までと

いうことで申請期間を設けた。併せて郵送での受付も実施したところであ

る。申請数は令和３年度というところで表の欄をご覧いただきたい。第１期

の申請は速報値で１,７６０という数字になっている。ちなみに平成３１年

度と令和２年度は確定値ということで、比較していただければと思う。 

 ２番の今後の予定だが、２月中旬には第１期の申請者決定通知を発送す

る予定となっている。今、まさに第２期の申請受付期間というところだが、

この後、第３期、第４期ということで記載のとおり続けていくというような

ことになっている。 

 説明は以上になる。 

 続いて、学童クラブ費・学童クラブ延長育成料の債権の分類等の変更につ

いてである。 

 １番の概要だが、令和２年４月の改正民法施行により、債権の時効が５年

に統一されたことから、学童クラブ費及び学童クラブ延長育成料を非強制

徴収公債権の時効５年ということで、こちらのほうにするということであ

る。なお、令和元年度以前に発生した債権は従前どおり私債権時効２年とす

る。 

 ２番の経緯である。平成２２年から２４年度というところでは、多摩市債

権管理ワーキングチームにて全庁的に債権管理についての検討する過程の

中で、学童クラブ使用料の債権の分類等について検討した。その結果、私債

権時効２年ということで決定して、今まできているところである。その後、

令和２年４月１日というところでは、改正民法施行により債権の時効が

５年に統一されたというところがあった。ここで変える理由というところ
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だが、令和２年の４月１日で改正民法が施行され、私債権の時効が公債権と

同じ５年になったというところと、また、法律相談の結果、学童クラブ費等

は私債権、公債権双方の考え方が成り立つということだが、多摩市において

は、以下に記載された考えにより公債権として扱うことがより適切である

ということの見解を得たということで、そのところが、（１）学童クラブ条

例の組み立てが公の施設の設置条例のつくりになっているということ、そ

して、（２）条例施行規則において教示文、不服申し立てができることが記

載されているということである。なお、債権の分類等の変更については、令

和２年４月１日からの取扱いと考えている。今後の予定というところでは、

来年１月、利用者向けに公式ホームページ等で周知をする。そして、学童ク

ラブの債権管理マニュアルの改正をするということで考えている。 

 続いて、学童クラブでの医療的ケア児の受け入れについてである。 

 １番の現状である。多摩市学童クラブ条例施行規則第３条の規定によっ

て、「医療的措置、看護等の必要から管理上の支障が生じる者」として、医

療的ケア児については、受け入れを行っていない。しかしながら、令和２年

７月、「多摩市障がい者への差別をなくし共に安心して暮らすことのできる

まちづくり条例」が制定されたことから、医療的ケア児のうち医療的ケア児

の対応に精通している看護師を配置することによって、集団生活を営むこ

とができる児童については、「多摩市学童クラブにおける医療的ケア実施要

領」を定め、学童クラブでの育成を行っていく考えでいる。 

 なお、医療的ケア児の学童クラブ入所対象者としての可否を判断し、円滑

に受け入れ及び入所後の育成ができるよう、併せて「多摩市学童クラブ医療

的ケア児対応会議」を設置するということで考えている。 

 ２番の内容と方法である。医療的ケアの内容や実施の方法については、別

途「多摩市学童クラブにおける医療的ケア実施要領」を定めて実施する。併

せて「多摩市学童クラブ医療的ケア児対応会議設置要綱」を定め、医療的ケ

アの可否、医療的ケアの内容等を検討する「医療的ケア児対応会議」の設置

を予定している。 

 なお、医療的ケアの実施に当たっては、訪問看護ステーション等と業務委

託契約を結び、医療的ケアに精通した看護師を必要な学童クラブに派遣し
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て行っていく考えである。 

 経過と今後の予定である。現在入所審査中であって、その過程の中で、対

象者について医療的ケア児対応会議にて協議を行う。そして２月上旬、第

１期申請受付分の決定通知を発送し、４月から学童クラブの入所・育成開始

ということで進んでいく過程で考えている。 

 説明は以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 まず１３番について質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 １４番について質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 １５番について質疑はないか。 

大くま委員   医療的ケア児の受け入れを始めるということで、これ自体は一歩前進か

と捉えている。ただ、この訪問看護ステーションとの業務委託契約を結び、

医療的ケアに精通した看護師さんを必要な学童クラブに派遣するというこ

とだが、そこに常駐するという形になるのか、何が必要なときに派遣をする

ということなのか、確認したい。 

植田児童青少年課長 こちらの看護師の派遣については、基本的には必要な時間帯に看護

師さんを派遣して、そちらのほうで対応を行うということで考えている。 

大くま委員   まずは受け入れを始めるというところなので、今そういった形になって

くるのかと思うが、やはりそれで十分なのかとか、そういったことも今後課

題として挙がってくれば検討していただきたいと思う。 

岩崎委員    これもそんなに時間はないのかと思うが、送迎はどうなるのかをお聞き

する。 

植田児童青少年課長 学童クラブの入所要件の中に、基本的に学童クラブへの登所はご自

分でというか、保護者の責任のもと行ってほしいとしている。ただ、個別個

別のケースがあるので、そちらのほうについては申請者とご相談をするな

りして、障害福祉課のサービス等も何かあるかどうかというところを考え
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た上で検討していきたいと思う。 

岩崎委員    ぜひ窓口のところで判断しないでいただきたいというのと、この条例が

できたことの意味はそれかと思うので、合理的配慮という意味で全て一体

として支援していかないと、入り口のところで無理だということにならな

いようにしていただきたいとお願いしたいのと、もう一つ、集団生活を営む

ことができる児童という文言が入っているが、集団生活を営むということ

は、こういう医療的ケア児の方はそんなに動けないということがもう明ら

かにわかっている中で、そこにいるだけでも、そこに行ってくれるというか

存在しているだけで、一応集団生活が営めているという考え方に基づかな

ければ、集団になっていっぱい会話をするとか集団でお友達をつくるとい

うような、普通の考え方に基づいた言葉でよいのかというところが疑問な

のだが、これはたまたま言葉がこういうふうになっているのかもわからな

いが、所管の考え方の中に、もう医療的ケア児を受け入れる以上は、どんな

子どもも一緒に同じだと考えて学童クラブが始まっていくと、受け入れ側

の子どもたち、そして職員、そういう人たちにもしっかりとお伝えしていた

だきたいというところもあるが、そこら辺は今からの準備で間に合うこと

だと思うので、お願いしたいがいかがか。 

植田児童青少年課長 今、委員のおっしゃるとおり医療的ケア児というのは、ほとんど全

ての方があまり動けないということではないとは認識している。しっかり

と動ける方もいらっしゃるので、いろいろなケース・バイ・ケースというと

ころであると思うが、基本的には、現在の学童クラブの施設の設置条件とい

うところも含めて、確実に受け入れが可能かどうかというところを、医療的

ケア児対応会議のほうでも、検討していきたいと思っている。 

 医療的ケア児対応会議については、市の健康推進課や障害福祉課の担当

職員も入って、総合的にどういった方が申請されていて、その方が学童クラ

ブの育成の状況の中でしっかりと生活できるのかどうかを判断していくと

いうところで考えている。 

岩崎委員    インクルーシブ、インクルージョンの考え方の１つだと思うので、いろ

いろな方がいる中の個性だという認識で、ぜひ取り組んでいただきたいの

と、入れない可能性のあるお子さんももしかしたら出るかもしれないとい
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うことを言われたということか。 

植田児童青少年課長 まずは入所の申請というところで入所要件があるので、そちらのほ

うで確認させていただくというところは１つあると思う。そういった中で、

実際の医療的ケア児の方、そのケースケースによって、実際に受け入れが可

能かどうかというところは、繰り返しになるが、判断が必要だと思ってい

る。したがって、全ての方が申請したからといって、入所できるということ

は、なかなか難しいのかとは思っている。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 １３番、１４番、１５番については、これで終わる。 

 説明者の入替えがあるので、しばらくお待ちください。 

 では、協議会を続ける。１６番、令和３年度小学校水泳指導事業について、

及び１７番、学校開放施設等の再開について、市側の説明を求める。 

加藤教育振興課長 よろしくお願いする。 

 まず項番１６番、令和３年度小学校水泳指導事業についてご説明をさせ

ていただく。 

 こちらについての事業の目的というところでは、専科教員の配置のない

小学校の水泳事業について、天候に左右されない温水プールを活用して、児

童・生徒への安全に配慮しながら、専門指導者による水泳指導の実施に向け

て施行を令和３年度から５年度、３か年かけて実施するものになる。 

 課題とすると温暖化の進行、「暑くて」入れないとか、教員の働き方改革

の部分、あと財政負担といったところをここで解消していくものになって

いく。 

 試行の目的というところでは、大きくは学校の水泳の授業というところ

で進めるものになるので、指導要領に沿った検証の部分。どれだけの学校が

民間のプール、アクアブルーを活用して授業ができるのか、あと指導の時

期、そういったところを検証してまいるものである。 

 試行のスケジュール感というところでは、来年度は４事業者さんがこち

らの事業にご協力いただけるところであるので、そちらから近い学校から
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進める、４校から始める。 

 こちらは②の資料、地図が入っているものがあるわけだが、こちらをご覧

いただければ、赤丸をしているところが温水プールの所在地、緑の学校が来

年度試行で実施する学校というところである。具体的には北諏訪小学校、東

寺方小学校、南鶴牧小学校、豊ヶ丘小学校の４校というところになる。それ

以降については、校数をふやしながら検証を行って、令和６年度から受け入

れ可能な学校数を本授業に切り替えていくというスケジュール感で今考え

ているところである。 

 こちらについては以上である。 

 続いて項番１７番、学校開放施設等の再開についてのご報告である。 

 学校開放については、７月から屋外施設と平日日中を除くクラブハウス

の開放を再開した。その後１１月１６日、先月の半ばであるが、体育館、校

舎等の特別教室と平日日中のクラブハウスの開放を再開したところである。

こちらに先立って、学校開放施設等使用団体の代表者会を開催した。開放再

開の前に、学校開放の位置づけや学校のコロナ対策の現状、市内の感染状況

を共有して、これを踏まえた新しいルールの徹底、学校を使っていただく際

には守ってほしいというところでお伝えさせていただいたところである。 

 対象３９４団体で中学校区で開催した。９日間で９か所、土日、平日、夜

間で行って８３％の団体が参加された。来られなかった団体についても、教

育振興課の窓口に来てほしいということで、お越しいただいて、説明をさせ

ていただき、今年度についてはコロナの関係でちょっと怖いというところ

で活動を自粛されている団体もあるというところで、全団体のほうには周

知をさせていただいたところである。 

 説明は以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 まず１６番について質疑はないか。 

大くま委員   まず、専科教員の配置のない小学校の水泳事業についてということなの

だが、この学校数は今現在何校なのか。 

加藤教育振興課長 多摩市内の小学校は１７校がある。そのうち４校が試行で実施すると

いうところになる。 
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大くま委員   試行実施するのは１施設１校で４校というのはわかったが、今、専科教

員の配置のない小学校は４校ということか。 

加藤教育振興課長 小学校について専科の教員はいないので、全校専科の教員の配置がな

いというところになる。 

大くま委員   ということは、これは行く行くは全校のプールをこういった形でやって

いくというような位置づけなのか。 

加藤教育振興課長 最大でできれば、全校こういう形にできればと考えている。ただ、温水

プールのキャパシティや日数、時期の期間によって、全校受け入れられるか

どうかというのは、今はまだ未知数というところもある。そういったところ

も、この試行の中で探っていくというところで考えている。基本的には全校

やりたいと考えている。 

大くま委員   市がどういった思惑でというか、この事業の意図はわかった。 

岩崎委員    そうなったときには、学校のプールというか、場所の今のプールは、どう

いう形にしていくつもりか。 

加藤教育振興課長 これから検討の部分にもなるわけだが、最終的には除却していくこと

も含めて庁内でも調整を図っていきたいと考えている。 

岩崎委員    プールは理解のところだが、水は冬場は張ってないものか。 

加藤教育振興課長 プールに関しては、防水をしているようなところもある。プールは水

を抜いてそのまま置いておくと、そういったところが傷んでくるところが

あるので、まず冬の期間でも１年中、水は基本的に張ってある。清掃すると

きぐらい抜くという形になっている。あと消防水利の関係などもあるので、

今そのような形になる。 

岩崎委員    そうすると災害時のために必要な水をそこを使うことはないと考えてよ

いのか。 

加藤教育振興課長 災害時に必要があれば、そこから水を使うということはあり得ると思

う。ただ、ここのところで使ったという実績はない。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 続いて１７番について質疑はないか。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 １６番、１７番については、これで終わる。 

 続いて１８番、令和２年度多摩市教育委員会事務点検報告書について及

び１９番、「教育の情報化に向けた多摩市立小・中学校のＩＣＴ機器整備（多

摩市学校情報環境整備方針）」の改訂について、市側の説明を求める。 

室井教育企画担当課長 それでは、案件１８番から説明をさせていただく。令和２年度多

摩市教育委員会事務点検評価報告書についてとなる。資料は概要版でない

ほうの資料をご覧いただけるか。 

 教育委員会では毎年、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第

２６条の規定に基づいて、事務の管理及び執行の状況の点検及び評価を行

っている。 

 今年度の対象の事業については、資料の６ページ、冊子では４ページと振

っているが、こちらにあるように新規評価事業５、再評価事業５の合わせて

１０の事業を選定をして評価を行った。 

 最初に、事業の担当課において事業の実施評価を行い、その実施評価も踏

まえて各教育委員がそれぞれ担当する事業について職権を作成、その後、

２人の学識経験者からそれぞれの事業の実績等について、担当課へのヒア

リングを行った上で、教育委員と学識経験者の意見を交換をした。その内容

については、資料の８ページから事業ごとに記載をしている。 

 その上でそれらで出た職権、意見を踏まえ、担当課においてそれぞれの事

業の今後の方向性について作成をしたものが資料の２８ページになるが、

こちらを加えて今回の事務点検評価報告書としてまとめたものを最終的に

令和２年１０月２６日の第１７回教育委員会定例会において審議をし、決

定したものとなる。 

 引き続き教育委員会では所掌する事務について法律も踏まえ、適切に点

検評価を行い、これらを反映させながら、子どもたちをはじめとした市民の

学びのための取り組みを進めていく。 

 もう一つの資料については概要版となって、選定した１０の事業の概要、

評価、今後の方向性を中心に編集したものとなるので、ご覧いただければと
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思う。 

 １８の説明は以上となる。 

 続いて案件１９、「教育の情報化に向けた多摩市立小・中学校のＩＣＴ機

器整備（多摩市各校情報環境整備方針）」の改訂について説明をするので、

資料をご覧いただけるか。 

 従来あった整備方針については、平成２９年１０月に策定をして、これを

指針として、学校における教育ＩＣＴ機器の整備を進めてきたが、令和元年

１２月に文部科学省が、ＧＩＧＡスクール構想を提唱し、今年度に入ってそ

の達成目標を令和５年度から令和２年度中へと前倒しを行った。 

 多摩市でも、より効果的な子どもたちの教育環境を整えるためＧＩＧＡ

スクール構想を踏まえた早期の教育ＩＣＴ機器の整備に向けて予算もお認

めいただきながら、現在も進めているところであるが、平成２９年１０月策

定の整備方針の内容と乖離が生じたことから、教育委員会においても議論

をし、昨日１２月１４日の第２０回教育委員会定例会において、改訂につい

て決定をしたものである。 

 本整備方針は令和元年６月施行の学校教育の情報化の推進に関する法律

に、市町村での策定が努力義務とされている学校情報化推進計画としても

位置づけをしている。 

 今回の主な改訂内容としては、資料の２６ページになるが、教育用タブレ

ットについて１校当たり従来は児童・生徒用に４２台から５０台程度、教員

用には六、七台の整備としていたものを、児童・生徒、教員ともに１人１台

としている。また、大型提示装置も従来は各校六、七台を目標としていたも

のを１クラス１台とした。 

 また、資料の３４ページで、タブレット端末の持ち帰りに向けたロードマ

ップを記載していて、令和３年度から一部で試行実施を行い、令和５年度に

は持ち帰りが必要な全ての学年での持ち帰り実施を目指すことを記載して

いる。 

 そのほか少し戻るが、資料の３１ページでは、健康面での配慮について記

載をしており、ＩＣＴ機器を使用する際の教室等の明るさ、児童・生徒の使

う際の姿勢や使用の時間について配慮すべき点を記載をするとともに、次



 95 

の資料３２ページのところでは、電磁波過敏症と呼ばれる症状の存在とそ

の配慮についても記述している。 

 改訂をしたこの整備方針に基づいて、今年度引き続き整備を進めるとと

もに、今後のＩＣＴ機器の活用にも生かしていく。 

 説明は以上となる。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 まず１８番について質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 続いて１９番について質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 １８番、１９番については、これで終わる。 

 ２０番、多摩中央公園改修整備・運営事業（Ｐ－ＰＦＩ）の公募について

は、案件６番について説明済みのため省略する。 

 続いて２１番、多摩市立多摩ふるさと資料館条例施行規則の制定につい

て、市側の説明を求める。 

藤田文化財担当課長 多摩市立ふるさと資料館条例施行規則案の制定についてご説明させ

ていただく。 

 本案は、旧北貝取小学校跡施設に整備する多摩市立市民活動・交流センタ

ーと多摩市立ふるさと資料館の指定管理者を導入するに当たり、令和２年

９月１５日の本常任委員会において議決いただいた多摩市立ふるさと資料

館条例に基づいて、多摩市立ふるさと資料館条例施行規則を制定したので、

ご報告申し上げるものである。 

 １の主な内容になる。本規則は、資料館条例の第１２条に基づいて、この

条例の施行について必要な事項は教育委員会規則で定めるとしたので、第

１条で定めて、その後第２条で職員の配置、第３条以降で施設の利用につい

て定めるものである。 

 ２のこれまでの経緯であるが、５月１日の教育委員会で条例案について

原案を可決し、５月の庁内会議で決定報告、また、６月の本委員会での報告
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を経て、９月にご議決いただいて、１０月１日に資料館条例を公布させてい

ただいた。 

 これを受けて、１１月９日の教育委員会で資料館規則案を協議し、文化財

保護審議会また学びあい育ちあい審議会の協議報告を経て、１１月２４日

の教育委員会定例会で資料館規則を決定し、本日ご報告を申し上げる次第

である。 

 それでは、次のページをご覧いただけるか。 

 まず第１条、先ほど申し上げたとおり、この規則については教育委員会規

則で定めるということで趣旨を述べさせていただいている。 

 続いて、第２条は条例第４条で定めた多摩市立多摩ふるさと資料館で行

う事業に関わる職員の配置である。この職員については、現在旧西落合中学

校跡地施設での資料の整理、調査等に従事している会計年度任用職員、専門

スタッフのことを指している。ふるさと資料館の移転後も引き続き業務に

従事するものである。 

 第３条から第７条については、条例第９条で定めた見学者の利用に関す

る申込みに係る手続の関連事項及び利用の際に利用者が守るべき内容につ

いて、条例第７条と第１０条で定めた内容を反映したものとなっている。 

 そのほか、次のページの第８条では、規則のほかに定めるものが必要とな

った場合にどうするかという記述になっている。なお、附則については、

１の施行期日について、条例施行日として、現在開館日を予定している令和

４年４月１日と同日を考えている。また、２の準備行為としては、規則の第

４条第２項で見学しようとする日の１４日以上前に、見学等の申請ができ

るとしているので、施行日前より申請手続ができるようにしたものである。 

 なお、併せて申請に係る行為は、次のページ以降にそれぞれある。ふるさ

と資料館業務の管理業務のうち、指定管理者には館内の保守清掃、開館時と

閉館時の展示室の鍵の開け閉め、また、事前に申込み予約等のない見学希望

者への手続に従事していただく予定である。 

 一番最初に戻っていただいて、３、今後のスケジュールについてである

が、先ほど協議会の１のところで旧北貝取小学校跡地整備事業の進捗状況

というところでご説明させていただいているが、本日、規則の報告をさせて
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いただいた後、指定管理候補者の決定、その後１月から改修工事に入って、

議会への情報提供を行いながら指定管理候補者を決定、仮協定の締結とい

う順で進んでまいって、令和４年１月に工事が完了したら、２月から３月に

移転作業を行って、令和４年４月に開館するという運びとなっている。 

 説明は以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。質疑はないか。 

大くま委員   １点だけお聞きしようと思うが、ふるさと資料館見学等申請書、これは

４ページか。これだと見学以外での利用ということも内容の中にあるが、単

なる見学でなくて、もう少し例えば資料を活用したものなどが、今想定され

たものがあれば説明をお願いする。 

藤田文化財担当課長 こちらの申請書は、小学校、中学校の団体見学にも使う申請書であ

って、例を挙げて言うと例えば稲穂を提供していただいて脱穀の体験や、縄

文土器を実際に触っていただいて、それを使ったスケッチとか、そういった

見学以外という形をこちらで考えている。また今後事業等出てくるようで

あればそれがそれに該当するということである。 

大くま委員   体験型で触れていただけるというのは非常によいことだと思うので、よ

ろしくお願いする。 

しらた委員   指定管理者とこちらの資料館の管理の仕方は全然違う、先ほどご説明を

聞いているときには、今のところから派遣する、落合の人がこちらに来て、

それを管理するということは、指定管理者とは別にほかの方に働いていた

だくということなのか。 

藤田文化財担当課長 現在旧西落合中学校において、体育館に資料を置いて実際に専門ス

タッフを雇用して、見学やそういった業務に従事していただいている。ま

た、資料の研究調査にも従事して程度、旧北貝取小学校が整備されると、あ

そこが全部撤収なるので、そのスタッフがそのままスライドして業務に当

たっていただくということになって、今、旧西落合中学校に常駐しているス

タッフは、今度は旧北貝取小学校に常駐するという形になってまいる。 

鈴木教育部長  ちょっと補足させていただく。ご質問者お伺いいただいたのは、指定管

理者と教育委員会の職員の違いということで、今、藤田課長から説明させて

いただいたのは、やはり文化財の専門員として働いている。先ほど様式もお
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示ししたが、例えば説明を求められて、そういったときに説明ができる、あ

るいは基本的には発掘した文化財、土器だとか、そういうものは日常的に研

修を検討しているので、作業を行う場所として、その職員が常駐する。指定

管理者については鍵の開け閉めをしていただくということで、業務は重な

らない形で、市の職員のほうは専門性のある業務をやらせていただくとい

う整理である。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 ２２番、誤徴収した学校給食費（１０月分）の返金について市側の説明を

求める。 

麻生学校支援課長 ご説明の前におわびをさせていただきたいと思う。このたびは給食費

の誤徴収を発生させて大変申しわけなかった。市民の皆様、議員の皆様、関

係者の皆様に深くおわび申し上げる。 

 それでは、ご説明をさせていただく。本年１１月２日に発生した、学校給

食費１０月分の誤徴収について、１１月１８日にご返金が完了したので、そ

のご報告をさせていただく。 

 まず、返金をした世帯等である。世帯数としては５４６世帯、対象児童・

生徒数が７５６人分、返金の金額合計が３７２万１,６５０円である。こち

らについては、保護者の届出口座のほうに全て返金をさせていただいた。 

 今後の再発防止である。まず、担当のほうでは、口座引き落としデータを

作成する際に、マニュアルに基づく作業手順を遵守すること。それから、入

力項目の確認も徹底すること。あと、金融機関に送る口座引き落としデータ

の中に給食費を引き落とししない人、こういった人のデータが入ってない

かどうか、これを読み合わせ等で再度確認をする。こういった徹底を図ると

いうことをやっていきたいと思う。 

 また、口座引き落としデータを金融機関に送る前に、必ず給食費の口座振

替請求書を起案し、管理職の決裁を受けてからデータを送るようにしたい。

管理職、私どものほうでは回議されたその請求について、前月分及び前年同
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月の請求金額、件数等、内容を確認して、異常な変動がないかどうか、そう

いったものを確認しながら、再発防止を図っていきたいと考えている。 

 説明は以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 ２３番、多摩市「不登校総合対策」について。２４番、多摩市学校事務共

同実施の令和２年度進捗状況について市側の説明を求める。 

山本教育部参事 私から項番２３、１１月に策定した多摩市「不登校総合対策」についてご

説明する。 

 本総合対策は増加傾向にある本市の不登校の現状と課題を踏まえ、各学

校の不登校への対応力の向上と、児童・生徒の学びの場の充実を図ることを

目的として策定をした。 

 策定に当たっては、今年度から教育委員会において、不登校対策検討委員

会を設置し、学識経験者や医師、上級学校や市内小・中学校の管理職、心理

士等を委員として、これまで５回の検討、協議を行ってきた。また、最終回

となった第５回委員会では、教育部だけでなく子ども青少年部や健康福祉

部など、部を超えた今後の不登校児童・生徒への支援に向けて、市役所関係

各課、関係課長または係長にオブザーバーとして参加をしていただいた。 

 それでは、資料に基づきご説明する。本総合対策の構成だが、目次にもあ

るように、４章で構成をしている。 

 まず１ページ、第１章、不登校総合対策の概要では、不登校対策に関する

国や東京都の動向、本総合対策の特色を記載をしている。 

 また２ページ、第２章では、本市の不登校の現状と課題を記載している。

特に新型コロナウイルス感染症に伴う臨時休業が、不登校児童・生徒のみな

らず、全ての児童・生徒にどのような影響を与えたのかを文部科学省や本市

の調査結果をもとに独自に集計し、分析している。 

 こうした本市の不登校の現状と課題を踏まえ、６ページからの第３章で

は、不登校児童・生徒への支援の基本的な考え方を示し、４つの目標と
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１２の対策を設定をした。 

 ７ページをご覧いただきたい。目標１、学校の対応力の向上では、①共通

の指針やガイドラインの整備、②的確なアセスメントのための手だての充

実、③教育相談の充実、④家庭支援の充実の４つを対策として位置づけてい

る。 

 また、１０ページからは目標２、コミュニケーション能力の向上を促す指

導の充実として、⑤不登校児童・生徒への訪問指導・支援の充実、⑥各学校、

適応教室におけるソーシャルスキルトレーニングの充実の２つを対策とし

て位置づけている。 

 また、１１ページからは、目標３、社会的自立を促す指導の充実として、

⑦各学校、適応教室におけるキャリア教育の充実、⑧キャリアガイダンス機

能の充実の２つを対策として位置づけている。 

 そして、１２ページからは、目標４、学習環境・学習指導・支援の充実と

して、⑨中学校不登校特例校の設置の検討、⑩適応教室における学習支援の

充実、⑪家庭における学習支援の充実、⑫各学校における補充学習の充実の

４つを対策として位置づけた。 

 １４ページには、これら１２の不登校対策と不登校の支援の段階、未然防

止、早期支援、長期化への対応との関連を図に示している。 

 また、１５ページには、学校と関係機関が連携した支援を進めていく上

で、参考となるように多摩市内・近隣の主な関係機関と支援内容を一覧とし

た。 

 終わりに、１６ページの第５章には、コロナ禍特有のストレス等を踏まえ

つつ、感染症の収束を見据えたこれからの不登校対策として、児童・生徒一

人ひとりの心に寄り添い、肯定的な関わりを通して、人との距離を取りなが

らも、自他を尊重し、互いに支え合う感覚を醸成したり、学級・学校を居心

地のよい場にしたりすることが一層重要であるとしている。 

 今後、本総合対策の活用を通して、教育委員会では児童・生徒の成長に関

わる全ての人が互いにつながりを深め、コロナ禍の新しい日常をよりよい

日常へと変容させ、学校を核とする地域全体が、児童・生徒にとって魅力あ

る育ちの場となることを期待している。 
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 説明は以上である。 

細谷教育部参事 それでは、私からは、多摩市学校事務共同実施の令和２年度の進捗状況

についてご報告をする。 

 こちらについては、９月１５日の本委員会では、令和元年度の進捗状況に

ついてご報告をしているところである。まず、資料の項目１をご覧いただき

たい。令和２年度の進捗状況については、７月に先行実施の第３グループ

７校を訪問視察し、各学校の都支援員、市事務職員から業務状況について聞

き取りを行った。９月には、学校事務共同実施等検討委員会において、訪問

視察結果の報告と試行実施の状況についての報告を行い、試行結果が良好

であったことから、９月末で試行実施を終了し、１０月から、第３グループ

の学校事務共同実施を本格実施しているところである。７月の聞き取り結

果については、資料の項目２にお示ししたとおりである。 

 資料の項目３をご覧いただきたい。今後は、１２月に残るグループであ

る。第１、第２、第４グループの副校長、都事務職員及び市事務職員へ説明

を実施し、令和３年４月には都支援員が、第１、第２、第４グループの１９校

に配置をされる。 

 ４月から９月まで、各校において都事務職員から都支援員への業務の引

継ぎを行い、８月から９月の期間に、第１、第２、第４グループの共同事務

室を整備する予定である。１０月からは、各校の都事務職員が共同事務室へ

移り、共同事務室の運営を開始し、学校は都支援員と市事務職員との２名体

制になる。 

 共同事務室について、令和４年３月までは、第１グループは５名、第２グ

ループと第４グループは７名の体制で、各校の事務室を支援することとな

る。その後、令和４年４月から多摩市の全ての学校で共同事務を本格実施す

ることとなる。 

 説明は以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。 

 まず２３番について質疑はないか。 

岩崎委員    ご説明ありがとう。コロナ禍のこの中でおつくりになったんだなという

ところでお忙しかったと思うが、多摩市が４％中学校に不登校がいるとい
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うことで深刻な状況にあるとあるが、これは自治体として突出している人

数というか、パーセンテージなのか。 

山本教育部参事 不登校の出現率について、中学校については４％を超えている。こちら

の出現率については、国の問題行動等の関する調査の結果から取り出して

いるところである。こちらの調査結果によると、全国の平均が大体３％、

３％未満ということになっているので、多摩市については、４％を超えてい

るということは、かなり出現率としては高いと、深刻な状況にあると考えて

いる。 

岩崎委員    基本的に学校に行くという考え方もあるが、中学生ぐらいになるといろ

いろな法律も少し勉強されるのかなと思うと、教育機会確保法みたいのも

あるのだということも、ご存じかもしれないという中では、誰かに学校に仮

に行かなかったとしても、誰かに相談できるようなあるいは話を聞いても

らえるような体制づくりというのが一番重要かと思うが、この冊子という

のは、どういう方にお配りするためにつくられたのか。 

山本教育部参事 この不登校総合対策については、先ほどご答弁をさせていただいたが、

各学校の対応力等を向上するためとしている。なので学校へのまず配布と

いうものを考えている。ただ、不登校の対策を進めていくには、家庭の協力

というものも必要になる。また、先ほど申し上げたように、関係部局との連

携をしながら、不登校の支援に当たっていくということも大切になる。 

 なので、今後の予定としては、この不登校総合対策についてリーフレット

を作成をし、保護者の方にも配布をすること。また、ホームページ上でも公

開をしていくこと、このことを考えている。 

岩崎委員    そのような流れになるのかと思うが、ただ１つ思う、１つわかるのは、今

は逆にリモートでも勉強ができるという時代にだんだん入ってきて、大学

生は行きたくても行けないというぐらいだし、いろいろな意味で子どもと

は言え、いろいろなことを知っている力があるし、知っていると思うところ

で、実現率４％は確かに多いのかもわからないが、それを大変なことだとい

うだけの視点で見るのではなく、もう少しこういう傾向というのは、社会の

中にも止まらないスピードで学校に行くことだけで勉強するのではないと

いうスピード、あと、自分の合った場所で勉強したいという考え方が、学校
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ではないのだという考え方も、多分、流れとしてあるのではないかと思って

いるので、とにかく学校に行く子どもをふやさなければいけないというよ

うな視点だけで、先生方にもお伝えする必要はないと思うし、教育機会確保

法もできているわけなので、逆に言えば第３の居場所を市としては、つくる

方向で考えていくというふうな立ち位置でこういうものを活用していただ

きたいということは申し添えたいと思う。 

いいじま委員長 本日の会議は議事の都合によりあらかじめこれを延長する。 

山本教育部参事 この本総合対策の６ページのほうにも記載をさせていただいたが、不登

校児童・生徒への支援の基本的な考え方というところには、学校復帰のみを

目的をするとはしていない。あくまでもこの不登校の子どもたちの社会的

自立というために必要な力をつけていく、そのための支援として今後取り

組んでいく予定としている。 

 また、今、ご質問者からもあったように、学校だけではなくて、子どもた

ちの学べる場所というものが決して学校だけではなく地域にもある。なの

で、この第４章のところでも述べさせていただいたが、魅力ある学校づくり

を進めていくということだけではなくて、学校を核とする地域全体がやは

り児童・生徒にとって、魅力のある育ちの場となっていくということが必要

なのであろうと考えている。 

 また併せて、本総合対策のほうにも対策として入れているが、今後子ども

たちの１つの居場所として、不登校の特例校といったものも考えていると

ころである。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 続いて２４番について質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 ２３番、２４番についてはこれで終わる。 

 ２５番、第二次多摩市特別支援教育推進計画（原案）について、市側の説

明を求める。 
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田島教育センター長 それでは、項番２５、第二次多摩市特別支援教育推進計画（原案）に

ついて報告をさせていただく。 

 本案件は、９月１５日の本委員会において、パブリックコメント後の進捗

状況を報告させていただいたものとなる。このたびこの原案を作成して、教

育委員会にて決定したので、報告をするものとなる。今までのこれまでの経

緯に関しては、資料をご参照ください。 

 パブリックコメントでいただいた８件の意見及び教育委員会としての考

え方に関して、添付した（４）の資料に内容を記載しているので、ご確認い

ただければと思う。 

 パブリックコメント前の素案から変更した部分についてだが、パブリッ

クコメントのご意見を踏まえて一部文章の修正を行ったほか、計画の原案

の５ページ、コロナ禍における特別支援教育の取り組みの内容を一部追加

をした。 

 また資料編、ページ数で言うと４３ページとなるが、副籍制度利用者数の

表を追加している。 

 最後のページになるが、もう１つは、「おわりに」のところで「包み込む

モデル」の図に関して、概要版にのみ記載していた図だったが、こちらの

「おわりに」のページで計画策定委員会の委員長の言葉とともに追加をし

た。 

 今後の予定になるが、１月以降に市民への周知または学校職員への周知

を行っていく予定でいる。 

 報告は以上となる。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 ２６番、学校給食異物混入月報について市側の説明を求める。 

澤井学校給食センター長 それでは、報告させていただく。給食の異物混入については、今

回２件報告をさせていただく。 

 まず１件目については６月９日、これは給食が再開されてすぐのときだ
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ったが、ホットドッグを学校のほうで食べているところで、パンの底面に青

色の汚れがあったということが報告された。こちらについては、調理所でも

確認したところ、食材を乗せるトレイとそれ以外のトレイ、こちらの使い分

けをしていたところだが、調理作業員のほうが誤って「検食」という文字の

入ったトレイに食材を置いてしまって、それがパンのほうに色移りしたも

のである。 

 こちらについては、現在色の違うトレイという形で、見た目ですぐわかる

ような形で食材を乗せるものと、それ以外のものがわかるような形で確認

できるようにさせていただいている。 

 もう１件だが、こちらが８月２７日に、麻婆豆腐の中にクリアファイルの

ジッパー、スライドさせる部品だったが、これが食缶の中に入っていたとい

うことが発見された。こちらの対応についても、クリアファイルを使うとき

にそういったスライド式の部品がついていないフォルダーを使用するとい

うことで、調理事業者のほうに指示をして、今現在は全てそういった部品の

ついたクリアフォルダーは使わないようにさせていただいている。 

 報告は以上になる。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 本件についてはこれで終わる。 

 ２７番、多摩市立図書館の新たなサービスの開始について、２８番、中央

図書館建設工事等の入札不調に対する今後の対応について、市側の説明を

求める。 

横倉図書館長  資料については、番号２７番である。多摩市立図書館では、令和３年１月

２５日から新たなサービスとして、図書館ホームページから利用できる電

子図書館サービス、混雑状況可視化サービス及びデジタルアーカイブ事業

を開始する。この３点について、ご説明をさせていただく。 

 １点目の電子図書館サービスである。電子図書館についてであるが、こち

らは図書館に利用登録をしている市民が自宅等のパソコンやタブレット、

スマートフォンから図書館の電子書籍の閲覧や貸し出しができるサービス
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である。 

 利用者は、図書館ホームページから紙の本と電子書籍を同時に検索、予

約、貸し出し等ができて、図書館に来館せずに利用することができる。こち

らについて、本年度は初年度ということで約３,５００タイトルを購入する

予定としていて、来年度以降は、５００タイトルずつぐらい購入ができれば

と考えているところである。 

 こちらの導入までの経緯であるが、図書館については平成２８年に策定

した多摩市読書活動振興計画、こちらの取り組みの中で電子書籍等のサー

ビスの検討ということがうたわれていて、それについて検討していた。ま

た、中央図書館の開館に向けてということでの導入も検討してきたところ

である。 

 そういった中で、今回、新型コロナウイルス感染拡大状況を踏まえて、電

子図書館は非来館サービスであって、外出抑制や図書館内の密を避ける等、

感染拡大防止になるというところもあるので、予定を前倒し、早期の導入を

目指すことにした。 

 こちらの導入の効果であるが、１点目は、今申し上げたように非来館型サ

ービスということである。また、インターネット上の利用であるので、利用

者の延滞や資料の紛失、汚破損等を防ぐということによる利便性のほうも

向上が期待できると考えている。 

 また、２点目であるが、障害者差別解消法及び読書バリアフリー法に対応

しているというところである。視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関

する法律、こちらは読書バリアフリー法と言われているが、こちらは令和元

年６月に施行されたところである。 

 この法の中では、視覚障害者等の図書館利用に係る体制の整備、また、ア

クセシブル、利用しやすい電子書籍等の充実、また視覚障害者等の障害の種

類・程度に応じた配慮が求められていて、また、この法の中では、障害者の

捉え方というのも幅広くなっている。 

 そういった中で、視覚障害のある方、発達障害のある方、学習障害のある

方、また、肢体不自由の障害がある方、そういった方の視覚による表現の認

識が困難な方、こういった方に、読書環境を整備していくということがある
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ので、そういった中でも対応ができると考えている。 

 そういった上で、そういった障がいのある利用者の方、また、高齢者の方、

日本語を母語としない利用者、そういった方が自由できるような音声読み

上げ機能、また、文字の拡大、白黒反転といった形の見やすさ、そういった

電子書籍の特性を生かしたサービスというところができるかなと考えてい

る。 

 ３点目が学習での活用である。こちらの図書館では小学校２年生が、図書

館訪問でいらっしゃるが、そういった中で利用者カードを登録していく。な

ので、家庭や小・中学校でのタブレット端末等から、この電子書籍を読書や

調べ学習等に活用できる、そういったことも考えられると思っている。 

 それから４番目であるが、利用方法については、こちらにお示ししている

ように、市内在住・在勤・在学で利用者カードを登録してパスワード登録を

されている方である。その他利用方法等はこちらにお示ししたとおりであ

る。こちらが電子図書館サービスについての説明である。 

 ２点目が、混雑状況可視化サービスである。こちらについては、図書館の

ホームページにリンクを張った専用のページから、各図書館の館内の混雑

状況が確認できるというサービスであって、こちら下に図で図書館ホーム

ページのトップページとあるが、こちらに丸囲いで混雑状況の確認という

ところがあるが、こちらを開いていただくと、各図書館が空きあり、または

やや混雑、そういった形で混雑状況が確認できる。 

 こういったことで、密集場面を避けて来館に役立てていただくというこ

とで、使っていただきたいと考えている。こちらはこのような形で、１月

２５日から行うが、現在、感染拡大状況という状況であるので、昨日から図

書館のホームページのほうに、外部リンクでＵＲＬを張っていて、昨日から

この混雑状況が見られるような形になっているので、スマホ等でも見られ

るので、ぜひ見ていただければと思っている。 

 最後になるが、多摩市デジタルアーカイブについてである。こちらについ

てはデジタルアーカイブであるが、こちらは図書、博物品、歴史的資料等、

公共的な知的財産をデジタル化して、インターネット上で電子情報として

共有・利用できる仕組みである。 
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 多摩市のデジタルアーカイブとしては、「調布玉川惣画図」等の貴重資料、

また、埋蔵文化財の発掘調査での土器等の遺物、また多摩市史、市制施行

５０周年記念史等をデジタル化して、公開を考えているところである。 

 このような形で、原資料を保存しながら広く公開をして、随時閲覧・鑑賞

等が可能となる。 

 このような形で、多摩市の歴史、文化財、貴重資料等を広く情報提供をし

ていくが、こちらを２０２０年から国立国会図書館のほうが提供している

国の分野別の横断総合ポータルサイト、「ジャパンサーチ」のほうが正式運

用が開始されたので、こちらのほうにも連携をして、他の美術館や博物館等

のデータとともに、こちらの多摩市のデータについても横断検索ができる

ような形になって、教育研究、また観光等に活用できるということを目指し

ている。 

 こちらの２年間の事業で考えているところであるので、来年度は５０周

年記念史、また、小・中学校の副読本等を公開などもして、ＩＣＴ化が進む

学校現場においての授業だったり家庭学習での活用もできるような形で、

多摩市の子どもたちにも使ってもらいたいと考えている。 

 （２）番の掲載内容、こちらは写真があるが、調布玉川惣画図を精密に一

部分を拡大したりして閲覧ができる。また、発掘された土器に関しても３Ｄ

という形で回転させた形で、細かく見ることができるし、また、多摩市史に

ついては、フルテキスト検索ができるので、例えば多摩市の場合、関戸の合

戦というのがあったが、例えばそういうものを検索すると、そこのページが

示されて、内容も読めるし、また、本の形でも読めるという形になっている

ので、地域の歴史研究や学校での調べ学習に役立つものとなる。 

 こういったものなので、ぜひ活用していただきたいと考えていて、２月

６日には、活用講座のほうも開催を予定している。また、開催後にはユーチ

ューブ等で、その講座についても、公開を予定をしているところである。 

 以上３点のサービスのほうを開始するということで、説明をさせていた

だいた。 

萩野図書館本館整備担当課長 引き続いて項番２８、中央図書館建設工事等の入札不調に

対する今後の対応についてご説明する。 
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 前回９月１５日の本委員会の中では、中央図書館の建設工事に関して入

札不調であったこと、工期を６か月後ろ倒しすること、現予算の範囲内を前

提にして設計金額を再積算するために、再設計業務委託契約を締結したこ

とをご説明させていただいた。今回は、再設計業務委託契約の結果について

ご説明させていただく。 

 まず①工期の後ろ倒しに伴う影響の分析として、標準単価・積算加工物単

価等の入替えを行った。また、有効期限の過ぎた見積りの再徴取等を行っ

た。その際、単価や見積りの一部に変動が見られた。 

 ②主な設計内容の見直しとして、今回３点ほど主な設計内容の見直しを

させていただいた。まず１つ目、活用し切れない伐採木の処分先を近隣の再

資源化施設に変更して、運搬費用を削減した。２つ目、割高な多摩産材の床

材を一般木材のフローリングに変更して、調達費用を削減した。３つ目、こ

れは追加になるが、コロナ対策として、手洗い機の追加や抗菌指定の追加、

また、仕切り板の高さ変更等を実施した。それを含めて設計金額の再積算を

行った。 

 その結果、現予算、工事費予算の増額を行う必要がないことが確認をでき

たので、原予算の範囲内で再入札を行うこととして、１１月２０日付で再入

札の告示を行っている。 

 ２、今後の対応についてである。今後については、９月議会でお示しさせ

ていただいたスケジュールのとおり、３月の議会のほうで契約議決を上程

する予定である。 

 次のページにスケジュール表を載せているが、前回の９月の議会でお示

しさせていただいたものと同じになる。 

 説明は以上である。 

いいじま委員長 市側の説明は終わった。まず、２７番について質疑はないか。 

大くま委員   ２点だけ確認をしたい。電子図書館サービス、貸し出し点数が２点とな

っているが、これは従来の図書館の貸し出し点数とは別に電子図書館の分

で２点ということなのかというのが、確認したい点の１つ目と、もう一つ、

混雑状況可視化サービスについて、この空きありとか混雑状況について、こ

れは職員さんが入力して、それを目安としてもらうというものなのか、その



 110 

２点を確認したい。 

横倉図書館長  最初の電子図書館のほうについて説明をさせていただく。こちらの電子

書籍の貸し出し点数であるが、図書館のほうについては紙の本として

４５冊、貸し出し件数とあるが、それとは別に２点ということで設定をして

いる。 

 ２点目のご質問での、混雑状況のサービスに関しては、職員が１時間ごと

ぐらいに、数を目視でカウントして、それを機器があるが、そちらにスイッ

チを押すと基本的には即時でそれが反映させられるというものになって、

職員にとっても非常に簡易に作業ができるものになっている。 

 以上である。 

大くま委員   わかった。利用状況のほうは危惧したのは、利用の秘密のことなどもあ

るので、カメラで状況を写すということはできないので、どういった形にな

るのかという確認をさせていただいた。 

岩崎委員    この非来館サービスのところで、インターネットの利用であり、利便の

向上と書いてあるところで、延滞がないと書いてあるが、つまり、その期限

が来たらもう自然と見られなくなるという意味か。 

横倉図書館長  電子書籍についてであるが、貸し出しの方法については、資料のほうに

利用方法というところでお示しさせていただいているが、タブレットだっ

たり、パソコンのほうから借りることができて、２週間の期間が過ぎると自

動的に返却されるような形のサービスになるので、２週間期限が過ぎると、

自動的に見られなくなるという形になる。 

岩崎委員    そうすると返したことと同じだと思うが、また借りたければ同じ作業を

するという考え方でよいということか。 

横倉図書館長  同じように、また貸し出しという検索をして、貸し出しというボタンを

押していただければ、すぐにまた貸し出しができて、また読むことができる

ということになる。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 続いて２８番について質疑はないか。 
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しらた委員   主な設計内容の見直しというところだが、コロナ対策として手洗器とか

抗菌指定追加、抗菌指定追加は例えばどのようなものを指定されたのか。 

萩野図書館本館整備担当課長 抗菌指定追加についてだが、職員用のエレベーターのボタ

ンや職員用の階段の手すり等を指定した。ただ、こちらについては見積りを

取る段階で抗菌指定をするが、見積りを取るルールとして、３社の見積りが

取れることが条件になっていて、まず３社同じような仕様のものがないと

いうことで仕様追加できなかったものが多数ある。 

 ただ、今後の工事の中では、工事事業者が決まった後に、抗菌指定の追加

について、適宜調整をしていきたいと考えているところである。 

しらた委員   多摩市産の床材を使わなくなったこと、それは割高だからということで

使わない。でも、環境面とか何かで多摩市のものを使うという、最初その辺

がすごい売りだったかと私は思っているが、なぜ金額的な問題だけでこう

いうふうにしてしまったか。何が悪くて多摩産材を使わないのか。その辺の

考え方はどういうことか。 

萩野図書館本館整備担当課長 多摩産材についてだが、まず割高だというところがある。

また東京都のほうで補助金があるが、今回この床材のフローリングについ

ては、補助の要件を満たさないと。我々のこの仕様の中では満たさないとい

うことで補助もないという中で、我々としては、この多摩産材のフローリン

グを一般木材に変えたいということで変更させていただいた。 

しらた委員   フローリングではなく、この多摩産材の材木をほかに使う場所がなかっ

たのか。 

萩野図書館本館整備担当課長 現時点の中で、建設工事の中で多摩産材を使うところは現

時点の中ではない。ただ今後、様々な備品を調達していくこともあるので、

その中で多摩産材導入について検討していきたいと考えているところであ

る。 

いいじま委員長 ほかに質疑はないか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

いいじま委員長 質疑なしと認める。 

 ２７番、２８番についてはこれで終わる。 

いいじま委員長 以上で協議会を終了する。 
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鈴木教育部長  申しわけない、突然ではあるが、１点追加で情報提供させてほしい。関戸

公民館のスタジオ、関戸公民館の事務室がある７階のフロアになるが、奥に

スタジオ施設がある。本来、今年度、関戸公民館については天井空調等の機

械工事を予定していたが、ご案内のとおりコロナ禍で中止をしたが、スタジ

オについては、いわゆるバンドマンとかが使うような密閉した部屋で、すご

く小さい部屋である。空調が完全に運転できなくなっていて、来年の夏、オ

リンピックが終わってから改修を予定しているが、夏の利用がかなり制限

されてしまうので、２月１日から２８日の間、利用を止めて、関戸公民館の

スタジオのみ改修工事というか、エアコンの付け替え工事をするので、ご報

告させていただく。２月１日から２８日、１か月間、関戸公民館のスタジオ

のみ、使用を停止とさせていただく。 

 ご報告は以上である。 

（協議会終了） 

                ──────────────― 

                  午後 ５時２４分 再開 

いいじま委員長 休憩前に引き続き会議を開く。 

 委員会を再開する。 

 以上で本日の日程は全て終了した。 

 これをもって子ども教育常任委員会を閉会する。 

                  午後 ５時２４分 閉会 



多摩市議会委員会条例第２８条第１項の 

規定によりここに署名する。 

 

 

 

  子ども教育常任委員長   いいじま 文彦 


